


全国労働安全術生センター述絡会談（目指ね；：令｜匝l公会センター）は、

各地の地域安全（労災峨来約センター）をl立体とした、｛助く者の安全と
他LUのための会国ネットワークとして、19905f;5J-J1211に設立されました。
①J泣新情報満載のJJ刊誌 「安全センター的判uを発行しているほ
か、②労働災害・職業：1,w:rの被災者やその家
族からの相，淡に対応、③泣：令・他Litな絞場づく ・......... • 
りのための現J仰取り組みの文接、①学習会 ．． 圃E 『司V • 
やトレーニングの1Jfl1U：ゃ；Wtn1liの派遣等、⑤働く ..... __.  

者の立場にたった訓千十研究・-tltk言、＠｜刻係祐 司＿.....，...
分野の専門家主宇のネットワーキング、⑦草の似

凶際交流の促進、 なと’さまざまな収り組みを行っています。いつでもお

公岐にご相談、おIll!い合わせください。
「労災験業病なんでも相談1.'j.月lのフリーダイヤル：0210-631202Jは、

全l!Iどこからでも無料で、i広がりの地成センターにつながります。
「ti'ifH公llfHffiil!iJ弓ウエブサイト：http://www.joshrc.org／‘open/J
では、ここで、しか見られない1",'Hil!をi前総しているほか、附報公，mの取り組みのサポートも行っています。

。 「安全センター情報jをと購読してください

JHIJ誌「安全センター情報」は、述動・行政・研究など各分野の:ltl新情報の提供、動向の解説、Ill］題
従起や全国各地－-jll:.!/rlの状況など、1也では符られないti'/判iを満載しています。
例えば、2013年伎の特集のタイトルと特徴的な，ic'liをあげてみれば、以，..のとおりです。

2013年 4月号 総特集／胆管がん多発事件はどうして起こったか

5月号 特集／第12次労働災害防止計画 胆管がん事件時効差別なく補償

6月号 特集／全国安全センターの厚生労働省交渉！LO「職業病の予防」

7月号 特集／職業がん等のリスト掲載と補償ロッテルダム条約第6回締約国会議

8月号 特集／腰痛予防対策指針の改訂石綿救済法判定基準の見直し

9月号 特集／日本の労働安全衛生最新労災職業病統計・行政通達一覧

10月号特集／脳・心臓疾患、精神障害の労災補償精神障害の認定欧州10か国調査

11月号 特集／惨事ストレス対策 WHO労働者健康世界行動計函実施のベースライン

12月号 特集／韓国の労働安全衛生運動25年と日韓交流 大阪西成区で石綿公害

2014年1・2月号特集／職業性胆管がん事件石綿健康被害補償・救済状況の検証

3月号 特集／アジアのアスベスト禁止 2013泉南アスベスト国賠訴訟二陣大阪高裁判決

．購読会費（年間購読料） : 10,000円（年度単位（4月から翌年3月）、複数部数割引あり）

．読者になっていただけそうな個人・団体をご紹介下さい。見本誌をお届けします。

。 賛助会員になって活動を支えて下さい

令住l安全センターのJI~·政は、 ft助会費と購読会的 OU年JiUl）、カンパで成り立っています。 賛助会uに
は、私たちの活動の他行にtcloi］していただける例人・同体はどなたでもなることができ、賛助会授は年度

単位でl口10.000PJ、ll二l以上何円でも結椛です。 行助会μには、月刊誌「安全センターti'/~！」をおJif，けし

ますので、あらためて購読会貨を支払う必裂はありません。

購読会費・賛助会費のお申し込みは、電話（03-3636-3882）・FAX(03-3636-3881）・Eメール(ioshrc@jca.

apc.org）で、氏名、送付先をご連絡のうえ、中央労働金庫亀戸支店（普）7535803、または、郵便払込口座

00150-9-54594仏ー名義はいずれも「全国安全センターJーにお娠り込みください。
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（1）	登録製造時等検査機関の登録の欠格事由
等に該当するとき。

（2）	1により読み替えて準用する適合命令及び改
善命令に係る規定による請求に応じなかったと
き。

（3）	厚生労働大臣が、外国登録製造時等検査機
関が（1）又は（2）のいずれかに該当すると認め
て、6月を超えない範囲内で期聞を定めて製造時
等検査の業務の全部又は一部の停止を請求し
た場合において、その請求に応じなかったとき。

（4）	財務諸表等を備えて置かず、財務諸表等に
記載すべき事項を記載せず、若しくは虚偽の記
載をし、又は正当な理由がないのに製造時等検
査を受けようとする者その他の利害関係人によ
る財務諸表等の閲覧等の請求を拒んだとき。

（5）	厚生労働大臣が、外国登録製造時等検査機
関の業務の適正な運営を確保するため必要が
あると認めて、その職員をして外国登録製造時
等検査機関の事務所に立ち入らせ、関係者に
質問させ、又はその業務に関係のある帳簿、書
類その他の物件を検査させようとした場合にお
いて、その立入り若しくは検査が拒まれ、妨げら
れ、若しくは忌避され、又は質問に対して陳述が
されず、若しくは虚偽の陳述がされたとき。

（6）	厚生労働大臣が、この法律を施行するため必

特集／労働安全衛生法令の改正提案

ストレスチェック専門家も懸念
派遣法改正も安全衛生に影響
産業衛生学会は「将来のあり方」を提言

労働安全衛生法の改正案

前号で2013年12月24日に公表された労働政
策審議会の「今後の労働安全衛生対策について

（建議）」を紹介したが、厚生労働省は、これに基
づく労働安全衛生法の一部を改正する法律案を
第180回国会に提出する。2014年1月23日に同審
議会に諮問された改正法案の要綱は以下のとおり
である。国会に提出されれば、以下に示される。
※http://www.mhlw.go.jp/topics/bukyoku/

soumu/houritu/186.html

労働安全衛生法の一部を改正する法律案要綱

第1	  外国登録製造時等検査機関等

1		 登録製造時等検査機関に対する適合命令及
び改善命令に係る規定は、外国にある事務所に
おいて製造時等検査の業務を行う登録製造時
等検査機関（以下「外国登録製造時等検査機
関」という。）について準用するものとすること。こ
の場合において、これらの規定中「命ずる」とある
のは、「請求する」と読み替えるものとすること。

2		 厚生労働大臣は、外国登録製造時等検査機
関が次のいずれかに該当するに至ったときは、そ
の登録を取り消すことができるものとすること。
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要があると認めて、外国登録製造時等検査機
関に対し、必要な事項の報告を求めた場合にお
いて、その報告がされず、又は虚偽の報告がさ
れたとき。

（7）	3による費用の負担をしないとき。
3		 2の（5）の検査に要する費用（政令で定めるも
のに限る。）は、当該検査を受ける外国登録製造
時等検査機闘の負担とすること。

4		 1から3までは、登録性能検査機関、登録個別
検定機関及び登録型式検定機関について準
用すること。

第2	  表示義務の対象物及び通知対象物について

事業者の行うべき調査等

1		 事業者は、第57条第1項に規定する表示義務
の対象物及び通知対象物による危険性又は有
害性等を調査しなければならないものとすること。

2		 事業者は、1による調査の結果に基づいて、こ
の法律又はこれに基づく命令の規定による措置
を講ずるほか、労働者の危険又は健康障害を
防止するための必要な措置を講ずるように努め
なければならないものとすること。

3		 厚生労働大臣は、1及び2による措置に関し
て、その適切かつ有効な実施を図るため必要な
指針を公表するものとすること。

4		 厚生労働大臣は、3の指針に従い、事業者又
はその団体に対し、必要な指導、援助等を行うこ
とができるものとすること。

5		 労働者に危険又は健康障害を生ずるおそれ
のある物を譲渡し、又は提供する際にその容器
又は包装に表示しなければならないこととされて
いるもののうち、成分を削除すること。

第3	  心理的な負担の程度を把握するための検査等

1		 事業者は、労働者に対し、厚生労働省令で定
めるところにより、医師又は保健師による心理的
な負担の程度を把握するための検査を行わな
ければならないものとすること。

2		 労働者は、1による検査を受けなければならな
いものとすること。

3		 事業者は、1による検査を受けた労働者に対
し、厚生労働省令で定めるところにより、当該検
査を行った医師又は保健師から当該検査の結

果が通知されるようにしなければならないものと
すること。この場合において、当該医師又は保
健師は、あらかじめ当該検査を受けた労働者の
同意を得ないで、当該労働者の検査の結果を
事業者に提供してはならないものとすること。

4		 事業者は、3による通知を受けた労働者であっ
て、心理的な負担の程度が労働者の健康の保持
を考慮して厚生労働省令で定める要件に該当す
るものが医師による面接指導を受けることを希望
する旨を申し出たときは、当該申出をした労働者に
対し、厚生労働省令で定めるところにより、医師に
よる面接指導を行わなければならないものとするこ
と。この場合において、事業者は、労働者が当該
申出をしたことを理由として、当該労働者に対し、
不利益な取扱いをしてはならないものとすること。

5		 事業者は、厚生労働省令で定めるところによ
り、4の面接指導の結果を記録しておかなければ
ならないものとすること。

6		 事業者は、4の面接指導の結果に基づき、当該
労働者の健康を保持するために必要な措置に
ついて、厚生労働省令で定めるところにより、医
師の意見を聴かなければならないものとすること。

7		 事業者は、6の医師の意見を勘案し、その必要
があると認めるときは、当該労働者の実情を考慮
して、就業場所の変更、作業の転換、労働時間
の短縮、深夜業の回数の減少その他の措置を
講ずるほか、当該医師の意見の衛生委員会若
しくは安全衛生委員会又は労働時間等設定改
善委員会への報告その他の適切な措置を講じ
なければならないものとすること。

8		 厚生労働大臣は、7により事業者が講ずべき
措置の適切かつ有効な実施を図るため必要な
指針を公表するものとすること。

9		 厚生労働大臣は、8の指針を公表した場合に
おいて必要があると認めるときは、事業者又はそ
の団体に対し、当該指針に関し必要な指導等を
行うことができるものとすること。

10	 1の検査及び4の面接指導の実施の事務に従
事した者は、その実施に関して知り得た労働者
の秘密を漏らしではならないものとすること。

第4	  受動喫煙の防止
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1		 事業者は、労働者の受動喫煙（室内又はこれ
に準ずる環境において、他人のたばこの煙を吸わ
されることをいう。以下同じ。）を防止するため、屋
内作業場その他の厚生労働省令で定める作業
場について、専ら喫煙のために利用されることを
目的とする室（当該室からたばこの煙が漏れるお
それがないものとして厚生労働省令で定める基
準に合致するものに限る。） を除き、喫煙を禁止す
ることその他の厚生労働省令で定める措置を講
ずるよう努めなければならないものとすること。

2		 国は、労働者の健康の保持増進に関する措
置の適切かつ有効な実施を図るため、1の専ら
喫煙のために利用されることを目的とする室の設
置の促進その他の必要な援助に努めるものとす
ること。

第5	  事業場の安全又は衛生に関する改善措置等

1		 厚生労働大臣は、重大な労働災害として厚
生労働省令で定めるもの（以下「重大な労働災
害」という。）が発生した場合において、重大な労
働災害の再発を防止するため必要がある場合
として厚生労働省令で定める場合に該当すると
認めるときは、厚生労働省令で定めるところによ
り、事業者に対し、当該事業場の安全又は衛生
に関する改善計画（以下「特別安全衛生改善
計画」という。）を作成し、これを提出すべきことを
指示することができるものとすること。

2		 事業者は、特別安全衛生改善計画を作成しよ
うとする場合には、当該事業場に労働者の過半
数で組織する労働組合があるときにおいてはそ
の労働組合、労働者の過半数で組織する労働
組合がないときにおいては労働者の過半数を代
表する者の意見を聴かなければならないものと
すること。

3		 1の事業者及びその労働者は、特別安全衛生
改善計画を守らなければならないものとすること。

4		 厚生労働大臣は、特別安全衛生改善計画が
重大な労働災害の再発の防止を図る上で適切
でないと認めるときは、厚生労働省令で定めると
ころにより、事業者に対し、特別安全衛生改善計
画を変更すべきことを指示することができるもの
とすること。

5		 厚生労働大臣は、1又は4に規定する指示を
受けた事業者がその指示に従わなかった場合
又は特別安全衛生改善計画を作成した事業者
がこれを守っていないと認める場合において、重
大な労働災害が再発するおそれがあると認める
ときは、当該事業者に対し、重大な労働災害の
再発の防止に関し必要な措置をとるべきことを
勧告することができるものとすること。

6		 厚生労働大臣は、5の勧告を受けた事業者が
これに従わなかったときは、その旨を公表するこ
とができるものとすること。

第6	  計画の届出の廃止

第88条第1項の規定による建設物又は機械等
の設置等の計画の届出義務を廃止すること。
第7	  電動ファン付き呼吸用保護具

1		 電動ファン付き呼吸用保護具を、その譲渡、貸
与又は設置に際して厚生労働大臣が定める規
格又は安全装置を具備しなければならないもの
に追加すること。

2		 電動ファン付き呼吸用保護具を、その製造又
は輸入に際して厚生労働大臣の登録を受けた
者が行う型式についての検定（以下「型式検
定」という。）を受けなければならないものに追加
すること。

3		 電動ファン付き呼吸用保護具に係る型式検
定を行おうとしてこの登録の申請をした者（以下
「登録申請者」という。）について、厚生労働大
臣が必ず登録をしなければならないものとされ
るための要件の一つとして、登録申請者が別表
第14に掲げる設備（材料試験機、ガス濃度計測
器、内圧試験装置、通気抵抗試験装置、粉じん
捕集効率測定装置、排気弁気密試験装置、漏
れ率試験装置、最低必要風量試験装置、公称
稼働時間試験装置及び騒音計）を用いて型式
検定を行うものであることを規定すること。

第8	 その他

	 その他所要の規定の整備を行うものとすること。
第9	 附則

1		 施行期日
	 	 この法律は、公布の日から起算して1年を超え
ない範囲内において政令で定める日から施行す

労働安全衛生法令の改正提案
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るものとすること。ただし、第9の2の（4）は公布の
日から、第6、第7並びに第9の2の（1）から（3）まで
及び4の一部は公布の日から起算して6月を超え
ない範囲内において政令で定める日から、第3は
公布の日から起算して1年6月を超えない範囲内
において政令で定める日から、第2及び第9の4の
一部は公布の日から起算して2年を超えない範
囲内において政令で定める日から施行するもの
とすること。

2		 経過措置
（1）	第7の施行日前に製造され、又は輸入された

電動ファン付き呼吸用保護具については、第7の
1を適用しないものとし、第7のこの型式検定を受
けることを要しないものとすること。

（2）	第6の施行日前に改正前の労働安全衛生法
第88条第1項の規定により計画の届出をした事
業者に対する工事若しくは仕事の開始の差止
め又は当該計画の変更の命令及び当該命令に
係る仕事の発注者（当該仕事を自ら行う者を除
く。） に対する勧告又は要請については、なお従
前の例によるものとすること。

（3）	この法律の施行前にした行為及び（2）によりな
お従前の例によることとされる場合におけるこの
法律の施行後にした行為に対する罰則の適用
については、なお従前の例によるものとすること。

（4）	1から3までのほか、この法律の施行に関し必
要な経過措置は、政令で定めること。

3		 検討規定
	 	 政府は、この法律の施行後5年を経過した場
合において、この法律の施行の状況について検
討を加え、必要があると認めるときは、その結果
に基づいて所要の措置を講ずるものすること。

4		 関係法律の整備
	 	 その他関係法律について、所要の規定の整
備を行うこと。

法案策定に至る経過

審議会建議にもあるように、メンタルヘルス対策
（第2）、受動喫煙防止対策（第4）及び型式検定
等の対象器具の追加（第7）は、第179回臨時国会

に提出されたものの、その後継続審議となり、第181
回臨時国会において衆議院の解散により廃案と
なった改正法案にもられていた内容である。

第4に関しては、建議で「（前回）建議後に受動
喫煙防止対策に取り組んでいる事業場が増加し
ていることも勘案し、法案の内容を検討することが
適当」とされていたが、当初の法案にあった「飲食
物の提供その他の役務の提供の事業であって厚
生労働省令で定めるものを行う事業者について
は、当分の間、適用しない」が削除されたようだ。

第2に関しては、2013年9月25日に審議会の第75
回安全衛生分科会において日本産業衛生学会及
び精神科七者懇談会のヒアリングが行われているが

（http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/0000025154.
html）、前者（日本精神神経学会）の2013年8月1
日付け「事業場におけるストレスチェック制度の義
務化に関する検討結果（中間報告）」及び後者の
2012年9月15日付け「『職場のメンタルヘルス対策
の充実・強化』に対する見解」の内容を8頁以下に
紹介する。全国安全センターはこの改正に反対し
ているが、両専門家団体から提起された諸点に照
らしても問題が解決されているとは言えない。（与
党内でも反対意見が出たため、一部努力義務に
変更して法案提出という報道もなされている。）

なお、化学物質対策（第2）で、2013年10月29日に
「胆管がん問題を踏まえた化学物質管理のあり方
に関する検討会報告書」（2014年1・2月号に掲載）
が、また、改正法案に対策が盛り込まれていないが
2013年10月29日に「労働安全衛生法における機
械等の回収・改善命令制度のあり方等に関する検
討会報告書」が公表されている（※http://www.
mhlw.go.jp/stf/shingi/0000026886.html）。
また建議では、「（第三者に施設等を使用させ

る）施設等管理者による取組のあり方」、「安全管
理者又は安全衛生推進者の選任が義務づけられ
ていない業種における安全衛生管理体制のあり
方」を、「改めて検討することが適当」としている。

その他の政省令改正等

労働政策審議会は2014年2月6日に厚生労働
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大臣に対して「有期労働契約の無期転換ルール
の特例等について」建議を行い（http://www.
mhlw.go.jp/stf/houdou/0000037303.html）、これ
に基づいた労働者派遣法の改正案も国会に提出
される予定である。厚生労働省は最近、毎年5月
頃の前年の労働災害発生状況の公表時に「派遣
労働者の労働災害発生状況」も示すようになって
いるが、派遣労働者の労働災害は一般よりもかなり
高いと考えられている。労働者派遣法改正が、派
遣労働者の労働災害の一層の増加や安全衛生
対策の低下につなることが懸念される。

2013年3月14日の「印刷事業場で発生した胆管
がんの業務上外に関する検討会報告書」（2013
年5月号に掲載）及び同年6月14日の「平成25年度
化学物質による労働者の健康障害防止措置に係
る検討会報告書（第1回）」を踏まえて、2013年8月
に1,2-ジクロロプロパンを規制対象に追加する等
の政省令の改正が行われている（http://www.
jaish.gr.jp/anzen/hor/hombun/hor1-54/hor1-
54-47-1-0.htm）。さらに2014年1月29日に「平成25
年度化学物質による労働者の健康障害防止措
置に係る検討会報告書（第2回）」（http://www.
mhlw.go.jp/stf/houdou/0000035876.html）が公
表され、ジメチル-2,2-ジクロロビニルホスフェイトと発
がんのおそれのある有機溶剤10種類について規
制の必要性が指摘されて、2014年8月頃を目途に
関係政省令の改正が予定されている（同年10月1
日施行予定）。

2014年2月7日には「建築物の解体等における
石綿ばく露防止対策等技術的検討のための専門
家会議報告書」が公表された。報告書のポイント
は以下のとおりとされ、厚生労働省は、関係法令の
整備について検討を行うとともに、法令の整備など
を待つことなく対策を図るよう関係事業主団体に
対して要請した（http://www.mhlw.go.jp/stf/
houdou/0000036685.html）。
1		 吹付けられた石綿等の除去作業時の措置の
充実 

①	 作業開始直後の集じん・排気装置の排気口
の漏えいの確認 

②	 前室における洗身設備、更衣設備の併設及

び負圧状態の点検を行うこと 
③	 その他、作業開始前の隔離養生の確認や隔
離解除時の粉じん処理の確認など 

2		 石綿等が使用されている建築物内での石綿
の管理等の充実 

	 	 石綿を含有する保温材、耐火被覆材等が損
傷等している場合の当該建材の除去、封じ込め
又は囲い込みを行わせること。併せて、保温材
等の封じ込め又は囲い込み作業について、届出
等の対象とすること 

3		 石綿等が吹き付けられた建築物等の業務等
に係る措置の充実 

①	 建築物等内の吹付けられた石綿等について
の定期的な点検を行うこと 

②	 臨時に他所の建築物内に労働者を派遣する
場合でも、当該建築物等の所有者に石綿の使
用状況を確認すること 

③	 行政は建築物等の所有者に対し、臨時に当該
建築物等に入る業務を発注する場合は、当該建
築物等の石綿の使用状況及び損傷、劣化等の
状況を受注者に通知するよう協力を求めること 
アスベスト関係では、環境省による大気汚染防

止法施行規則の改正も予定され、2014年3月2日
を締め切りに改正案に対するパブリックコメント手
続が実施された（http://www.env.go.jp/press/
press.php?serial=17690）。2013年6月に、①特定
工事の実施の届出義務者の変更、②解体等工事
の受注者への事前調査、調査結果の説明や掲示
の義務付け、③都道府県知事等による立入検査
等の対象拡大を主な内容とする大気汚染防止法
の改正が行われており、その施行のための措置を
定めたものであるが、本誌2012年12月号特集で指
摘した論点の多くはまだ対応を必要としている。上
記石綿則の改正提案は、大防法改正の趣旨を十
分に踏まえたものになっていないことも問題である。

他方で、日本産業衛生学会労働衛生関連政策
法制度検討委員会が2013年4月15日に「労働衛生
法令の課題と将来のあり方に関する提言」をまとめ
ている。提言部分のみを抜粋して14頁で紹介する
が、全文を入手できるのでぜひご覧になって
いただきたい。

労働安全衛生法令の改正提案
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改正労働安全衛生法における「職場のメンタルヘルス
対策の充実・強化」に対する見解

平成24年9月15日
日本精神神経学会 精神保健に関する委員会　委員長 中村純

2011年に厚生労働省が国会に提出し、現在上
程中の労働安全衛生法改正案の中に、「メンタル
ヘルス対策の充実・強化」の項目が含まれている。
職場でのうつ病を始めとするメンタルヘルスの不調
者を早期発見し、適切なケアにつなげ、ひいては自
殺者を減らすという考えと方針に対して、当委員会
は賛意を表する。しかし、改正案の内容について
は、当委員会として懸念を覚えるところがあり、その
主なものとして以下の5点を指摘したい。なお、本
見解は平成24年9月15日に開催された日本精神神
経学会理事会で承認を受けたものである。
1）	 医師又は保健師による労働者の精神的健康

の状況を把握するための検査を行うことを事業

者に義務付けることについて

「精神的健康の状況を把握するための検査」と
して、今回の改正案には最低基準として具体的に
9項目が示されているが、すべて「職業性ストレス簡
易調査票」から抽出された項目である。これらの項
目とうつ病などの精神疾患との直接的な関連を示
すエビデンスは少ない。これらの項目で高得点を呈
する「高ストレス者」が必ずしも精神疾患の状態に
なっているわけではなく、また、高得点を呈さない人
の中に精神疾患有病者がいることも考えられる。こ
の検査項目では、精神疾患に罹患している人数より
もかなり多くの人数が「要面接者（陽性者）」と判定
されることが予想される一方で、精神疾患の状態に
ある人が高得点を示さないために見落とされること
も懸念される。このように、9項目の検査は、精神疾
患の早期発見のための検査としては不十分なもの
である。そのことに十分な留意が必要である。

こうしたスクリーニング検査は、検査結果を活か
す対策とワンセットで作られるべきである。しかし、

用意されている対策は僅かであるので十分な対策
を整えた上での実施が必要である。
2）	 検査の結果は、検査を行った医師又は保健師

から、労働者に対し通知される。医師又は保健

師は、労働者の同意を得ないで検査の結果を事

業者に提供してはならないことについて

労働者のプライバシーへの配慮から必要な条項
であるが、この条項によって、メンタルヘルスに関す
る管理はひとえに労働者個人に任されることにな
る。ストレスチェックの結果を受けて事業者に申告
せずに精神科などを受診する労働者もいるであろ
うが、懸念されるのは、仕事の多忙さ、知識の不足、
受診への抵抗感などのために、必要と思われる受
診をしないことである。そうした事態を予め予測し、
労働者に必要な受診を促すため、啓発などの対策
を十分に講じることを条項に盛り込む必要がある。
3） 検査の結果を通知された労働者が面接指導の

申し出をしたときは、医師による面接指導を実施

することを事業者に義務付けることについて

検査の結果を通知された労働者が面接指導を
事業者に申し出た場合、事業者は産業医、もしくは
それに準ずる地域産業保健センターの医師に、面
接の実施を依頼することになる。この改正案で示さ
れているメンタルヘルスの検査項目によって、精神
疾患になっている人数を上回る人数が「陽性者」と
判定されると予測され、面接希望者が多数になる
可能性がある。その一方で「陽性者」以外にも精
神疾患の状態にある人がいて、面接指導を希望し
てくる可能性がある。希望者には全員、面接指導
を実施することが望ましい。多数の面接希望者に
対応するため、面接を実施する医師の質・量両面
の供給体制が問題として浮上する。
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精神科診断やストレス対処法に精通した産業医
の育成が緊急に必要になる。産業医の育成が間
に合わずに、精神科への受診要請が急増し、精神
医療の現場に混乱を起すような事態も予測される。
法改正に当たっては、医師の供給体制の整備は
緊急の最重要課題である。そのための対策を十
分に講じるべきである。
4）	 事業者は、面接指導の結果、医師の意見を聴

き、必要な場合には、作業の転換、労働時間の

短縮その他の適切な就業上の措置を講じなけ

ればならないことについて

事業者は、面接指導の結果、医師の意見を聴
き、必要な場合には、作業の転換、労働時間の短
縮その他の適切な就業上の措置を講じなければな
らないことになるが、この条項が有効に機能するた
めには、事業者に意見を具申する医師（産業医）が

精神医学に精通している必要がある。その医師の
専門が精神医学ではなく、十分な精神医学的知識
を有さない場合には、今まで以上に精神科医と連
携し、精神医学的に適切な就業上の措置がとれる
ようにしなくてはならない。また、精神科医の側も、
今まで以上に産業医と連携し、職域について見識
を持つようにする必要がある。こうしたことからも、
職場のメンタルヘルスに対応できる医師の供給体
制の整備が急がれる。そのための対策を十分に講
じるべきである。
5）	 非正規労働者など産業医活動が及ばない、あ

るいは産業医がいない小規模企業で働く労働者

は、今回の労働安全衛生法改正の枠組みに入り

にくい。こうした労働者に有益で実効性のあるメン

タルヘルス対策を特別に打ち出す必要が

ある。

事業場におけるストレスチェック制度の
義務化に関する検討結果（中間報告）

平成25年8月1日
政策法制度委員会メンタルヘルスワーキンググループ

要約
日本産業衛生学会政策法制度委員会メンタル

ヘルスワーキンググループでは、ストレスチェック制
度の義務化について、法改正を見送ることを含め
た4つの代替え案について意見交換し、事業場に
おけるストレスチェック制度のあり方についてその
意見をまとめているが、現段階の議論の状況をここ
に中間報告する。
1）	 大部分のワーキンググループメンバーが、スト
レスチェック制度に関する科学的根拠の不足と
運用上の不安を指摘し、「法改正によるストレス
チェック制度の義務化を見送る」（法改正による
義務化ではなく、通達でガイドラインや好事例を
示すことにとどめるべき内容とすることを提案）こ
とを提案することに賛成した。この制度の代わ
りに、一定の準備期間や研究成果の蓄積をもと

に、将来的には、職場の心理社会的環境（職業
性ストレスなど）を事業場ごとに評価し、その対策
の立案、実施、改善を行ってゆくリスクアセスメント
を推進する制度を導入することが望ましい。

2）	 しかしこのように今回の法制化を先送りまたは
取りやめにすることを主張するのではなくより適
切な形での推進に学会として積極的に関与す
べきとの意見もあった。「2010年12月の労働政策
審議会の建議どおりの制度で実施するが、健康
診断から精神的健康の状況に関する項目を除
外するという法律改正は行わない」ことを次善の
案とすることに多くのメンバーが賛成した。この
代替え案では、定期健康診断において心身の
健康を区別せず事業者の安全配慮義務のもと
に対応するという従来の機会を確保しつつ、これ
とは異なる役割・機能を持つ制度としてストレス

労働安全衛生法令の改正提案
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チェック制度を位置づけることができる点に利点
があり、現在の形での法制化を進めるならこの点
は学会として強く主張することが必要である。

3）	 さらに、ストレスチェック制度を効果的なものとす
るための行政への提案として以下があげられた。

	 （1）ストレスチェックの実施における事業場およ
び産業保健スタッフの主体的関わりを促すこと、

（2）ストレスチェックを第一次予防につなげるた
めの方針の明確化と支援、（3）ストレスチェックに
関する科学的根拠および技術の蓄積、（4）5年を
めどとした制度の評価と見直し。

4）	 ストレスチェック制度の運用を支援するための
制度、支援機関について、産業医あるいは就業
適性を判断する医師が、職場や作業をよく理解
した上で、その医師と連携する多様な職種を含
む産業保健チームを養成する施策が望ましいと
考えられた。

1		 はじめに

日本産業衛生学会はこれまでに以下のような見
解、報告、要望を公表している。これらは本学会の
事業場におけるストレスチェック制度およびその義
務化のための労働安全衛生法改正案に対する意
見の基本となっている。

本学会は2010年6月に「事業場の健康診断にお
けるうつ病のスクリーニングの実施についての日本
産業衛生学会理事会の見解」（1）および「事業場
の健康診断におけるうつ病のスクリーニングの災施
についての産業精神衛生研究会からの報告」（2）

を公表し、ストレスチェックがメンタルヘルス不調の
早期発見（二次予防）に利用されるなら多くの問題
点があることを指摘した。

2012年3月（2012年4月に改訂）に公表された学
会理事会による「今求められるメンタルヘルス対
策、法律改正への要望」（3）では、これからのメンタ
ルヘルス対策として、第一次予防の推進、事業者
の自主的取り組みの推進、産業保健スタッフの一
層の活用、中小規模事業場向け施策の推進、非
正規雇用の労働者への対応の必要性を指摘して
いる。

2013年4月の労働衛生関連政策法制度検討委

員会による「労働衛生法令の課題と将来のあり方
に関する提言」（4）では、ストレスチェック制度に対す
る科学的根拠の不足と、メンタルヘルス不調の第
一次予防に注力することが重要であることを提言
した。

以上のように、日本産業衛生学会は、
・	ストレスチェック制度がメンタルヘルス不調の二

次予防ではなく、第一次予防のための制度とし
て運用される必要があるとと。

・	そのための科学的根拠はなお不十分であり、効
果評価研究やモデル事業での検証が必要であ
ること。

・	ストレスチェック制度よりも優先すべき職場のメン
タルヘルス上の課題があること

を主張してきた。
政策法制度委員会メンタルヘルスワーキング、グ

ループでは、理事長からの諮問をうけて、事業場に
おけるストレスチェック制度案とこれに関する労働
安全衛生法の改正について、本学会でのこれまで
の議論や意見を踏まえて、多面的な視点からこの
制度および法改正案を分析し、法改正の是非を含
めた代替え案および今後の運用において考慮され
るべき課題について以下のようにまとめたので報告
する。

2		 事業場におけるストレスチェックの制度の法制
化のあり方

1）	 ワーキングループにおける検討の進め方

ワーキングループでは、まずストレスチェック制度
についてどのようなあり方が望ましいか自由に意見
交換した。この意見交換に基づき、ストレスチェック
制度について、法改正を見送ることを含めた4つの
代替え案が提案された。これらの代替え案は以下
のようである。

（1）	定期健康診断の問診および事後措置の一部
として実施する。

（2）	定期健康診断の問診および事後措置の一部
として実施するが、労働者はストレスチェック部
分について事業者に開示するかどうか選択する
ことができる。

（3）	2010年12月の労働政策審議会の建議どおり
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の制度で実施するが、定期健康診断で心の健
康関連の問診は行わないという法律改正は行わ
ない。

（4）	法改正によるストレスチェック制度の義務化を
見送る。
これらの概要、および利点と課題は、本文巻末の

付録2および表1にまとめている［省略］。
ワーキング、グループでは、これらの4つの代替え

案についての意見交換をもとに、事業場におけるス
トレスチェックの制度の法制化のあり方についてさ
らに議論を重ねた。この中間報告では、全てのワー
キングループメンバーが賛同した結論あるいは提
案に至ることはできなかった。またワーキングループ
ではなお意見交換を継続しており、今後さらに議
論が進む新しい結論や提案がなされる可能性もあ
る。

しかしストレスチェックの制度の法制化について
の問題点を分析し、比較的多くのメンバーが賛同
する結論や方針が何であるかを明らかにし、さらに
これに対するどのような反論が存在するかも明確
にすることができたことは1つの到達点である。
2）	 事業場におけるストレスチェックの制度の法制

化のあり方に関するワーキングループの意見

大部分のワーキンググループメンバーが、ストレス
チェック制度に関する科学的根拠の不足と運用上
の不安を指摘した。特にストレスチェック制度が「精
神健康に関する項目」として精神症状に関する評
価を主眼とし、セルフケアに重点を置いたものとして
設計されている点についてその有効性を疑問視す
る意見が出された。本ワーキンググループとしては、
代替え案4「法改正によるストレスチェック制度の義
務化を見送る」（法改正による義務化ではなく、通
達でガイドラインや好事例を示すことにとどめるべき
内容とすることを提案）が多数意見であった。この
制度の代わりに、第12次労働災害防止計画にも記
載されているように、一定の準備期間や研究成果
の蓄積をもとに、将来的には、職場の心理社会的
環境（職業性ストレスなど）を事業場ごとに評価し、
その対策の立案、実施、改善を行ってゆくリスクア
セスメントを推進する制度を導入するととが望まし
いとの意見にほぼ全員が賛成した。

しかしこのように今回の法制化を先送りまたは取
りやめにすることを主張するのではなく、より適切な
形での推進に学会として積極的に関与すべきとの
意見もあった。また今回の法改正がほぼ現在の案
で避けがたいものであるならば、中小規模事業場
における職場のメンタルヘルス対策の推進に寄与
する可能性がある点に一定の意義を認め、何らか
の修正を施すことで効果的かつ円滑に導入するこ
とを次善の案とする意見も多かった。例えば、ストレ
スチェック制度を一部修正（例えば、今回の代替え
案のいずれか）すること、ストレスチェック制度を省
令およびガイドラインなどで効果的なものとして運用
されるよう規定することや、あるいは一定の準備期
間を経てから法制化することなどがあげられた。し
かし法的な規程があっても健康診断さえ十分に実
施されていない現状を踏まえると、法改正により新
しい義務規程を加えることで、中小規模事業場で
どの程度、労働者のメンタルヘルス対策が進むか
について疑問視する意見もあった。
「法改正によるストレスチェック制度の義務化を

見送る」（代替え案4）以外の3つの代存え案に関
する議論は、ストレスチェック制度の運用を円滑に
し、かつ現行の制度の利点を損なわないという視
点からなされた。4名のメンバーが代替え案3を次
善のものとしてあげた。代替え案3は、「2010年12
月の労働政策審議会の建議どおりの制度で実施
するが、健康診断から精神的健康の状況に関す
る項目を除外するという法律改正は行わない」であ
り、定期健康診断において心身の健康を区別せ
ず事業者の健康配慮義務のもとに対応するという
機会を確保しつつ、これとは異なる役割・機能を持
つ制度としてストレスチェック制度を位置づけるとの
意見である。これに関連して、万一、上記の除外規
定が削除されない場合には、健康診断との一体的
運用を可能にして、心身合わせた事業者の健康配
慮義務が果たされるよう運用面で工夫していく必
要があるとの意見もあった。なお代替え案3とする
場合でも、ストレスチェック制度で測定するものは、
精神的な自覚症状ではなく、職場の心理社会的環
境であるべきとの意見があった。

次に、「定期健康診断の問診および事後措置の

労働安全衛生法令の改正提案
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一部として実施する」（代替え案1）が、2名のメン
バーから次善の策として提示された。定期健康診
断の一部に精神健康に関する項目を組み込むこと
で制度を一つとして運用できること、心身合わせた
対応が可能で労働者への健康支援の質向上が
図れること、事業者の健康配慮義務につなげやす
いことが利点としてあげられた。また、将来的に、健
診制度に職場の心理社会的環境を評価するため
の規定を入れ込むことで、職場環境に関する事業
者責任を明確化できる可能性を指摘する意見が
あった。一方、産業保健スタッフのいない中小企業
では、精神健康に関する項目への労働者の回答を
事業者が見ることができるため、労働者が不利益
を被ったり、あるいはストレスチェックへの参加に不
安を感じたりする可能性があることが課題として挙
げられた。さらに建議通りの案からの大きな改正に
なるので、法改正に向けて検討に時間がかかると
とが予測された。

一方、「定期健康診断の問診および事後措置
の一部として実施するが、労働者はストレスチェック
部分について事業者に開示するかどうか選択する
ことができる」（代替え案2）については、1つの事業
（健康診断）に趣旨の異なった制度（健康診断とス
トレスチェック）が含まれることの複雑さを問題点と
する意見があった。例えば、同一事業（健康診断）
の中で、現在提案されている制度のストレスチェッ
ク後の結果通知、事業者への申し出による医師面
接と事後措置が、健康診断の通常の事後措置と
平行して加わってくる点など、が、健康診断実施者
の面からはより複雑と認識された。さらに、労働安
全衛生法の趣旨とそぐわないこと、また具体的な条
文改正が不明確である点から支持が少なかった。

ストレスチェック制度を効果的なものとするための
ワーキンググループとしての意見および提案は、次
項の「3. ストレスチェック制度の運用や関連施策に
ついて求めること」に記載した。これらを省令やガ
イドラインなどで規定し、運用することが望まれるこ
とについて、ワーキンググループ内で合意が得られ
た。

3		 ストレスチェック制度の運用や関連施策につ

いて求めること

ストレスチェック制度がいずれの方法で事業場
に導入されることになった場合でも、これをできる限
り有効かつ円滑に実施し、多くの労働者がとの制
度から恩恵を受けることができるために、その運用
や関連施策について、国にもとめるべきことがあるこ
とが議論された。これらのうちいくつかについては、
「今求められるメンタルヘルス対策、法律改正へ
の要望」2012年3月（2012年4月に改訂）に関連し
て労働衛生課から本学会への回答がなされてい
るところであるが、重要と考えられるものについては
再度記載する。
1）	 ストレスチェックの実施における事業場および

産業保健スタッフの主体的関わりを促すこと

産業保健は本来、労使が行う主体的な活動を、
産業保健スタッフが支援して実施されるものであ
る。ストレスチェックが実施される場合でも、事業場
の労使、産業保健スタッフがこれに主体的に関わ
り、事業場の状況を踏まえて、効果的に実施するこ
とが促進されるべきである。

すでに先進事例では、労働安全衛生委員会の
審議を経て、産業医等によるストレスチェックの実
施が効果的に運用されている事例も数多く見られ
る。また産業保健専門職が労働者の健康情報の
保護に留意しながら健康診断の一環としてストレス
チェックを実施している事業場もある。このような先
進事例が阻害されないよう、ストレスチェックの法制
化および運用については十分な注意が払われる
必要がある。この点については2012年4月の厚生
労働省労働基準局安全衛生部労働衛生課から日
本産業衛生学会理事会あての文書（6）でも明記さ
れているところであるが、重要な点であり、再度要望
したい。

ストレスチェックの項目内容やその評価基準につ
いても、事業場が、事業場の課題や状況を踏まえ
て、その時点における最良の科学的根拠に基づ
いて、自律的に決められるよう。法制化、運用につ
いて十分な注意が払われる必要がある。ストレス
チェック後の労働者への医師面接についても、事
業場の状況によっては産業医を含む多様な職種か
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らなる産業保健チームが対応できるよう法制化、運
用について工夫がなされることが望ましい。
2）	 ストレスチェックを第一次予防につなげるため

の方針の明確化と支援

ストレスチェック制度が第一次予防を主眼とした
ものとなるべきことは、2010年9月の厚生労働省労
働基準局「職場のメンタルヘルス対策検討会報告
書」（5）の結論でもあり、本学会としても一貫して強
調してきた点であるが、制度の実施にあたってこの
点を明記するとともに、ストレスチェックが第一次予
防につながり、効果的な制度となるために多様な支
援施策・制度が拡充される必要がある。

現在の科学的根拠によれば、労働者のメンタル
ヘルス不調の第一次予防として、職場環境等の改
善、管理監督者教育。個人向けストレスマネジメン
トが有効な方法としてあげられている（7）。これらを
ストレスチェックと連動して事業場で提供できるた
めに、産業保健スタッフ向けのマニュアル作成や研
修、事業場外資源による支援体制の確立、啓発を
含めたさまざまな普及方策の実施が求められる。
労働者に高ストレスであるとの結果を通知しただけ
では、ストレスは軽減されないことを立証した研究
があることに留意すべきである（8）。

現在提案されている制度では、高ストレスと判定
された労働者が医師による面接を受けられること
で、職場環境等の改善につなげるとされている。し
かし科学的に有効であることが立証されている職
場環境等の改善方策では、職場の心理社会的な
環境を測定し、これをもとに労働者が参加しながら
職場環境等の改善を進めることが有効であるとさ
れている。ストレスチェックにおいて、事業場の判断
により職場環境等に関する質問項目を加え、労働
者の同意を得てこれを個人が同定されない職場
集団のデータとして、職場環境等の計画立案、改
善・評価に活用できるようにすることが推進されるこ
とが望まれる。このためのマニュアルやガイドライン、
産業保健スタッフの研修や事業場外からの支援
体制を、国として推進すべきである。

管理監督者教育については、事業場や職場の
状況を踏まえた管理監督者向けメンタルヘルス教
育を実施することが効果的であるとされている。職

場環境等の改善と同様に、ストレスチェックにおい
て、事業場の判断により職場環境等に関する質問
項目を加え、労働者の同意を得てこれを個人が同
定されない職場集団のデータとして集計し、これか
ら得られる職場集団の特徴を、管理監瞥者向けメ
ンタルへルス教育に活用することが望まれる。この
ためのマニュアルやガイドライン、産業保健スタッフ
の研修や事業場外からの支援体制を推進すべき
である。

個人向けストレスマネジメントについては、認知
行動的技法、あるいはこれとリラクゼーション法との
組み合わせを用いた個人あるいは集団での研修
が効果的であるとされている。ストレスチェック後の
医師面接で、医師等が個人向けのストレスマネジ
メントを指導することで効果的にメンタルヘルス不
調の第一次予防を進めるととができると期待され
る。このためのマニュアルやガイドライン、産業保健
スタッフの研修や事業場外からの支援体制を推進
すべきである。また高ストレスと判定された労働者
を中心として、事業場で労働者向けに個人向けスト
レスマネジメントの研修や情報提供がなされること
が効果的である。このための個人向けストレスマネ
ジメント研修のモデル教材やeラーニングなどによる
効率的な学習の提供方法の開発、マニュアルやガ
イドラインの作成、産業保健スタッフの研修や事業
場外からの支援体制を推進すべきである。
またストレスチェックの実施にあたり、職場のメン

タルヘルスの第一次予防としてのその趣旨および
関連する知識を労働者に十分周知、提供し、労働
者が主体的にストレスチェック制度に関われるととも
に、事業者と協力して職場環境改善等につながる
ように支援することが必要である。このために事業
場への啓発、情報提供が行われるべきである。
3）	 ストレスチェックに関する科学的根拠および技

術の蓄積

現在提案されている形式でのストレスチェックの
科学的有効性はなお十分とはいえない。ストレス
チェックを有効なものとするために、これに関する科
学的根拠をさらに蓄積し、またストレスチェックの実
施方法を改善するための技術を開発するために、
研究の推進および好事例の収集がなされるべきで

労働安全衛生法令の改正提案
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ある。
4）	 5年をめどとした制度の評価と見直し

ストレスチェック制度は、その科学的有効性ととも
に、どの程度事業場で円滑に運用することができ
るかについても現時点では十分に検証されていな
し、。実施5年をめどとして、制度の評価と見直しが
なさ、さらに円滑で効果的な制度として普及が図ら
れるべきである。この点を、関連する法令の改正に
あたって明記することが望まれる。

3		 ストレスチェック制度の運用を支援するための
制度、支援機関について

2010年秋の労働政策審議会労働安全衛生分
科会で、ストレスチェック制度の運用を支援するた
めの産業医制度の見直しが話題にあがったが、こ
れは法改正の建議には含まれなかった。これにつ
いては、産業医制度の大幅な見直しとなるため、ス
トレスチェック制度という限定された制度との関連
ではなく、現行の産業医制度の見直しの必要の有
無というより広い視点から議論がなされるべきであ
る。

この点については、「産業医の選任」に関する
規定を改正して、「外部専門機関による産業保健
活動」による産業医の代替を進める方法では問題
が多く、場合によっては産業保健の大幅な機能低
下に結びつく可能性があり、危惧するところである。
むしろ、産業医あるいは就業適性を判断する医師
が、職場や作業をよく理解した上で、その医師と連
携する多様な職種を含む産業保健チームを養成
する施策が望ましいと考える。

支援機関、支援にあたる専門職の配置・育成に
ついては、現制度下で十分に機能していない中小
企業等に向けては新たな支援のしくみを検討する
ことが重要である。外部機関のうち、公的機関（産
業保健推進センタ一、地域産業保健センター、メン
タルへルス対策支援センター）に実践能力の高い
専門職の配置を一層推進すること、民間機関（労
働衛生機関等）や医療保険者に所属する専門職
の人材育成の強化、その他の活用可能な地域資
源を含む多機関・多職種間の連携を推進す
るしくみづくりが必要である。
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はじめに

そこで日本産業衛生学会労働衛生関連政策法
制度検討委員会では、わが国における産業保健
活動の基盤となる労働衛生法令は、国内外におけ
る社会情勢の変化や科学技術の発展とともに変更
されるべきものであると考え、このたび現行の労働
衛生法令が抱える具体的な課題をまず労働安全
衛生法に沿って16の事項に整理し改革の方向性
を記述するとともに、個別事項のみでは改革が難し
い課題として、①諸外国に比べ顕著で、また長年
解決が難しかった長時間過重労働、②近年、増加
が著しく、働く貧困層の増加や今後の社会保障や
年金制度の問題とも関係する非正規雇用の問題、
③危険有害環境と働く人の健康や安全をめぐる課
題、④中小零細企業の安全衛生の問題、⑤自殺の
増加などとも関係し、大きくクローズアップされている
メンタルヘルスの課題、については別項として起こ
して記述した。それらの一部は労働基準法あるい
は労働契約法、職業安定法などにもかかわるもの
であるが、いずれもわが国の広範囲の労働者に関
係する問題で心身両面の健康保護の立場から喫
緊にまた総合的に解決を検討すべき課題としてとり
あげた。また、ILO（国際労働機関）などの国際基
準として総会で採択された後、わが国で批准が遅
れている条約等についても言及し、提言（委員会
報告）としてここにまとめた。

この提言が、本学会会員である産業保健専門
職が事業場において産業保健活動の企画や推
進をする上で参照され、最終的に学会外に発信さ
れ、今後、広く社会で活用されて働く人の健康と安
全の保持増進に寄与し、さらに国の労働政策充実
発展の一助となることを期待している。

Ⅰ　労働安全衛生法の見直しに関する課題

1		 事業者の自主管理の促進

将来は、職場における安全健康リスクの同定と
その軽減に明確に軸足を据え、労働衛生法令の
根幹にある原則と重要な最低基準を選別して明
文規定として残しつつ、有害要因ごとの各論を体
系的に整理し直して、細部事項については行政指
導と司法判断に委ねながら、「仕様基準」から「成
果基準」への移行を図ること、およびハザード情報
を積極的に活用する仕組みを整備することにより、
事業者が産業保健専門職を活用しながら自主的
活動を推進して、リスクに基づく合理的で科学的な
管理を促すような制度の構築をめざすべきである
と考える。

2		 労働者

1）	 非正規労働者

今後、事業場において非正規労働者が労働衛
生管理の施策を受ける権利を保障するとともに、事

労働衛生法令の課題と将来の
あり方に関する提言（抄）

2013年4月15日
日本産業衛生学会労働衛生関連政策法制度検討委員会

委員長　岸玲子
各項目の提言部分のみの抜粋。以下で全文を入手できるのでぜひご覧になっていただきたい。

http://www.sanei.or.jp/images/contents/253/Proposal_Occupational_Health_Policies_and_
Regulations_Comittee.pdf

労働安全衛生法令の改正提案
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業者に対して非正規労働者に職業性疾病や就業
による持病の増悪を生じさせないような措置を講じ
るよう義務づける法制度の構築をめざすことが必
要と考える。
2）	 出向者

今後、出向者の健康管理を徹底するには、派遣
労働者と同様に、労働安全衛生法が規定する事
業者の義務について、双方のいずれが負うのかに
ついて明確に規定する必要があると考える。

3		 事業者

1）	 下請事業者との共同作業

将来は、業種を指定するのではなく、実態として
元請と下請が共同で作業をしているのであれば、
元請事業者に統括安全衛生責任を課す制度を確
立することが必要と考える。
2）	 他事業場への異動

将来は、労働者が異動する際には、事業場ごと
に分散されている作業環境等の情報を連結させ
て利用する制度を確立することが必要と考える。
3）	 大企業の分散小規模事業場

将来は、小規模事業場を一律に支援するのでは
なく、企業規模に応じて支援の体制や内容を区別
すべきであると考える。特に大企業は、その企業内
の小規模事業場を担当する医師を選任させる義
務を課す等の方策が必要と考える。
4）	 連結会社

将来は、連結会社を包括して労働衛生管理を
推進できるような法制度を構築していくことが必要
と考える。

4		 衛生管理者

1）	 専任の衛生管理者の選任

今後、事業場が専任の衛生管理者をきちんと選
任し、適正に衛生管理の職務に専従させるよう、労
働行政が指導することが、労働衛生法令の徹底に
は必要と考える。
2）	 衛生管理者の免許更新制度

能力向上教育を履修させたうえで、5～10年程
度ごとに免許を更新する制度の導入について検
討することが必要と考える。

5		 産業医

1）	 産業医の解任の届出

労働衛生管理を徹底するために専門の医師を
事業者に選任させるという労働安全衛生法の目的
を達成するためには、産業医の選任状態を事業場
ごとに適正に把握する体制を構築する必要がある
と考える。
2）	 産業医の専属性の解釈と選任数

将来、「専属」の定義を明確にして、大規模事業
場における選任数を見直すことも必要である。ま
た、すべての事業場で産業医が関与できるように
するためには、小規模事業場では労働者数に応じ
て業務時間を定めて産業医の契約を行う方式を
採用すべきであると考える。
3）	 産業医の資格更新制度

日本産業衛生学会の専門医制度や日本医師会
の認定産業医の制度を参考に、生涯研修を履修さ
せたうえで、5～10年程度ごとに資格を更新する制
度の導入について検討することが必要と考える。

6		 産業医以外の医療職

今後、産業医や衛生管理者とこれらの医療職と
の関係や職務上の役割分担が職能に応じて整理
され、複数の医療職が1人の労働者に関与する場
合は指導内容に矛盾が生じないように適切に連携
することについて、法令上に規定されることが必要
と考える。

7		 衛生上有害な業務

今後、関連する法令を整理して、なるべくわかり
やすく明解な解釈を示し、事業者の自主努力を促
すような合理的かつ効果的な制度を再設計するこ
とが必要と考える。

8		 化学物質管理

将来、特定化学物質障害予防規則、有機溶剤
中毒予防規則、鉛中毒予防規則、四アルキル鉛中
毒予防規則の4規則を体系化することをはじめ、化
学物質管理の規制をわかりやすく整理し、現場で
の管理を担当する専門職を明確にすることが必要
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と考える。

9		 労働衛生教育

今後、労働衛生教育についても体系化を図り、
達成目標を明確にして、精度管理の手法も検討し
た上で、一層効果的な体制を構築すべきであると
考える。

10	 作業環境管理

1）	 屋外作業場における作業環境測定

作業場が屋内か屋外で分けて規制するのでは
なく、有害要因へのばく露の程度や可能性が高い
すべての職場においては、産業保健専門職が、そ
れを評価する制度を構築する必要があると考える。
2）	 個人ばく露の測定

今後、わが国においても「場の測定」から「個人
ばく露の測定」に移行する具体的な取り組みを急
ぐ必要があると考える。また、これに合わせ個人ば
く露の測定を実施できる専門家が必要となることか
ら、その育成を促進するための制度を検討する必
要があると考える。
3）	 作業環境測定の拡充

今後、健康障害の原因になり得るすべての要因
について、労働者が就業することによりばく露され
た程度を評価する体制を整備する必要がある。健
康に有害な要因の測定と評価については、今後も
技術開発を進め、体系的な法制度を整備すること
をめざすべきであると考える。
4）	 作業環境測定の報告義務化

労働者が有害要因にばく露されるリスクの高い
事業者に報告義務を課したうえで、作業環境を適
切に管理していなかった事業者に重い罰則を科す
体系とすべきであると考える。
5）	 精度管理の監査

本来、作業環境測定の適切な実施については、
労働基準監督署のような権限のある組織が監査
する体制を構築すべきであると考える。
6）	 作業環境評価の拡充

今後、作業環境の測定基準に対応した評価基
準が整備されるべきであると考える。
7）	 作業環境測定の結果に基づく職場や作業の

改善

今後、作業環境測定の結果を活用して効果的
に職場や作業の改善を推進するためには、健康診
断の結果の手続きと同様に、労働安全衛生規則で
一般的な手続きを規定し、その中で、職場や作業
の改善に関する知識と技術を有する専門家に意
見を尋ねたうえで、作業環境が改善できない場合
には作業方法を改善すること等を義務づける仕組
みを構築すべきであると考える。
8）	 作業環境測定士の役割の拡充

今後、作業環境測定士の定義を拡充し、作業環
境測定士が作業場の管理に関しても事業者に助
言を行う責任と権限を定めるべきと考える。これに
より作業環境測定士には、作業環境測定の結果
が第二管理区分又は第三管理区分であった場合
には、事業者に対し職場や作業の改善に関する意
見を述べること、個人ばく露の測定や生物学的モ
ニタリングなどによる精査の実施について助言する
こと、有機溶剤中毒予防規則等に新たに規定され
た作業環境測定の評価結果等の労働者への周
知の方法等について意見を述べることなどに積極
的に関与できる道を開くべきであると考える。

加えて、労働安全衛生法第28条の2に基づいて
推進されるリスクアセスメント等に関しても、作業環
境測定士が「リスクの評価」だけでなく「リスク低減
措置の検討」に積極的に関与するよう促すべきで
あると考える。

以上を通して、適切な教育、経験を経た作業環
境測定士が、より高度な労働衛生の専門家に発展
できるための枠組みを整備するべきと考える。
9）	 工学面での統括者的役割を果たす専門家

今後、リスクの評価と管理を統括的に行うことが
できるこのような専門家を育成するための仕組みを
構築すべきであると考える。

11	 作業管理

今後、作業管理に関する法制度については、国
際標準や科学技術の知見を整理して体系化を図
る努力が必要と考える。

12	 健康管理

労働安全衛生法令の改正提案
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1）	 一般健康診断を実施する目的

そこで、一般定期健康診断の各項目については
有効性そのものを科学的なevidence（検証）に基
づいて実施することが重要であるが、さらにそれを
職域において実施する場合には産業保健に関す
る国際的な標準に基づいて、事業者が取得してよ
い労働者の健康情報は職場や作業と関連のある
事項に限られること、及び一般健康診断を実施す
る目的は職場や作業が労働者の健康に与える悪
影響を予防するためのサーベイランスであることを
明確に示し、その目的に合致した検査項目の選定
や結果の取扱い方について、改めて検討する必要
があると考える。
2）	 一般健康診断の種類

特定業務従事者の健康診断、海外派遣労働者
の健康診断、給食従業員の検便等は、業務別の
健康診断と考えやすいが、現在、一般健康診断に
分類されており、紛らわしい。法令上の位置づけを
整理する必要があると考える。
3）	 特殊健康診断の検査項目

そのため、対象となる有害要因が明らかな健康
診断については、その要因によるばく露や生体影
響を評価できるような検査項目を実施する必要があ
り、適切なバイオロジカルモニタリングの指標がある
ものについてはそれらを活用することが必要と考え
る。
4）	 特殊健康診断としての歯科健康診断

歯科健康診断の結果を報告する様式は、有機
溶剤その他の特殊健康診断と同様のものに変更
することが必要と考える。
5）	 海外派遣者の健康管理

これらの事業場が、派遣先ごとに異なるリスクを
評価して、健康診断の項目、派遣前の健康教育、
予防接種、滞在地の医療情報の提供、滞在地で
の相談体制の整備、緊急搬送の体制の整備など
を講じるよう促すことが必要と考える。
6）	 短期間・短時間雇用労働者の健康管理

雇用条件が不安定な労働者についても、就業
適性が確保されるような健康管理の体制を構築す
ることが必要と考える。
7）	 派遣労働者の健康管理

1人の労働者の健康診断はどちらかでまとめて
実施し、その結果もまとめて評価するのでなければ、
実効性がない。特に、環境や作業に関連した健康
障害の防止が健康診断の目的である以上、作業環
境管理及び作業管理と合わせて評価することがで
きるような体制にしていく必要があると考える。
8）	 採用前の健康診断

このようなことから、採用の可否を決定する前に
事業者が健康情報を入手することを原則として禁
止する法制度とする必要があると考える。
9）	 作業環境測定結果の健康診断への活用

しかし、本来これらは、作業環境測定結果及び
個人ばく露測定（第10項2））の結果を利用して、化
学物質による健康リスクを労働者ごとに評価して、
それに基づいて健康診断の対象者を選定し、その
結果を個々の労働者の健康状態との因果関係を
推定するために活用すべきである。すなわち、科
学的かつ合理的な「リスクに基づく健康診断」への
移行を図るべきであり、そのための法制度を検討す
ることが必要と考える。

10）	 健康診断結果に意見を述べる医師

就業適性を適切に判断するためには、地域産
業保健センターや健康診断実施機関の医師を事
業場に招聘して判断させるといった具体的な指導
を示すことが必要と考える。

11）	 健康診断の改善

科学技術の急速な発展や新たな有害要因や業
態の登場が相次ぐ現状を考慮すると、健康診断の
内容を常に検討する常設の行政委員会や行政組
織が必要と考える。

13	 面接指導

1）	 面接を申し出ない長時間労働者

今後、本人が申し出ない労働者を含めて長時間
労働に従事したすべての労働者に面接指導を実
施する義務を課す制度が必要と考える。
2）	 面接指導と健康診断の記録

そこで、両者の記録については、一体的に活用
する個人の健康管理票に保存するよう推奨するこ
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とが必要と考える。
3）	 面接指導後の措置

すなわち、現在の診断技術と産業医の立場から
は、面接指導を通して長時間労働を解消させる仕
組みには困難が多く、むしろ労働者の健康を確保
する観点からは、労働基準監督署が長時間労働
そのものを把握して解消させるように指導を徹底す
ることを優先すべきである。たとえば、毎月、事業者
が、労働基準監督署に、一定期間ごとに、長時間
労働に従事した労働者数と比率や面接指導の実
施数を報告するよう義務付ける等の制度が必要と
考える。

14	 健康管理手帳

特別管理物質等の長い潜伏期間を経て発がん
する有害要因のうち一部にしか規定がない。また、
有害要因別に必要な従事年月が異なるが、その科
学的根拠が明らかでない。

健康管理手帳は、名称が企業等による任意の
健康管理手帳や健康増進法が規定する健康手
帳と誤解されやすい。内容を反映した名称になる
よう退職者公費健康診断手帳等と改名することが
期待される。

このように、健康管理手帳の支給要件を整理し、
その名称についても改善することが必要と考える。

15	 じん肺法

じん肺法が規定する健康診断は、粉じん障害防
止規則に基づく特殊健康診断として規定して、じ
ん肺法を労働安全衛生法に統合することが必要と
考える。

16	 守秘義務

これらのことから、法定外の健康情報について
は、医師又は看護職が保管するよう事業場ごとに
ルール化することが望ましい。しかし、医師又は看
護職が関与できていない事業場では、実効的な解
決策がない。医師又は看護職が実質的に関与で
きていない事業場における健康情報の保護につ
いては、衛生管理者や衛生推進者等に法令で守
秘義務を負わせたうえで担当させる等の現実的な

対策を講じることが必要と考える。

Ⅱ　個別条文を超えて広範囲な
制度改革が必要な課題

1		 長時間・過重労働を是正するために

日本学術会議は、「こうした課題については、現
場を熟知している労使の取組みが重要であること
は言うまでもないが、我が国では約9割の事業場に
労働組合が存在せず、また労働組合の多くが企
業内組合であるという現実から立法の役割が依然
として大き」く「長時間労働による過労死や過労自
殺が社会問題となっていない他の先進国の基準･
制度は参考になる」として、「36協定」などに関わる
労働基準法を大幅に改めることが、長時間労働の
解消にとっては有効でかつ不可欠であると指摘し、
具体的な施策を実行に移すことを提言している。
日本産業衛生学会労働衛生関連政策法制度

検討委員会は、過重労働による健康障害予防の
見地から特に長時間労働の解消には、時間外労
働を含めた1日の最長労働時間を設定し、1日の仕
事の終了から翌日の仕事の開始までに一定の休
息時間を設けること、特に現行の法定労働時間規
制を空洞化させている、36協定の制度を改め、時
間外労働について、1日、1カ月、1年の単位での法
的拘束力を持つ限度時間を設定すること、また、
EUにおいて最低連続11時間の休息時間を付与
することが行われているが､この休息制度を我が
国でも導入することが望ましいと考える。今後、国
や労使に対して検討を求めたい。

加えて2労働週（10労働日）の連続休暇を規定し
たILO第132号条約の批准を視野に入れ、中小企
業を含む種々の産業職場でどのような課題がある
のかを整理し、既にモデルとなっている企業の経験
に学ぶなど、有休のあり方などを含めて、国民的な
議論を進め、諸環境の整備を図っていくことが必要
と考える。

2		 増加する非正規雇用労働者の健康影響と労

働条件等について

ILO（国際労働機関）は“decent work for all

労働安全衛生法令の改正提案
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（すべての人に人間らしい働き甲斐のあるまともな
仕事を）”を目標として掲げている。その視点で、今
後、我が国では長時間労働を減らす対策と非正規
雇用の課題解決は併せて考えていく必要がある。

3		 危険有害環境と働く人の健康や安全をめぐる

課題

化学物質の安全管理に関わるILO170号条約
を批准し労働者の「知る権利」を日本も認めるべき
であり、化学品の危険有害性を伝える「GHSラベ
ル」など国際的な枠組みに沿って日本でももっと多
くの化学物質についてSDSを普及すべきである
が、日本産業衛生学会は、増加する化学物質の管
理を現場でどう進めるのか？特に中小零細企業も
視野において学会は専門家集団として検討し提
案を行う必要がある。

4		 中小企業に係わる課題

今後は、事業所が雇用する労働者数、職場の
健康安全リスクに係わる業種・部門または職種に
よって産業医などの従事時間を定めるなど、柔軟
な対応も考慮する必要がある。

事業者が労働者の健康保持・増進のためにおこ
なうべき活動は、中小企業（100人以下の中企業や
小企業の単独事業所）の事業所内では「外部機
関」が必要であろう。しかし、一度は全国すべての
都道府県に設置された産業保健推進センターが
平成25年度には15か所になってしまうような現実も
ある。今後、「外部機関」あるいは地域産業保健セ
ンターの活動も含めて中小零細企業における産業
保健のありかたについては学会が本腰をいれての
検討が必要である。

5		 メンタルヘルスをめぐる課題

特に、長時間労働などの労務の過重性への対
応とともに、労働者の人間的な成長や社会参加を
含めた、心の健康をめざした新たな施策、職場へ
の予防対策や支援機能を高める新しい枠組みを
作ることが重要であるとして、日本学術会議では、
その提言のなかでは、国際的な動向を見据えなが
ら新しい職場のメンタルヘルスの方向性を確立す

ること、行政、労使代表、研究者や産業保健専門
職が参画する場を設けて、職場のメンタルヘルスの
具体的な枠組みの確立に向けて早急に議論が開
始されるべきであるとしている。あわせて休業した
労働者が円滑に職場に復帰するためのプログラム
の普及とサービスの質の標準化を図るべきである
と提言をしている。

最近の世界各国のメンタルヘルス対策の動向を
見ても、職場におけるメンタルヘルス対策は、人間
関係を含めた職場環境の改善などの幅広い活動
を通して、労働者の心身の健康を保持増進するこ
とに寄与する仕組みを構築すべきである。今後は
第一次予防対策を強化して、メンタルヘルス不調
の発症予防に取り組むための法令の強化や労働
現場での有効な仕組み作りが望まれている。

まとめ

2012年は工場法の制定から101年目、労働安全
衛生法から40年目の記念すべき年である。日本産
業衛生学会労働衛生関連政策法制度検討委員
会では、労働安全衛生法の個別条文ごとに問題を
指摘するとともに、働く人の心身の健康と安全に関
わる課題をさらに5つの視点からとりあげ、労働基
準法など労働法制度全体をも視野に含めて主とし
て健康、安全の視点から論点を指摘した。今後、
本委員会は諸課題に応じて個別ワーキンググルー
プ等を立ち上げ、さらに論点整理の作業を続け具
体的な課題解決のために尽力する所存である。

参考文献
1）	 日本学術会議　提言　雇用労働に関する課題別
委員会「「労働雇用と安全に関わるシステムの再構築
をー働く人の健康で安寧な生活を確保するために」
2011年4月

	 http://www.scj.go.jp/ja/info/kohyo/pdf/kohyo-
21-t119-2.pdf

2）	 国際労働機関（ILO）の各条約については「職業
衛生機関に関する条約（第161号）ILO1985.ほか

	 ILO東京駐日事務所HPに日本語での詳しい説明が
あるので参照

	 http://www.ilo.org/public/japanese/
region/asro/tokyo/index.htm
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精神障害労災認定低迷県
5労働局に対して要請行動
三重は2年連続で支給決定件数ゼロ

厚生労働省は毎年6月ごろに前年度の精神障
害の労災認定状況を公表している。2012年度の
労災認定状況は、労災認定基準の改定により認
定率の全国平均は上がり39％、過去最高となった

（2013年10月号参照）。全国的にも支給決定件
数が増加した都道府県が多い。しかしこういった
状況に関わりなく、認定率がきわめて低いところが
見られる。中でもとくに低い、埼玉、千葉、愛知、三
重、大阪労働局に対して、全国労働安全衛生セン
ター連絡会議で要請行動を行なった。

請求・決定件数自体が少ない県も多く、そういっ
た県は1件の違いで認定率が大きく違ってくるので
評価を決められないが、件数が二桁以上ある中で
とくに認定率が低いのは、埼玉県（認定率13％、支
給決定件数6件/決定件数45件）、千葉県（22％、
9件/41件）、愛知県（23％、19件/83件）、三重県

（0％、0件/14件）、大阪府（26％、36件/138件）、熊
本県（19％、3件/16件）である。うち埼玉県は2011
年度も15％の認定率（4件/27件）で決定件数が増
えたにも関わらず認定率が下がり、三重県は2年連
続で支給決定件数が0件である。

一方で、北海道は認定率55％（27件/49件）、神
奈川県47％（46件/97件）、兵庫県45％（24件/53
件）と多くの決定件数がありながら認定率も高い。
ちなみに請求・決定件数が最も多い東京都は全国
平均と同じちょうど39％の認定率（90件/227件）で
ある。

これらの差は、地域差ととらえるには大きな違い

であり、請求・決定件数の少ない県はともかく、ある
程度の件数を扱う局で認定率の低迷があるのは、
判断する側に何らかの問題があるのではないかと
考える。

精神障害の労災認定は、物理的な作用による
事故での負傷と違って、業務との因果関係の判断
が難しく、精神科の専門医を含め、労働災害として
認めることには消極的な考えがあり、労災認定の
判断を厳しいものにしてきた。実際、労働基準監督
署の担当者が精神障害を労災保険で扱うことを疑
問視する発言をするのを聞いたこともあるし、認定
基準改定を検討した専門検討会でも、委員として
参加していた精神科医の態度には心理的負荷で
の発症と判断することに抵抗があるように見受けら
れた。そのような傾向が全国的に蔓延し、労災認
定率は職業病の中でもとくに低く、これまでは30％
前後、2011年の認定基準改訂以後も39％にとど
まっているのではないだろうか。

上記に上げた5府県は、その中でも労災認定に
当たって特に消極的な態度であるために、このよう
な結果になっていると言える。

精神疾患の場合、ほとんどの事案は精神科の専
門医3名による協議会にかけられ、そこで発症日、
病名、心理的負荷の強度についての意見が出さ
れ、労働基準監督署の担当者はほぼその意見ど
おりに判断をし、業務上外の決定を行っている。被
災労働者の支援者として、労働基準監督署や労
働保険審査官に意見を述べても、専門家の医学

精神低認定5労働局に要請行動
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関係労働局に対する要請書

全国労働安全衛生センター連絡会議　議長　平野敏夫
名古屋労災職業病研究会（愛知/三重）

コミュニティ・ユニオン関西ネットワーク（大阪）
東京労働安全衛生センター/神奈川労災職業病センター/
いじめ　メンタルヘルス労働者支援センター（千葉/埼玉）

厚生労働省は、毎年前年度の精神障害の労災認定状況を公表している。公表されたデータには
都道府県別の請求件数、決定件数、支給決定件数がある。労災認定基準の改定により昨年度の全
国平均の認定率は上がり、39％となった。全国的にも支給決定件数が増加した都道府県が多い。し
かしこういった状況に関わりなく、認定率が極めて低いところが見られる。うち決定件数が少ない県
を除いて特に認定率が低いのは、埼玉県（認定率13％、支給決定件数6件/決定件数45件）、千葉
県（22％、9件/41件）、愛知県（23％、19件/83件）、三重県（0％、0件/14件）、大阪府（26％、36件/138
件）、熊本県（19％、3件/16件）である。うち埼玉県は平成23年度も15％の認定率（4件/27件）で決定
件数が増えたにも関わらず認定率が下がり、三重県は2年連続で支給決定件数が0件である。

これらの差は、地域差ととらえるには大きな違いであり、請求・決定件数の少ない県はともかく、ある
程度の件数を扱う局で認定率の低迷があるのは、判断する側に何らかの問題があるのではないかと
考える。

精神障害事案の多くは精神科医3名による専門部会の協議にかけられ判断されるため、協議した
専門医の意見がこの結果を招いている大きな要因でもある。

それを踏まえ、労働災害に被災した労働者の支援を行い、職場での健康と安全を推進する立場か
ら以下のことを要請する。

記
①	 全ての実地調査復命書、専門部会の意見書を精査し、出来事ごとに「弱」「中」「強」と判断し
た条件を分析すること。

②	 局の管轄区域について、厚生労働省が毎年発表する項目に準じて、業種別、職種別、年齢別、
時間外労働時間数別、就労形態別、出来事別、労働基準監督署別の請求・決定・支給決定件数
を公表すること。

③	 上記の結果を含め、認定率が極めて低い状況の原因を分析し公表すること。

的な意見を彼らが翻すことはなく、「私は専門家で
はないので…」などという返答があるのが常であ
る。しかし、業務上の負荷の出来事を判断するに
当たって、労働現場の現状や労働者の実態をより
知っているのは労働基準監督署の担当者であり、
医師は労働現場についてはさほど知識がないこと
も多い。にもかかわらず、両者が協力して現実的

な判断をする体制にはなっておらず、専門医の意
見がまかり通っていることは非常に問題である。

労災認定率の非常に低い県では、このように、判
断する者の消極的な態度が反映された結果がこ
のような認定率として現われたものであろう。

新認定基準では、運用の仕方によってはかなり
認定件数を上げることが可能なのではないだろう
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都道府県
2008年度 2009年度 2010年度 2011年度 2012年度

請求 決定 支給 請求 決定 支給 請求 決定 支給 請求 決定 支給 請求 決定 支給
北海道 36 17 64 32 11 67 58 28 51 49 18 41 49 27
埼　玉 36 0 30 25 5 37 25 5 43 27 4 43 45 6
千　葉 33 16 38 22 11 46 43 15 39 42 8 46 41 9
東　京 158 40 201 142 33 179 185 40 208 146 42 244 227 90
神奈川 76 18 94 74 15 101 82 19 106 101 34 91 97 46
愛　知 60 10 63 68 14 81 70 5 82 55 7 67 83 19
三　重 13 3 16 18 3 16 13 2 18 10 0 16 14 0
京　都 39 10 55 41 12 42 42 12 56 45 14 47 49 18
大　阪 105 22 160 120 26 140 135 21 147 122 21 148 138 36
兵　庫 34 13 43 39 11 35 35 13 62 44 19 62 53 24
広　島 24 11 22 16 2 39 29 5 44 37 8 27 36 16
福　岡 36 4 37 22 7 38 23 8 31 29 10 43 34 16
熊　本 13 8 13 5 2 14 17 9 20 15 3 15 16 3
合　計 927 269 1,136 852 234 1,181 1,061 308 1,272 1,074 325 1,257 1,217 475
認定率 29％ 27.6％ 29.0％ 25.6％ 39.0％

表1　精神障害の都道府県別労災補償状況

濃い網掛けは、認定率20％以下です。
薄い網掛けは、認定率40％以上です。
ゴシック体は、請求件数と決定件数の差が大きいところです。決定件数は年度内の請求に対するものではありませんが、連続して差が大きいのは、
諦めて請求を取り下げたものと思われます。
2011年度に差が大きい県が多いのは、2011年12月26日付の労災認定基準の変更を待って決定したものが多かったということだと思われます。

か。55%の認定率の北海道、また神奈川（47%）兵
庫（45%）のように、大幅に全国平均を超えている県
もあるのだ。

新認定基準の策定に努力した厚生労働省とし
ては、より明確な認定基準を作成したにもかかわら
ず、適切に運用できていない局に対して強い指導
を行なうべきであろう。厚生労働省が認定しやす
いような運用を勧める作業を行い、そういった運用

を標準化すれば、認定率の低迷問題も一挙に解
決する。いずれにしろ、請求者全員を認定したとこ
ろで、全国でたったの1,200件に過ぎないのである。
毎年3万人の自殺者があり、その多くはうつ病等を
併発している現状から考えても、労災請求件数は
異常に少なすぎるのであるから。

今後もこのテーマについて、厚生労働省
や各労働局を監視し、働きかけを続ける。

田島陽子
関西労働者安全センター

大阪●労働局データ 今年は公表、昨年未公表

大阪労働局に対しては、10月25日に要請を行
なった。関西労働者安全センターのほか、ひょうご
労働安全衛生センター、コミュニティユニオン関西
ネットワークに参加いただいた。

事前にマスコミに報道協力をお願いしており、当

日NHKが要請行動の撮影を労働局側に申し入れ
たところ、マスコミ慣れしていない局に待たされた
が何とか最初の文書手渡しまでということで、撮影
許可された。厚生労働省は何かと交渉ごとなども
オープンにしたがらないが、個別事例についての

精神低認定5労働局に要請行動
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表2　2013年全国センター一斉労働局要請結果まとめ

労働局 埼玉 千葉 愛知 三重 大阪 全国

2012年精神障害
労災認定状況

請求件数 43 46 67 16 148 1,257
決定件数 45 41 83 14 138 1,217
支給決定件数 6 9 19 0 36 475
認定率 13% 22% 23% 0% 26% 39%

特別な出来事

合計件数 － 2 6 － 4 84
極度の長時間労働 － － 6 － 2 43

強姦や、本人の意思を抑圧して
行われたわいせつ行為などのセク
シュアルハラスメントを受けた

－ － － － － 9

生死に関わる極度の苦痛、又は永
久労働不能となる業務上の病気や
ケガ

－ － － －

2

19

業務に関連し、他人を死亡させ、又
は生死にかかわる重大なケガを負
わせた（故意によるものを除く）

－ － － － 2

その他、上記に準ずる程度の心理
的負荷が極度と認められるもの － － － － 11

主治医判断
決定件数 2 0 0 0 4 －
支給決定件数 2 0 0 0 4 126
不支給決定件数 － 0 0 0 0 －

専門医判断
決定件数 20 0 7 約7 12 －
支給決定件数 1 － 3 0 12 119
不支給決定件数 19 － 4 約7 0 －

専門部会判断
決定件数 23 41 76 約7 122 －
支給決定件数 3 9 16 0 20 230
不支給決定件数 20 － 60 約7 － －

2012年精神事案
の審査請求件数

審査請求件数 － － 23 － － －
取消件数 2 0 1 － 2 －
棄却件数 － 12 21 － 46 －
取下件数 － － － － 1 －
却下件数 － － 1 － － －

2011年精神事案
の審査請求件数

取消件数 1 － － － － －
棄却件数 － － － － － －
取消件数 － － － － － －

2010年精神事案
の審査請求件数

取消件数 1 － － － － －
棄却件数 － － － － － －
取消件数 － － － － － －

2013年精神事案
の審査請求件数＊1

審査請求件数 － － 16 － － －
取消件数 － － 1 － － －
棄却件数 － － 14 － － －
取消件数 － － － － － －
却下件数 － － 1 － － －

2013年精神障害
労災認定状況＊2

決定件数 － 30 － － － －
支給決定件数 － 24 － － － －
不支給決定件数 － 6？ － － － －

＊1 愛知局の回答は2013年11月21日現在、 ＊2 千葉局の回答は2013年11月末現在

交渉でもなく、このよう
に局の公式見解を述
べるだけの会合まで
閉鎖的にやろうとする
のは間違っているだ
ろう。

労働局側は、労災
補償課監察官ら3名
が対応した。要請文
を手渡した後、1時
間ほど意見交換を行
なった。要請内容は
事前に知らせていた
ため、当日に回答が
あった。

回答内容は端的
に言って、「適切に判
断している」。認定基
準に照らして外れるよ
うな事案はないという
ことで、とくにそれ以
上の分析作業や結
果の公表ということは
考えていないというこ
とである。

②の各項目別につ
いては、厚生労働省
の発表直後の2013
年6月27日に発表して
いることがわかった。
しかし、監督署別に
ついては公表しない
との回答だった。

これら項目別につ
いては、厚生労働省
が公表した際にデー
タはまとめられている
ので、各労働局が同
じようなかたちで情報
を整理して公表する
のはすぐできるという
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ことだった。この話を受けて、後日あらためて各労
働局が公表しているか調べてみたところ、公表を
確認できたのは茨城、東京、神奈川、新潟、京都、
宮崎のみだった。また、公表していた局でも毎年と
いうわけではなく、年度によって公表したりしなかっ
たりしており、すべての項目別を公表しているのは
京都と大阪のみで、あとは業種・職種・年齢・時間外
労働時間別くらいしか公表していないところがほと
んどである。

対応した監察官は、労災の判断が適切になされ
ているか監察するのが仕事であるから、大阪の労
災認定率の現状については分かっていたようであ
る。しかし、内容的には適切に処理しているので、
認定率のみを取り上げられて問題とされるのは困
るという立場だ。もう一歩踏み込んで低い認定率
の原因を調べる気はないようだ。

低認定率の原因である精神科の地方労災医員
による協議会判断についてであるが、医員にも認
定率の低さを自覚してもらいたいので、労働局側に
は協議会を行なう地方労災医員にも要請文を届
けるよう要請した。これについては、その後協議会
の開催時に順次、各労災医員に手渡して要請が
あったことを説明しているということである。

大阪管区の労災認定状況について、労働局が
公表したデータと、要請で聞き出した内容と合わせ
て見てみよう。大阪労働局は、厚生労働省が2013
年6月21日に「2012年度脳・心臓疾患と精神障害
の労災認定状況について」を発表した6日後の27
日に公表を行った。しかし、2011年度は行なってお
らず、2010年度は公表している。

大阪労働局管区の請求件数は148件、決定件
数138件、支給件数36件で、全国の請求（1,257
件）決定（1,217件）件数の11%を扱っていることに
なるが、認定率が26％と低いため支給決定件数に
占める割合は7.5％と低い。また、自殺事案につい
て言えばさらにひどく、全国平均では自殺事案の
認定率は45％と事案全体より高くなっているが、大
阪では反対に低く20％である。2010年度以前は自
殺事案の方が認定率が高く、2009年度は58.3％も
あったのだが、2011年度16％、2012年度20％と急
に低くなっている。

業種別、職種別では全体傾向は全国とよく似て
いる。業種では「製造業」「卸・小売業」「医療・福
祉」が多く、しかし、少し違っているのは「建設業」
「金融業・保険業」「情報通信業」の支給件数が
0件であることである。「建設業」は8件の決定件数、
「金融業・保険業」は6件、「情報通信業」6件であ
る。全国では、「建設業」は決定53件中22件支給、
「情報通信業」は68件中35件支給とおよそ半分
が認定、「金融業・保険業」は少し低いが36件中12
件支給となっている。

職種別では「事務従事者」「専門的・技術的職
業従事者」「サービス職業従事者」「生産工程・労
務作業者」「販売従事者」が5位までを占める傾向
は全国と同じであるが、8件決定件数のあった「管
理的職業従事者」の支給が0件となっている。「事
務従事者」「専門的・技術的職業従事者」は決定・
支給共に多いが認定率を計算すると23％、18％と
非常に低く、「サービス職業従事者」は41％、「生産
工程・労務作業者」は50％と認定率が高い。

時間外労働別をみると、心理的負荷が「強」と
なる条件を満たしている月100時間以上の残業の
あった件数は8件で、残り28件はそれ以外の理由
で支給となったと考えられる。

出来事別では、決定件数では「上司とのトラブ
ル」が最も多く、支給件数では「ひどいいじめ・嫌が
らせ、又は暴行を受けた」が一番多い。これは全
国と同じである。ほかに特徴と言えば、やはり出来
事の類型5つのうち、②「仕事の失敗・過重な責任
の発生等」の支給件数が少ないということだろう
か。「顧客や取引先からクレームを受けた」は3件、
「会社で起きた事故、事件について、責任を問わ
れた」「自分の関係する仕事で多額の損失が生じ
た」「業務に関連し違法行為を強要された」「達
成困難なノルマが課された」「ノルマが達成できな
かった」「大きな説明会や公式の場での発表を強
いられた」がそれぞれ1件の決定があったが、1件
も支給されていない。

公表されているデータから読み取れるのはこの
くらいで、認定率の低い原因は読み取ることはでき
ない。大阪労働局は復命書から原因を分析しても
らいたい。

精神低認定5労働局に要請行動
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要請後、泉大津労働基準監督署で不支給となっ
ていた事案が、審査官への審査請求で処分取り消
しとなった。

原処分では、これまでのキャリアを無視した単純
作業への配置転換を心理的負荷「弱」、長時間の
退職強要を、「本人が明確な返答をしなかったた
め面談が長引いた」として「中」と判断していた。し
かし、あらためて審査官が審査し直したところ、配
置転換を「中」、退職強要を「強」と判断して処分

を取り消した。
審査請求にあたっては、とくに新しい事実証拠を

提出したわけではなく、同じ出来事の評価がこれほ
ど違った原因は、明らかに判断した側の姿勢によ
るものと思われる。

労働基準監督署の担当者、そして合議を行った
地方労災医員の判断がどうしてこのようになったの
か、大阪労働局と交渉を持ち、今後このようなこと
がないように原因を追究する予定である。

青木信広
名古屋労災職業病研究会

愛知/三重●請求件数増加の取り組みが必要

10月29日、愛知労働局へ要請書を持参し、意見
交換会の開催を求めたところ、11月21日に意見交
換会が開催されることになった。意見交換会には、
名古屋労職研の他、関西労働者安全センター、女
性ユニオン名古屋、名古屋ふれあいユニオン、岐
阜一般労働組合から、計8名が、出席した。

要請項目に対する愛知労働局の回答は、次のと
おりであった。
①	 精神障害の労災請求事案については、認定
基準に基づいて、適切に判断していると考えて
いる。

②	 愛知労働局は、これまで、脳・心臓疾患及び精
神障害の労災補償状況を公表していないが、今
後は、公表することを検討している。ただし、公表
については、2013年度分からと考えている。

③	 精神障害事案は、個々の事案内容が異なる
ので、労働局ごとの認定率を分析することは馴
染まないと考えている。統計学的に分析するに
は、請求件数自体が、少ない。今後も、認定基準
に基づき、業務上外を適切に判断していきたい。
また、追加要請に対する回答の中で、専門医1名

による判断により、業務上と判断された件数が3件、
業務外とされた件数が4件であり、専門部会による
判断により、業務上と判断された件数が16件、業務
外とされた件数が60件だったことや、特別な出来事

による認定は6件で、そのどれもが、長時間労働に
よるものであり、最長の時間外労働数は約200時間
だったこと等が、判明した（ともに数字は2012年度
分について）。

各要請項目に対する回答については、データ的
なものを除いては、杓子定規な回答にとどまったも
のもあったが、回答後に行われた意見交換の中で
は、例えば、2012年度の発表の中で、神奈川の認
定率が目立って高いことから、神奈川の状況を把
握するために、神奈川労働局管轄の事案の調査
復命書を検討する意向があることを伝えられたり、
労災か否かの調査時に、労基署や労働局内部で
も、意見対立や喧々諤 と々した議論があるといった
ことがわかったり、今後は、専門医や専門部会では
なく、主治医のみの判断により、業務上外を判断し
ていく運用も、事案に応じて徐々にはじめていく意
向であることが伝えられたりと、ある程度、率直な意
見交換ができた。

ほかにも愛知労働局管内では、パワハラによる
労災請求が多くを占める反面、セクハラによる労災
請求は、ほとんどないことや、そのような状況の中
で、セクハラによる認定が1件あったこともわかった。
セクハラの相談が少ないというのは、ちょっと意外
だった。また、これは他ではあまり重要視されていな
い問題かと思うが、退職の強要が、退職の勧奨に
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過ぎないと過少にしか評価されないという問題につ
いても指摘し、改善を求めた。

今回の要請行動（含む意見交換会）を通して、こ
れまで、愛知労働局では公表されていなかった脳・
心臓疾患及び精神障害の労災補償状況が、2013
年度分から公表されるという回答が得られたこと
は、ひとつの成果ではあると思う。ここしばらく、特定
秘密保護法案をめぐる問題が、世間を騒がせてい
るが、何かを知りたいと意思表示し、公表、公開を
求めることは大切なだと再確認した。

10月30日、ユニオンみえの広岡書記長とともに、
三重労働局へ要請書を持参し、意見交換会の開
催を求めたところ、11月28日に意見交換会が開催
されることになった。意見交換会には、名古屋労職
研の他、関西労働者安全センター、ユニオンみえか
ら、計7名が出席した。

要請項目に対する三重労働局の回答は、次のと
おりであった。
①	 定期的に監査しているが、判断内容がおかし
いというものはない。厚生労働省による監査もさ
れている。

②	 請求件数が少ないため、個人の特定につな
がる恐れがあるので、公表することは考えていな
い。

③	 認定率という観点で、判断しているわけではな
い。認定基準に基づいての判断である。
また、追加要請に対する回答については、愛知

労働局からの回答とは違い、データ的なものについ
ての具体的な数字は、回答されなかったので、大ま
かな内容しかわからなかったが、具体的な出来事
が「弱」か「中」と判断された割合は、半 く々らいで、
項目としては、転勤や上司とのトラブルが多かったこ
とや、業務外とされた件数の内、専門医1名による
判断と専門部会による判断の割合は、これも半 く々
らいだったこと等が判明した（ともに2012年度分に
ついて）。

ほかにも、過去（2010年度以前）の認定事例の
中で、特別な出来事として、傷害事件（？）を理由と
した認定があったことも判明したが、セクハラを理
由とする労災請求に関する状況については、ハッキ

リとした回答は得られなかった。
三重労働局としては、労災請求があれば、初動

の段階では、（具体的な出来事として、）拾えるもの
がないかを探すようにしており、最初から、不支給あ
りきで調査しているわけではないといった基本姿勢
も伝えられたが、これは当然のことであり、ことさら
強調されるものではないだろう。

三重労働局の回答は、愛知労働局以上に杓子
定規な回答にとどまっており、こちら側の質問に対
する回答についても、愛知労働局との意見交換会
のときとは違い、回答者（＝労働局側の出席者）に、
精神障害（メンタル疾患）事案に対する慣れがない
ように感じた。三重県自体は、地域にもよりますが、
大きな都市部もあり、また、企業の進出もあるので、
名古屋に通勤する労働者数を考慮しても、決して
労働者人口が少ないわけではないと思うが、それ
が労災請求件数につながっていないことが、三重
労働局の回答する際の態度（＝慣れのなさ）から伝
わってきた。意見交換の中では、請求件数を増や
していくにはどうすればいいのかといったことにつ
いても意見を交換した。

三重労働局は、愛知労働局とは違い、脳・心臓
疾患及び精神障害の労災補償状況を公表するこ
とは考えていないという、非常に残念な回答で、こ
の態度についてはこちら側の出席者から批判の声
が上がったが、態度を変えるまでには至らなかった。
しかし、公表できない理由が、請求件数の少なさで
あるなら、請求件数を増やしていけば解決されるこ
とも意味しているので、やはり請求件数の増加に対
する取り組みの必要性を強く感じた。

愛知及び三重の労働局はともに、今回の要請や
交換した意見について地方労災医員に伝えると約
束した。また、今後の定期的な意見交換会の開催
についても確認された。

これらの取り組みは、まだまだ厳しいと言わざるを
得ない精神障害（メンタル疾患）の労災認定を、少
しでも請求しやすく、認定されやすいものにしていこ
うということが取り組みの根底にある。すぐに結果
に表われるものではないが、必要な取り組みだと思
う。

精神低認定5労働局に要請行動
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千葉　茂
いじめ　メンタルヘルス労働者支援センター代表

埼玉/千葉●数字は把握、分析はしていない

2009年に、全国労働安全センター メンタルヘル
ス・ハラスメント対策局で「2008年度都道府県別請
求・決定及び支給決定件数」を分析していると、埼
玉の支給決定件数の欄は空白だった。「0」ならす
ぐに気が付くのですが見過ごしていた。気がつくと
他の府県についても疑問がふくらんできた。
日本の総就業者約は約6,000万人（2013年10

月、総務省調査）。埼玉県348万人（5.8％）、千葉県
290万人（4.8％）、東京都601万人（10.0％）、神奈川
県415万人（6.9％）、愛知県368万人（6.1％）、三重
県89万人（1.5％）、大阪府381万人（6.3％）、兵庫県
250万人（4.2％）である。

2012年度は全国の申請件数1,257件、決定件数
1,217件、支給決定件数473件、平均認定率39％。
これらの数字をふまえながら都道府県別決定状況
を検討するとばらつきがはっきりする。

埼玉県をより詳しくみてみよう。2012年度の申請
件数43件（全国申請件数の3.4％）、決定件数45件

（全国決定件数の3.7％）、支給決定件数6件（全
国支給決定件数の1.3％）、認定率13％である。

総就業者数と比較した申請件数は2％以上低
い。その結果決定件数も低くなっている。それに加
えて認定率が平均の3分の1になっている。これま
での状況も、2008年度決定件数36件、そのうちの
支給決定件数0件（全国平均認定率29％）、2009
年度は25件、5件、認定率20％（27.6％）、2010年度
は25件、5件、20％（29％）、2011年度は27件、4件、
15％（25.6％）。やはり、埼玉労働局として問題があ
るといわざるを得ない。

12月3日、埼玉労働局に要請行動を行った。回
答は、①について、それぞれの事案についてきちん
と把握しているということだった。「出来事」の評価
に問題があると思われるので、分析はしていないの
かと質問すると、していないということだった。

②について、数字は把握しているが特別の傾
向は出てきていないとのこと。また、数字について
公表は考えていないということだった。認定基準の
「出来事」が複数の場合には判断が必要である。
どのような区分で判断をしているかと質問すると、
区分まではしていいないという。業務外決定の案
件について、どの業種が多い・少ないなどの分析も
していないということである。

つまりは局として、決定内容、基準について分析
をまったくしていないということ。参加者からは、決
定の詳細数字を公表するように、しないから、判断
する情報がないから、申請が増えないと要請した。
検討しますとの回答であった。

③については、個々の事案で様々、各々適正に
判断している、これまで以上のことは考えていない
ということだった。

他県では主治医の診断と傷病名が違うことがあ
る、発症時期も主治医と違う判断をされることがあ
るという状況を話すと、発症時期は充分に審査をし
ている、本人の主張と主治医の意見を中心に議論
しているとのことだった。

この他、2008年度に認定ゼロは埼玉だけ、何で
支給決定件数が少ないのか、県の人口構成比か
ら見て請求件数も少ないことを質問すると、東京に
通勤している者が多くいるという回答だった。しか
し、就業者数の割合からみて少ないのである。

他局と比べておかしいと思ったことはないのか、
何か問題があるのではないかと内部で問題にした
ことはないのかと質問すると、無言だった。他局の
状況は気にしていないようでる。

具体的に、2012年度の判断方法の内訳件数に
ついて質問した。45件中、専門部会判断（3人の精
神科医の合議による判断）は23件で、業務上（支
給決定）3件、業務外20件の決定。専門医判断（1
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人の精神科医の判断）は20件で、業務上1件、業
務外19件の決定。監督署判断（監督署だけでの
判断）2件で業務上2件の決定。

専門医判断20件は、グレーの案件が専門医判
断にまわると業務外、申請者に不利な決定になると
いうことである。判断に“くせ”があるのではないか
と主張した。

全体として専門医に頼りすぎている。せっかくの
「認定基準」が活かされていない。

業務外の判断が審査で覆された案件について
は、2012年度は2件が支給決定になったということ。
2011年度は1件が支給決定になっている。20年以
降、裁判で1件が決定になっている。

後日、今年の上半期の決定状況について回答
があったが、すでに2012年度と同数の6件が支給
決定になっている。労働者は認定率が低いというこ
とが期待できないととらえて諦め、申請者数が少な
くなっていると思われる。

ちなみに、埼玉県は個別紛争解決制度の活用
状況において総合労働相談件数、民事上の個別
労働紛争相談件数、助言・指導申出件数、あっせ
ん申請件数とも就業者数と比較すると全国平均の
半分になっている。県全体として労働行政が停滞
していると言わざるを得ない。活用アピールが足り
ていない。

12月17日、厚生労働省は今年9月1日に全国の労
働基準監督署が行った電話相談への情報や若者
の「使い捨て」が疑われる企業など計5,111事業所
を重点的に抜き出して9月に実施した過重労働な
どの監督結果を公表した。埼玉県の状況が12月
28日の「埼玉新聞」に「『ブラック企業』の疑い、県
内事業所を立ち入り調査8割が法令違反」の見出
し記事で載っている。
「埼玉労働局は26日、過酷な労働を強いる『ブ

ラック企業』の疑いがある県内事業所に立ち入り
調査した結果、全体の82.6％にあたる133事業所で
法令違反があったと発表した。ブラック企業が社
会問題化する中、違法な過重労働がまん延してい
る実態が浮き彫りになったかたちだ。

調査は9月に実施。同局に寄せられた情報など
をもとに、県内の161事業所を立ち入り調査した。そ

れによると、全体の45.3％にあたる73事業所で違法
な時間外労働を確認。31.7％にあたる51事業所で
賃金不払い残業があった。1か月に80時間以上の
時間外労働があったのは26事業所（16.1％）。うち
100時間を超えたのは20事業所（12.4％）あった。」

立ち入り調査事業所161は全体の3％である。や
はり総就業者の割合と比べると低い。100時間を超
えた事業所が20あった。この結果から見えてくるの
は、労働局があてにされていないことだ。

12月11日、千葉労働局に要請行動を行った。
2012年度は申請件数46件、決定件数41件、支

給決定件数9件です。①②③とも、埼玉労働局と
似たような回答だった。

参加者からは、せっかく厚生労働省は毎年全国
データを発表している。他の問題ではここまでデー
タ公開をしていない。低い局は何とかしろというメッ
セージが含まれているのではないかと主張した。

難しかった案件や、上級の判断で覆されたりし
た案件などについて、実務者判断の研修をしてい
ないのかと質問すると、していないということであっ
た。

専門部会の精神科医の判断が偏っているので
はないかと質問すると、担当者の判断と意見は述
べていて、担当者の判断が通ったこともあるというこ
とだった。

具体的に2012年度の判断方法の内訳は、すべ
て専門部会で行った。結論は明らかであっても、中
間判断で専門部会の判断を仰ぐことになったとい
う。驚きである。ほぼ支給決定につながる「特別な
出来事」2件についても、専門部会を経て認定して
いるのである。

局は最初の段階で判断ができていないのであ
る。結果として業務量を増やし、審査に無駄な期
間を要している。

2013年度は、11月末（3分の2経過）段階で、決定
件数30件で、業務外が24件、業務上6件で前年度
並み。今回の結果は、他の都府県の要請行動の
状況を合わせて分析・検討し、厚生労働省への要
請行動に活かしていく。

精神低認定5労働局に要請行動
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化学物質過敏症患者らが
労災認定の抜本改善要求
個別症例検討会はすでに「廃止」
西田隆重
神奈川労災職業病センター事務局長

1.	 広島高裁岡山支部判決の意義 

2011年3月31日、広島高裁岡山支部は、ガスボン
ベの洗浄・塗装作業に従事してトルエンなどの有機
溶剤に曝露し、化学物質過敏症を発症したYさん
の原処分取消しを求める裁判で、和気労働基準監
督署の労災不支給処分を取り消す判決を下した。

この判決は、初めて化学物質過敏症を労災とし
て認めた判決である。1998年の厚生労働省研究
班で提唱された石川哲博士の診断基準を採用し
て、化学物質過敏症の存在は肯定できるとして、こ
の診断基準をYさんの症状に当てはめて化学物
質過敏症に罹患していたと認めたものである。そ
して、化学物質過敏症の病因として「比較的大量
の化学物質に曝露される」か、「低濃度の有害化
学物質に繰り返し長期に曝露されると」発症すると
し、後者に当たるYさんの場合は「5年半もの期間
にわたり有機溶剤にかなりの程度曝露されていた」
として、Yさんの化学物質過敏症の罹患を認めた。

判決は、トルエンなどの作業環境測定による管
理濃度が基準値以下だったのを根拠に、「有機溶
剤の高濃度曝露又は大量曝露があったとは到底
認められない」という第1審判決（岡山地裁2008年
6月24日）の被告側主張に対し、「化学物質過敏症

は低濃度の有害化学物質の長期間反復曝露」で
発症するとして、急性の有機溶剤中毒と区別して
化学物質過敏症を認めた点でも画期的であった。

この判決で、トルエン、キシレン等の有害化学物
質と化学物資過敏症との因果関係を証明する重
要な証拠として採用されたのは、「トルエン、キシレン
等の負荷テストに陽性である」とするデータだった。
この負荷テストは、石川診断基準の検査項目にも
加えられているが、クリーンルームにおいて被験者
が直接きわめて微量の化学物質を吸入し、その反
応を診るものである。判決後、被告である厚生労
働省が上告しなかったため判決は確定した。この
判決で、曝露した化学物質と化学物質過敏症との
因果関係を明らかにする有力な証拠として認めら
れた負荷試験を実施できるクリーンルームを備えた
全国の病院を調査したところ、軒並み閉鎖されてい
ることがわかった。この画期的な判決を活かし、多
くのCS患者のためにも復活させてほしい。

2.	 認定をめぐる状況

（1）	初期の状況
厚生労働省は、化学物質過敏症について、「そ

の病態や発生機序について未解明な点が多く、現
段階では確立された疾病の概念になっていないこ
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とから、保健給付の対象とはしていないところであ
る」（内閣衆質169第471号平成20年6月13日の政
府答弁）との見解を示している。しかしながら、労災
の請求書の傷病の部位及び傷病名欄に「化学物
質過敏症」と記載されてあっても、調査の結果、当
該疾病が平成8年労働省告示第33号（労働基準
法施行規則別表第1の2第4号の規定に基づく厚
生労働大臣が指定する化学物質及び化合物（合
金を含む）並びに厚生労働大臣が定める疾病）に
示されているものは該当し、かつ、業務に起因する
ことが明らかならば保険給付の対象となる、として
いる。要するに、「化学物質過敏症」という病名は
認めないが、その疾病が、特定の化学物質に曝露
する業務に起因することが明らかであれば、認めて
もよいという考え方だ。実際には、急性の有機溶剤
中毒のように、高濃度で大量の化学物質に曝露し
たかどうかで判断されることが多いようだ。したがっ
て、「化学物質過敏症」のように微量で多種類の
化学物質に反応する疾病の場合、労災と認められ
るケースは少ない。

厚生労働省は、平成20年の時点で「平成15年
度から平成19年度までの間において労災の請求
書の傷病の部位及び傷病名欄に「化学物質過敏
症」記載されているものは14件であり、そのうち支
給決定された件数は零件である」（政府答弁）とし
ている。なお、公害等調整委員会などの調査によ
れば、平成10年から平成17年の間に7件の化学物
質過敏症及びシックハウス症候群が労災認定され
ている。化学物質過敏症が社会的問題となったこ
の時期は、「化学物質過敏症」が労災の対象疾病
として認められないにせよ、労働基準法施行規則
別表第1の2第4号の規定に基づいて労災認定さ
れていたことがわかる。ホルムアルデヒド等の一定
量の化学物質の曝露が明らかな事例に限られて
はいるものの、7件も認定事例があったことは記憶さ
れておいていいだろう。
（2）	「個別症例検討会」の設置以後の状況

2007年6月21日に厚生労働省内に「化学物質に
関する個別事例検討会」が設置されて以降、状況
は一変する。情報公開請求によって厚生労働省
職業病認定対策室から開示した資料を見ても、18

件中1件しか業務上認定されていない。認定され
たケースは、「急性症状のみ業務起因性が認めら
れる」とあり、やはり高濃度で大量の化学物質曝露
による有機溶剤中毒として認められたと推定され
る。結局、少なくとも「化学物質に関する個別症例
検討会」で検討された案件については、「化学物
質過敏症」の労災認定は全滅に近いと言わざるを
えない。

この開示行政文書は、文書名を「化学物資過敏
症に関する個別症例検討会の第1回～第6回で検
査された事例の数及びその検査結果がわかるもの

（一覧表）」として特定できたものだけであり、墨消
しされている署名、請求人氏名、傷病名以外に、
本来ならば検討に要した期間なども情報開示させ
る必要がある。しかし、そのようなデータはとってい
ないということで、署段階での「化学物資過敏症」
案件の処理を遅滞させていると思われる同検討会
での検討期間について、行政文書開示をさせるこ
とはできなかった。

全国の労働基準監督署で労災請求されている
化学物質過敏症案件が何件本省協議扱いとなっ
ており、事案処理にどのくらいの期間を要している
のかについては、「化学物質に関する個別事例検
討会」にかけられない本省協議事案もあるというこ
となので、その実態は不明である。

しかし、ひとつ明らかになったことは、「化学物質
に関する個別症例検討会」設置の前と後では、労
災認定状況に雲泥の差があるということ。政府答
弁と公害等調整委員会の調査期間は必ずしも一
致しないが、認定率が、同検討会設置前は約50％

（14件中7件）だったのに対し、同検討会設置後は
5.6％（18件中1件）になっている。その最大の理由
が同検討会そのものにあることを窺わせるが、化学
物質過敏症に関わるすべての本省協議事案につ
いて、①年度別本省協議件数（うち個別症例検討
会事案件数）、②平均協議（検討）処理期間、③協
議（検討）結果などを明らかにさせていく必要があ
るだろう。

3.	 認定を阻む「個別症例検討会」

「化学物質に関する個別症例検討会」は、2007

化学物質過敏症患者が厚生労働省に要請
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年6月21日に厚生労働省内に設置され、同省補償
課職業病認定対策室が運営している。同検討会
の開催要項には、趣旨・目的として「化学物質に関
する疾病においては、いわゆる『化学物質過敏症』
等として労災請求される場合があるが、こうした疾
病については、自覚症状をはじめとする多様な症
状を呈し、また、診断にあたっては他の慢性疾患と
の鑑別が必要となる」とし、「化学物質過敏症等の
発生機序について、いち早く研究着手している米
国においても、主として心的要因の観点、神経感作
の観点、慢性蓄積性中毒の観点からそれぞれ研
究が進められているが、疾病概念について医学的
コンセンサスが得られていない現状がある」として、
「化学物質に関する疾病に精通した専門家を参
集の上、医学上の意見を徴し、労災請求事案への
的確な対応に資する」と明記されている。同検討
会に参集した医学専門家の名簿も公表している。

4人の参集者のうち相澤好治氏（北里大学医学
部長）は、労働保険審査会において度々化学物質
過敏症を労災と認めない厚生労働省側の立場の
専門意見書を提出したり、化学物質過敏症の疾病
概念をめぐって、同じ北里大学にいた石川哲医師
や宮田幹夫医師、坂部貢教授（北里大学病院、現
東海大学教授）らと対立する専門家として知られて
いる。また、岸玲子氏（北海道大学大学院医学研
究科予防医学講座公衆衛生学分野教授）は、主
任研究者として作成した「シックハウス症候群に関
する相談と対策マニュアル」（2008年3月地域健康
危機管理研究事業「シックハウス症候群の実態解
明及び具体的対応方策に関する研究」研究班）で、
「化学物質過敏症は、自律神経系の不定愁訴や
精神神経症状が主となる症候群であり、精神的スト
レスが症状に強く関与する」と喧伝。シックハウス症
候群や化学物質過敏症の患者や支援団体からの
指摘により、マニュアルを回収させたことがある。「化
学物質に関する疾病に精通した専門家を参集」し
たと言っても、著しく化学物質過敏症を認めない専
門家に偏ったメンバー構成であるとの印象を拭うこ
とはできない。したがって、同検討会設置後に認定
率が極端に低くなったのは当然と言えるだろう。

同検討会設置直後に不支給決定を受けた2事

例を取り扱った東京労働安全衛生センターの内田
正子さんは、次のように書いている。「個別症例検
討会は、化学物質過敏症を『化学物質症状が慢
性化したもの、あるいは、化学物質を吸引し続けた
ことによる遷延化した症状』であるとする一方で、
遷延化した症状については、『未だ医学的な合意
が得られていない』という理由で化学物質ばく露と
の因果関係を認めないという意見を出し、化学物
質過敏症の労災をことごとく却下し続けています」

（「ピコ通信」138号本誌366号転載）。
このように、化学物質に関する個別症例検討会

が当初から、「化学物質過敏症の労災を阻む」検
討会として立ち上がっていることを見るならば、内田
さんが言うように「化学物質過敏症の労災として認
めさせるためには、まず、現行の化学物質に関する
個別症例検討会を廃止させ、労基署段階での決
定を迫っていかなければ」ならないだろう。

4.	 長引く調査検討期間

労災の職業性疾病の標準処理期間は、行政手
続法第6条及び労基法施行規則により、6か月以内
と定められている。長期未決事案が多い脳・心臓
疾患や精神障害も同じ6か月以内とされている。し
たがって、化学物質過敏症についても、労災請求
から業務上外決定までは6か月以内であるはずだ。
ところが、神奈川や東京での事案を見ると、2年か
ら3年近くかかっていることがわかる。化学物質過
敏症の労災請求事案はすべて、地方労働局の労
災補償課経由で本省協議に上げられる。調査が
長期化している3件について各労働局に問い合わ
せると、「本省の職業病認定対策室は胆管がん問
題が大変で、それどころではないようだ」と、お茶を
濁すばかりであった。

神奈川では2事例ある。1件は、K化学の品質管
理分析業務で化学物質過敏症を発症し、2011年
2月7日に厚木労基署に労災請求したTさん。もう1
件は、P工場フイルム再生工程での薬品検査で化
学物質過敏症になり、2011年5月23日に小田原労
基署に労災請求したIさん。Iさんの件は、同年11月
18日に神奈川労働局経由で本省協議事案として
同省職業病認定対策室に送られた。Tさんの件は
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当初、厚木労基署が署段階で業務上外を決定し
ようとしていた節も窺われるが、2012年5月に局に上
げられ、同年夏に本省に送られた。その後、時々追
加調査の指示が労働局を通じて各労基署に与え
られるのみで、3年近く経過した現在も業務上外決
定の気配すらない。

東京のインクジェットプリンターのサービスエンジ
ニアで化学物質過敏症となったKさんは、2012年
4月24日に亀戸労基署に労災請求した。翌年、K
さんが「1年経っても決定が下りないのか」と同労
基署に抗議すると、ようやく2013年8月に本省から
追加調査の指示がされた。その指示の内容たる
や「インク使用量はどのくらいだったか」というもの
で、Kさんからインクのサンプルを提供させたとのこ
とだ。明らかに高濃度・大量曝露かどうかを調査
するためのものであり、微量でも発症する化学物質
過敏症を認めない厚生労働省職業病認定対策室
や「化学物質に関する個別症例検討会」が、いま
に至るも「化学物質過敏症の労災を阻む」認定対
策室や検討会として機能していることが窺われる
のだ。

5.	 OさんのCS裁判

2013年9月12日、花王和歌山工場で検査分析業
務に従事し、有害な化学物質に曝露して化学物質
過敏症にり患した」Oさん（46歳男性）が、花王の安
全配慮義務違反を問い、約4千7百万円の損害賠
償を求めて東京地裁に提訴した。Oさんは、同年7
月19日に和歌山労基署に労災請求したばかり。裁
判勝利のためにも、何としても労災認定を獲ち取ら
なければならない（本誌2013年12月号参照）。

もちろん、Oさんの労災認定には、「化学物質に
関する個別症例検討会」という大きな壁がある。8
月19日、Oさんと代理人弁護士らとともに和歌山労
基署に対し、Oさんの事案を本省協議扱いや「化
学物質に関する個別症例検討会」の検討事案と
しないようにと要請した。

和歌山労基署では、地元の最有力メーカー花
王和歌山工場を相手とした裁判絡みの労災請求
とあって、雑賀次長出席という異例の対応であっ
た。「本省への協議はしないように」という要請に関

しては、「要望として伺っておく」と、谷本労災課課
長が回答した。この件は2人体制で担当するという
のも異例であった。私たちは、広島高裁岡山支部
の判決資料を提供して、判決は、1998年の厚生労
働省研究班の石川診断基準を採用して化学物質
過敏症を労災として認めたこと、化学物質過敏症
が低濃度でも長期間反復曝露によって発症すると
して第1審判決の「高濃度曝露又は大量曝露が
あったとは到底認められない」とする厚生労働者
側の主張を退けたことなどを説明して理解を求め
た。和歌山労基署も「本省協議扱いするにしても
十分な調査をしてほしい」ということについては、わ
かってくれたようだ。この交渉後、Oさんの聞き取り
調査は毎週に亘って十分な時間をとって行われる
ようになった。

したがって、Oさんの件を本省協議扱いするかど
うかについては、本省に直接要請しなければならな
い問題と言える。化学物質過敏症の労災認定を
阻んでいる「化学物質に関する個別症例検討会」
を廃止させることも視野に入れて考えると、現状の
本省一括協議扱いを改め、各労基署段階で業務
上外の決定ができるようにすることが必要だ。その
ために、厚生労働省に対し、①化学物質過敏症を
労災と認めること、②各労基署でも業務上外を判
断できる基準を示すことを検討させ、実質上、「化
学物質に関する個別症例検討会」を廃止に追い
込んでいくことが必要だろう。もちろん迅速に処理
することも要請していきたい。しかし、もっとも重要な
ことは、患者自らが動くことだろう。花王を相手にCS
裁判を提訴したOさんや、本省協議扱いとされ不当
に決定を遅らされているCS患者自身がアクションを
起こすことが必要だと思う。
（「かながわ労災職業病」2013年12月号から転載）

化学物質過敏症の労災認定に関して患者と共に、
厚生労働省に要請

化学物質過敏症の労災認定に関して、2013年
12月19日、阿部知子衆議院議員の紹介で厚生労
働省要請を行った。省側は補償課職業病認定対
策室の米村係長と労災管理課の大川戸係長が出
席。要請団体側は、神奈川労災職業病センターと

化学物質過敏症患者が厚生労働省に要請
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NPO法人化学物質過敏症支援センターの下にCS
患者5名を含む13名が参加した。

厚生労働省の「化学物質に関する個別症例検
討会」は、協議案件のほとんどの業務起因性を認
めておらず、事実上廃止状態になっている。今回、
この事実を認めさせたことは大きな成果だった。し
かし、同検討会に名を連ねる専門家4名には意見
を聞かないでほしいという要請に対し、「ご意見とし
て聞いておく」「専門家として意見を聞く選択肢か
ら排除しない」と回答した点は問題が残る。同検
討会が5年前に廃止状態になってからも、化学物
質過敏症を認めない偏った専門家の意見を重視
する厚生労働省の姿勢は変わってない。

では、同検討会が開催されなくなったいま、本省
では一体どういう基準で案件を検討し、結果はどう
なのだろうか。厚生労働省の回答は、「現在、本省
協議中の案件は5件。うち2年経過したのが1件、1
年半程度が4件。うち1件は間もなく回答できる」と
した。過去のデータについては、「取りまとめたもの
は作成していない。行政として必要としていない文
書は作成して示すことはできない」と回答。これで
は、専門家でもない本省の職業病認定対策室で、
基準もないまま勝手に決めていることになる。個別
症例検討会以上に不透明だ。
また、花王CS裁判の原告代理人弁護士が、「検

討会委員には化学物質過敏症を心因性として認
めない人もいる。症状があるのは事実で、業務起
因性か否かを判断する認定基準を作る検討会を
作ってはどうか」と提案したのに対し、厚生労働省は
「検討会をつくる土壌がない」と回答。さらに、「広
島高裁岡山支部は労災と認める判決を出した。他
に、労災の障害を認めた裁判もある。労災は相当
因果関係が認められればよいのだから認定基準も
医学的発症のメカニズムに偏らずに作れるはず」と
いう意見に対し、厚生労働省は、「労災が認められ
ない裁判もある。判例として一定の道筋ができた
とは思わない」と反論した。しかし、そう反論するな
ら、なぜ、広島高裁判決に対して上告しなかったの
か。厚生労働省は労災請求事案の処理が不透明
であるばかりか、業務起因性の判断においても司
法判断に従って認定基準をつくらないなど、著しく

アン・フェアだ。
最後にはCS患者たちも次々に意見を述べた。

「健康保険でも、化学物質過敏症は病名登録さ
れている」「障害年金の申請でも化学物質過敏症
の認定基準があり、運用されている」「なぜ労災だ
けが」。これに対し、厚生労働省は、一瞬の間、耳
を傾けるような姿勢を示したが、すぐ肩を張って元
の姿勢に戻り、役所的な言葉遣いで「労災保険制
度は他の保険制度とは違う」と回答した。同じ省内
の保険業行政でありながら、一方では化学物質過
敏症を認め、もう一方は認めないという相矛盾する
事実をどう説明するのか。

このように、厚生労働省が本省協議件数すら明
らかにしないのなら、本省は全国の地方労働局や
労基署に請求事案を上げさせるためにどのような
指示文書を出しているのか。また、地方労働局や
労基署は、化学物質過敏症の請求事案をどのよう
な文書をもって本省に上げているのか、情報開示
請求して過去5年間の本省協議の実態を徹底的
に調査する必要がある。

さらに、明確な基準もないまま化学物質過敏症を
認めずに、労基署に請求された案件を本省に上げ
て悉く業務起因性なしと決定するのであれば、本
省協議で不支給とされた化学物質過敏症事案を
取り消すために行政不服訴訟に訴えていかなけれ
ばならない。そして、あらゆる手段を使って化学物
質過敏症が労災認定されるよう働きかけていかな
ければならない。

CS労災に関する要請と厚生労働省の回答

1.		 化学物質過敏症を労災と認めること。

化学物質過敏症については、その病態とか発
生機序について未解明な部分が多いことがござい
まして医学的に確立された定義あるいは診断基
準が存在しておらずと、現段階では確立された疾
病の概念になっていないということから化学物質過
敏症という名前をもって労災の保険給付の対象と
していないところです。しかしながら、化学物質過
敏症を発症したとして労災請求いただいた場合で
あっても、その化学物質の使用状況や症状の経過
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等調査した結果、請求人の疾病が労働基準法施
行規則別表第1の2第4号に基づく告示に示されて
いる物質あるいはそれ以外の化学物質等に晒さ
れてかつ業務に起因することが明らかだと認めら
れるものについては労災給付の対象ということで取
り扱っているところです。

2.		 化学物質過敏症を 「低濃度の長期間反復曝

露」という考え方から、労災認定の新たな基準を

検討すること。

いま申し上げたことと重複しますが所謂化学物
質過敏症は病態とか発生機序に未解明な部分が
多いということで確立された疾病の概念になってい
ないことから、ご指摘の労災認定基準を策定する
のは現段階では困難と考えているところであります。

3.		 労災請求された化学物質過敏症案件につい

ては迅速処理すること。また、長期未決事案が

あることを踏まえて、以下のデータを作成し、結

果を提供すること。①年度別本省協議件数（うち

個別症例検討会事案件数）、②平均協議（検討）

処理期間、③協議（検討）結果

労災補償行政におきましては、ご指摘の労災請
求事案に限らずこれまでも迅速適正な支給決定を
行うよう努力してきたところです。しかし、事案の中
には業務上外の判断が困難な事案、あるいは詳
細な実地調査が必要な事案があり、その処理に長
期間を要する場合があることもまた事実です。所
謂化学物質過敏症にかかる労災請求事案につい
ては、その原因となる有害因子や疾病が労働基準
法施行規則別表に掲げられていないものが多いと
いうことで、この場合、別表の包括救済規定に該当
するかどうかで判断を行うことになります。こういっ
た疾病にかかる労災保険給付事案のうち包括救
済規定にかかるものについては業務上外の判断
が困難なものが多いということで詳細な作業実態
の調査が必要になってくることなどで、標準処理理
期間というのは特段定めているわけではないところ
ですけれども、可能な限りの早期の処理ということ
に努めているところです。その上でお尋ねのデータ
の件ですが、このうち化学物質に関する個別症例

検討会の件数につきましては18件検討されたという
ことで、そのうち1件について化学物質曝露による
急性症状について業務起因性が認められると結
論付けられているということです。また、現在、化学
物質過敏症ということで本省で協議されているもの
は5件あり、請求の受け付けから処理期間の関係
を申し上げますと、だいたい2年経過しているものが
1件、後は1年半程度のものが4件という状況です。
この4件のうち1件はまもなく労働局の方に回答でき
るような状況で、処理は順次迅速に進めるべく取り
組んでいるところです。この他のご要望のデータに
ついては、取りまとめたものというものはこちらで作
成していないところで、行政としては必要としていな
い文書は作成してお示しすることはできないところ
でございます。この点につきましては、ご了承してい
ただきたいと存じます。

4.		 「化学物質に関する個別症例検討会」 は廃止

すること。

化学物質過敏症ということで労災請求された事
案については、的確な対応に資するためということ
で平成19年6月第1回から平成20年8月第6回まで
開催していたものですが、現在は、このような検討
会というものは開催していないところでございます。

5.		 クリーンルームの設置や負荷試験などの検査

体制を全国の労災病院に整えること。

特別行政法人労働健康福祉機構が運営する
労災病院におきまして、現在クリーンルームを設置
している病院は関西労災病院と東京労災病院に
なっております。また、負荷試験などの検査体制に
つきましては、関西労災病院において配置されてお
ります。労災病院は自前収入で医療機器等を購入
しており、クリーンルームの設置工事には約2億円、
負荷試験を行うための検査機器の整備には約1億
円の費用がかります。また、化学物質過敏症を専
門とする医師の確保と課題もございます。今回、ご
要請をいただきましたので、労災病院を運営してい
る特別行政法人労働福祉機構に皆様のご
要請を伝えさせていただきたいと思います。
（「かながわ労災職業病」2014年1・2月号から転載）

化学物質過敏症患者が厚生労働省に要請
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2.	勧告2003/670/ECの
	 	 対象領域における進展

2.1	 はじめに
本章では、勧告の対象領域における進展の概

観を示す。勧告は、認定、補償、予防、目標設定、
報告及び記録、疫学、調査研究、診断、統計及び
注意喚起と多岐にわたる職業病に関連した10の
側面を取り上げている。

欧州職業病リストの策定には、3つの主要な目的
がある。
・	欧州レベルにおけるこの問題の知識の改善
（データの収集及び比較可能性）

・	リスク予防の強化：加盟国は職業病の率を低減
するために定量的目標の設定を求められている

・	被災労働者が自らの職業と病気との関係をより
容易に証明でき、また補償を請求するできるよう
にする援助
これら多彩な勧告が本調査の対象になった29

か国でどのように採用されたかについての概観が
示される。それは、各国から送られてきた質問事項
に対する回答に基づいてまとめられたものである。
この質問事項の目的は、そのインパクトを測定でき

るようにするため、2003年に勧告が導入されて以降
とられた変化を強調しつつ、各国における勧告の
各側面に関連した現状についての簡潔な情報を
得ることであった。

2.2 職業病についての勧告に関連した進展
委員会は［…］加盟国が可能な限り速やかに、付

録Iの欧州リストを、補償されうる、また予防措置の

対象となる、科学的に認められた職業病に関連す

る法令または行政規定のなかに導入するよう勧告

する。

29か国の国の職業病リストの分類
本調査の対象のすべてに近い諸国（29か国中

26か国：AT、BE、BG、CY、CZ、DK、EE、FI、FR、
DE、GR、HU、IE、IT、LV、LT、MT、NO、PL、PT、
RO、SK、SI、ES、CH、UK）が職業病リストをもって
いる。これらのリストは、認定及び補償を目的として
策定されており、すなわち、補償の資格を与える疾
病を特定し、国によって多かれ少なかれ労働関連
起因性の推定を伴っている。いくつかの国では、同
じリストが統計的照合システムまたは報告システム
についても使用されうる。

リストの徹底性の程度は、国によって様々である。

欧州の職業病システム
2013年3月　欧州委員会の報告書

とりわけ職業病の欧州リスト及び関連する諸側面のデータ収集に関する
委員会勧告2003/670/ECに関連した、EU加盟諸国及びEFTA/EEA諸国

における職業病システムに関する現状に関する報告書
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少数の明確に特定された疾病によって補完された
物質の短いリスト（例えばスイス）、あるいは、（フラン
ス、イタリア、スペイン及びポルトガルのように）強制
的または明示的な認定基準を伴った疾病のリスト
であったりする。ここでも、リストの形式に関して、労
働関連性として補償されうる疾病は、様 な々精密さ
で記述されうる。

多くの諸国で、国のリストは付録1の欧州リストと
構造が同じである。

こうした形式の相違は別にして、国のリストは、職
業病保険によって特定の疾病を対象とする各国の
方針を反映していることから、もちろん内容も異なっ
ている。リスト間のこれらの違い、及びそれらの欧州
リストとの同一性の程度の違いは、本報告書第4章
で検討される。

認定の分野における過去10年間の変化及び間
近な変化

2003年以降、国のリストの内容には、多くの変
化があった。キプロス（補償の資格を与える、報告
目的のリストではない1980年のリスト）、ノルウェー、
ルーマニア及びスイスのリストだけは、同日以降に
変化がなかった。

いくつかの国は比較的マイナーなやり方で自国
のリストを変更した（AT, BE, FR, GR, DE, IE, PL, 
SK, UK）一方で、他の諸国は自国のリストを大きく
変更した。後者の多くは、たんに新たに認められ
た疾病を追加しただけでなく、ベルギーは2008年、
チェコ共和国は2011年、デンマークは2005年、エ
ストニアは2005年、ハンガリーは2007年、イタリアは
2008年、ラトビアは2007年、リトアニアは2006年、マ
ルタは2010年、ポルトガルは2007年、スロベニアは
2003年、及びスペインは2006年に、新たな職業病リ
ストを採用した。キプロスは、2007年に新しいリスト
を採用しているが、報告目的のためだけのもので、
補償用ではない。

上述の諸国のいくつか（BG, CZ, EE, HU, IT）
は、このオーバーホールを利用して自国のリストを

（構造及び内容において）欧州リストに従ったもの
にし、または、多かれ少なかれ欧州リストで自国のリ
ストを置き換えた。ここでは、欧州リストは正真正銘

の援助ツールであったが、問題の諸国すべてで欧
州リストの採用が報告/認定/補償システムの有効
性を伴って同一歩調で進んだわけではないことか
ら、勧告のインパクトはここで詳しく検討されなけれ
ばならない。

新たな職業病の認定
新たに認められた職業病には主として、以下が

含まれる。
アスベスト粉じんによる疾病：アスベストによる心

膜の悪性腫瘍（2006年オーストリア）、胸膜中皮腫
（2006年ギリシャ）、アスベスト粉じんと多環式芳
香族炭化水素の相互作用による肺がん（2008年
ドイツ）、及びアスベスト粉じん吸入による喉頭がん
（2011年チェコ共和国）。

筋骨格系障害：腱炎（ベルギー、公式にはまだ）、
手根管症候群（2003年フィンランド及びアイルラン
ド）、外側上顆炎（2003年アイルランド）、及び不
特定の作業方法による末梢神経系の2つの疾病

（2009年ポーランド）。
がん：クォーツ粉じんによる肺がん（2003年フィン

ランド）、ホルムアルデヒドによる鼻咽頭がん（2009
年フランス）、多環式芳香族炭化水素による肺がん

（2008年ドイツ）、リスト未搭載の既知の職業性発
がん化学物質による腫瘍性疾患（2003年スロヴァ
キア）、珪肺に合併した肺がん（2011年チェコ共和
国）、及び受動喫煙の結果としての肺がん（2005年
デンマーク）。

さらに、多数の国が、認定基準を広げるか（例え
ば、鼻のがんについてAT、アスベストによる肺がん
についてBEとUK、筋骨格系障害、背部障害及び
聴力障害など18の職業病についてDK）、または、
一定の疾病についてより明確に指定するか（例え
ば、腰椎障害についてBE、（肩）関節周囲障害に
ついてFR）、自国の職業病リストにすでに登録され
た疾病の認定基準を変更した。これらの変更で制
限的なものはきわめてまれであった（例えば、チェコ
で胸膜硝子変性について認定基準の制限）。最
後に、その他の変更は、例えば特定の疾病の評価
の方法/ツールの変更など、たんなる技術的調整で
あった（例えば、水害を受けた建物内でカビに曝露

欧州の職業病システム ②
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した労働者の労働関連喘息についてFL、ベンゼン
による白血病とリンパ腫についてCH）。

間近の変化
2か国がおそらく間もなく、自国の職業病リストを

大きく改訂する予定である。フィンランドは、いくつ
かの新たに認められた職業病（とりわけ木材粉じん
による副鼻腔がん及び非喫煙者の慢性閉塞性肺
疾患）を含める可能性について検討しており、また、
ギリシャは、欧州リストを自国の法令に組み入れて、
2008年以来計画されてきた補完的認定システムを
創設することを計画している。
ノルウェーは2008年以来、一定の筋骨格系障害

（上肢、肩及び膝に限定）、（現在は労働災害とし
て認定されている）心的外傷後ストレス障害、及び
職業曝露に起因する出生異常のリストへの包含に
ついて議論している。

最後に、スイスは、主として、アクリル酸塩、脂肪族
アミノ酸、殺菌剤（アルコール、クレゾール、アルデヒ
ド、ビグアニドド及び第四アンモニウム化合物）、及
び合成冷却潤滑剤などの有害な物質のリストから
なる、いくつかの新たな物質の自国リストへの登録
を検討している。

2.3	 職業病の補償に関連した進展
委員会は［…］加盟国が、付録Iには掲載されて

いないが、原因及び性質において職業性が証明で

きる疾病に労働者が疾病に罹患した場合、とりわ

け当該疾病が付録IIに掲載されている場合に、職

業病としての補償についての労働者の権利を、国

の法令または行政規定に導入するための措置をと

るよう勧告する。

職業病は、まず何よりも疾病である。この疾病の
労働者の労働能力に対する一時的または永久的
影響は、それに応じてすべての国において補償さ
れるが、この補償は、疾病/障害保険または職業病
についての特別な保険など、異なる保険システムに
よってカバーされうる。いくつのかの国では、職業病
についての補償を得るために使用者に対して訴訟
を起こすことも可能であり、この可能性はイギリスや

アイルランドなどでは活用されているが、他の諸国
では、きわめて重大な過失または意図的な過ちの
場合にしか用いられていない。

職業病の認定/補償システム及び特別の補償シ
ステム

2.2節でふれたように、本調査対象のすべてに近
い国（29か国中の26か国）は職業病リストをもって
いる。SEは立証システムだけをもち、NL及びISは
法的に職業病を他のいかなる疾病とも法的に同じ
ようにみなしていることから、SE、NL及びISはリスト
を必要としていない。リストをもつ諸国のうち、それ
によって国のリストに載っていない疾病の労働関連
性の認定を可能にする、補完的システムまたは立
証システムももっている国は半分だけである（AT, 
BE, BG, DK, FI, FR, DE, IE, IT, LV, NO, PT, 
CH）。このシステムは、立証責任が保険組織ではな
く被災者にあることから、リスト･システムよりも生来
制限的である。その点でスペインは、国のリストに
載っていない職業病が労働災害として認定されう
ることから、事実上の補完的システムをもっている。

ほとんどすべての国が職業病リストをもっている
とはいえ、それら疾病について特別の補償システ

ムをもっているのはすべてではない（29か国中23か
国）「特別の補償システム」とは、「一般的」疾病に
対するものとは異なる給付を与えるシステムのこと
である。これら23か国では、給付はしばしば多めで
あり、現金給付額は高く、（永久的傷害の場合の）
年金合計の計算方法は被災者により有利であり、
リハビリテーションなど他の給付も提供される場合
がある。特別の補償システムをもっていない6か国

（EE, GR, HU, IS, NL, SI）では、職業病は－及び
労働災害も－別の保険措置の対象とはならない。
疾病及び一時的労働能力喪失は、健康/疾病保
険体制に含まれ、傷害と死亡は関連する年金/死
亡保険規定の対象になる。例えばイギリスなど、他
の国では、疾病または障害の影響を受けたすべて
の者を対象とした追加的な一般的給付がある。

国のシステムの複雑なパターンは以下のように

図解される。
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23か国の職業病補償の特別なシステムには大き
な不均質がある。保険組織の管理方法（公的/民
間、地域/部門別組織）、保険対象の範囲（自営業
者、農民、公的部門労働者、等 に々ついて別体系
または包含）、給付の範囲（職業病の結果だけに
対する補償またはリハビリテーション/職場の適応
に関連した給付も）、現物及び現金による補償給
付の性質及びレベル、使用者に対する民事責任
訴訟の結果損害に対して法によって提供される補
償の補完の可能性の有無、これらすべてが何らか
の分類を困難にしている。

過去10年間における（とりわけ給付に関する）
補償システムの変化
リストの内容、すなわち労働関連性と認定され資

格が与えられ、またそれゆえ補償の資格が与えら
れる疾病に関連した変化については、2.2節で扱わ
れている。

2003年以降、（特定のまたはそうでない）職業病
の補償システムの変化はわずかであった。17か国
では変化は指摘されていない（BG, CY, CZ, DE, 
EE, FI, GR, HU, IS, IE, MT, NL, NO, RO, SI, 
CH, UK）

変化が生じた場合、それらは概してマイナーで
あった。以下のように分類することができる。
・	給付に直接関連した変化
・	 ポーランド、ポルトガル及びスロバニアの給付

の計算方法の変更
・	 給付のレベルの変化：ラトビアの医療費の償

還に関する制限の設定、ポルトガルの長期永

久障害の再評価手続
・	 給付対象の変化：ベルギーのワクチン接種、ポ

ルトガルの被災者のリハビリテーションに関す
る改革

・	 給付の課税取り扱いの変化：フランスでは労
働災害職業病による一時的労働能力喪失を
補償する日掛け給付が所得税の対象になる。

・	 関連給付の創設：フランスでは永久障害率
10％以上の職業病（または労働災害）の認定
が（一定の場合に）早期引退の資格を与える。
この改革は、苦しい労働状況に対する補償を
意図したものである。

・	より一般的に職業病保険に関連した変化
・	 保険対象の拡大：リトアニアでは職業病の合

併症及び遅発影響が職業病と同様に対象と
され、スペインでは保険が自営業者に拡張さ
れた。

・	 特別の問題に絞った変化：オーストリアのアス
ベスト被災者に対する支援の改善

・	 デンマーク、ラトビア及びスウェーデンの保険管
理に関連した制度的変更

・	 フランスの認定の補完的システムに対するアク
セスの改善（リスト外疾病の審査の資格を与
える最低永久障害率の66％から25％への引き
下げ）

・	 ラトビアの永久障害年金と老齢年金との非累
積ルールの設定

・	 アイルランド及びブルガリアの補完的認定シス
テムの設定

最後に、2003年勧告の直前ではあるものの、
2002年に発効したイタリアの労働災害職業病補償
システムは、2008年の職業病リストの大幅拡張と結
びついて、イタリアにおける職業病の認定及び補償
のシステムを大きく変える結果になったことから、指
摘しておくのに値する。

間近の補償システムの変化
5か国が現在、重要性は様々であるが、職業病

の補償システムの変更に取り組んでいる。
フィンランドでは、労働災害職業病保険に関連し

た法令が間もなく改訂される予定であるが、現在の

*	 これら4か国は認定及び報告（被災者に対する特別の給付なし）
のためだけの職業病リストをもっている。

**	 リストなし、特別の補償システムなし。

職業病リストをもつ26か国

EE*

GR*

HU*

SI*

NL**　 IS**

特別の補償システムをもつ23か国
AT	 BE	 BG	 CY	 PT	 CH
CZ	 DK	 FI	 FR	 RO	 UK
DE	 IE	 IT	 LU	 SK			   SE
LT	 MT	 NO	 PL	 ES

欧州の職業病システム ②
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基本原則は維持される。
フランスでは、関係者が数年間、現行の均一な

補償システムから、生理学的損傷と元の作業を行
う能力の喪失が別々に評価されるシステムへの変
更について検討してきている。この議論はいまもな
お話題の的であり、2011年末までにワーキング･グ
ループが組織されることになっている。ドイツでは、
同じ性質の議論が過去10年間行われている。「損
害の精密的評価」（身体的完全性と元の労働を
行う能力の喪失についての損害の別々の補償）に
よって、「損害の抽象的評価」（被災者の収入と職
業病の影響の重度にしたがって計算される年金）
を置き換える改革提案が議論されたが、社会パー
トナー及び政治的意思決定者らの間で合意に至
らなかった。結果的に、「損害の抽象的評価」の原
則を維持するものの、抽象的に計算される年金の
減額、及び、収入喪失の場合だけについての加算
措置による増額によってそれを修正する提案がまと
められている。

職業病補償の特別なシステムが存在しないアイ
スランドでは、2007年のある法律が、職業病は労働
災害と同様に対象とされると規定している。この規
定はまだ、補償の資格を与える職業病リストの創設
を通じて規則に組み入れられていない。

最後に、イギリスでは、国の補償システムにおけ
る疾病の職業起因性の推定及び障害影響の重
度の評価方法に関するルールが、議論されている
ところである。

2.4	 予防に関連した進展
委員会は ［…］ 加盟国が、積極的にすべての関

係者を巻き込み、適当な場合には欧州労働安全衛

生機関経由で情報、経験及びベスト･プラクティスを

交換して、付録Iの欧州リストに述べられた職業病

についての有効な予防措置を確立及び改善する

よう勧告する。

欧州委員会の勧告にしたがって、本調査対象の
大多数の諸国（29か国中19か国）が、勧告の付録
Iに掲載されたような職業病を引き起こす可能性の
あるリスクの予防のための方針を確立し、22か国が

自らリスク予防の優先課題を設定している。
15か国では、筋骨格系障害の予防に優先順位

が与えられている。
職業病リスク予防の優先課題のなかでもっとも多

く現われている他のリスクは以下のとおり。
・	11か国で有害な物質（化学物質及び生物学的

製剤）への曝露
・	9か国で騒音への曝露
・	5か国で呼吸アレルギー及びアスベスト曝露、及

び、最後に、
・	5か国で皮膚疾患

さらに、例えば、振動への曝露（DK、UK）または
ヒュームや粉じんへの曝露（GR、UK）を含め、上述
したもの以外の予防優先課題をもつ国もある。

多数の国で新たなリスクの予防もあり、11か国で
とりわけ心理社会的リスク（ストレス、バーンアウト、
集団的いじめ、暴力など）、5か国でナノ技術に狙い
を定めている。

他の諸国はまた、個人保護具の適切な使用（BE、
BG、EE）、及び中小企業のリスク予防方針確立の
援助の重要性（HU、IE）など、職業リスク予防に
対するより一般的なアプローチにも言及している。
労働における健康及び福祉の促進もあげられた

（GR, IE, SI, UK）。ドイツでは、優先課題のひとつ
は、企業における予防の組織の改善であった。

以下の表は、言及した22か国における現在のリ
スク予防優先課題の概観を要約したものである。
ここでは職業病についての主な国の予防優先課
題だけを記載している。本表は、各国における予
防の取り組みのすべてを掲載しようとしたものでは
ない。

これらの予防優先課題の実施に関する更なる
情報は、グッド･プラクティスの事例を報告する本報
告書の第6章に示されている。

2.5	 目標設定に関連した進展
委員会は［…］加盟国が、認定される職業病、と

りわけ付録Iの欧州リストにあるものの率の低減を

目的として、量的な国の目標を設定するよう勧告す

る。
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加盟国が認定される職業病の率の低減に狙い
を定めた量的な国の目標を確立するという欧州勧
告の要請は、職業病の過少報告（及びそれゆえの
過少認定）に立ち向かうという－欧州でひろく受け
入れられた－必要性と正反対のものと解釈される
可能性があることから、問題がある。

どの職業病またはリスクが予防に優先順位を与えられているか
筋骨格系

障害 騒音 有害物質 呼吸
アレルギー 皮膚疾患 アスベスト 心理社会

的要因 ナノ その他 特定部門に関する
焦点

AT × × ワクチン接種
（B型肝炎） ベーカリー

BE × × × × 個人保護具の適応

CY × × × × 食品・飲料品製造
ベーカリー

CZ ×
DK × × × × 振動

EE × × × ×
調理場の屋内気候
調理場における器
具・手作業の負担

調理場、金属加工、
娯楽産業、ボイラー
室、自動車修理店

FI × ×
FR × × × ×

DE × × × × × × × ×
労働関連健康ハ
ザーズ（高齢化、交
替勤務、訓練不足）

EL × × × × 金属ヒューム、鉛
リサイクル企業、ク
リーニング業、建設
業、家具製造業

HU × × × 地球温暖化による
労働者の負担増

IS × × × 建設業
IE ×
IT × × × 工業部門
LT ×
NL × × × × 物理的ストレス 部門協約
NO × × × × × グリーン・ジョブ
PL × × × 発声障害

PT × × × × 地方自治体、一時
的作業、建設業

SI ×
CH × ×

UK × × × × × × × ×
シリカその他物質曝
露、粉じん・ヒューム・
振動、穀物取扱い

建設業、農業、木工
業、鋳物業

合計 15 9 11 5 5 5 11 5

表1　22か国におけるリスク予防の優先課題

いくつかの諸国は、欧州勧告に厳密に応じて自
ら職業病の件数を低減する目標を設定したが、報
告された職業病の件数は増加した（FI、IS、IT）。

他の諸国は、職業病低減の数値目標の設定は
道理にかなっていないと報告している。例えば、ドイ
ツで組織された特定のハザーズ（すなわち皮膚疾
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患、筋骨格系障害）に関する大きな全国キャンペー
ンは、最初疑われる職業病の届出の増加につな
がり、それらのなかには認定及び補償されたものも
あった。このようなキャンペーンの測定可能な成功
は、短期的には疾病件数の低減を意味せず、給付
の資格に関する届出の増加及び、問題についての
認識やより健康を意識したやり方で働く労働者の
増加はもちろん－情報レベルの一般的な改善であ
る。より長期的に進展を測定した場合にのみ、職業
病件数の減少という結果につながるだろう。また、
改善された予防や改善された関係者の健康意識
は、長期曝露を原因とする多くの疾病に対しての
み有益な影響をもつ。

スイスだけが、近年における職業病の一般的減
少を指摘し、この減少は継続しているようにみえる。
スロバキアは、鉱山部門における筋骨格系障害の
低減というその目標を達成した。

他の諸国は、代わりに自ら、一定のリスクに曝露
する者の数を低減するという目標、または一定の職
業病による欠勤を低減するという目標を設定した。
これらの目標は量的な場合も多いが（DK, FI, FR, 
IC, IT, SK, CH, UK）、すべてというわけではない

（DE, GR, HU, PL）。過去数年間にわたってイギ
リスは、多数の先行指標を含む数々の「目的地目標
［destination goals］」に向けた数値目標から大き
く離れて、「ひとそろい」の測定を用いる進展を測
定するアプローチを開発してきた。

量的であるかどうかにかかわらず、これらの目標
が対象とする主な職業病またはリスクは以下のとお
りである。
・	筋骨格系障害（DK, FR, DE, IS, SK, GR, HU）
・	有害な物質（FR, IT, GR, HU, PL）
・	騒音（DK, GR, HU）
・	呼吸及び皮膚アレルギー（DE, DK, IS, HU, 

PL）
・	労働関連健康ハザーズ（DE）

以下の表［次頁］は、8か国についての数値目標
を要約したものである。

2.6	 職業病の記録及び報告に関連した進展
委員会は［…］加盟国が、原因因子または要因、

医学的診断及び患者の性別に関する情報が職業

病の各事例について入手できるようにするために、

職業病に関する欧州の統計をハーモナイズするシ

ステムに対してなされる取り組みにしたがって、す

べての職業病事例が報告されるようにするととも

に、付録Iの欧州リストと比較可能な職業病に関す

る自国の統計を漸進的に作成するよう勧告する。

報告システム
すべてに近い諸国が職業病を記録するための

国のリストをもっているが、それらの効率は国によっ
て様々である。

その管理（保険組織、省、他の特別機関）、事例
報告の基礎として用いられる基準、及びその目的

（補償、統計、リスク予防）には、大きな相違がある。
職業病を報告するシステムには2つのタイプがあ

り、国の社会保障システムによって管理される認定
及び補償のための請求に基づくものと、独立的なシ
ステムに基づくものである。

大部分の諸国は最初のシステムに入り（いくつか
は排他的に：AT、PT）、他の諸国は第二のシステ
ム、また多くの国では両方のタイプのいくつかの登
録が存在している（例えばFR、IT、UK）。補償目的
の報告システムは通常、国のリストに含まれる疾病
についてだけの事例への限定によって特徴付けら
れ、労働関連疾病の報告システムよりも限定的であ
り、したがって職業病登録が満たすことを期待され
うる警告の役割を果たさない。他方、このタイプの
登録はしばしば、国全体についての統一データ及
び、それが補償請求を反映していることから一定
の側面でより信頼でき精密なデータを含んでいる。

保険機関の外部の登録システムは、その性質に
よって新たな疾病の出現に対してよりオープンであ
り、それゆえリスク予防や疫学/調査研究の必要性
により合致するが、その管理が財政的及び人材的
資源の問題に直面する場合もある。

報告手続は一般的に、職業曝露に関連する可
能性のある疾病のすべての事例を報告することを
法的に求められている医師に基づいている（AT, 
DK, DE, EE, FI, FR, HU, IS, IT, NL, NO, PL, 
PT, ROまたはBE、SIでは産業医だけ）。補償の目
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国 数値目標
デンマーク 以下による欠勤の低減：

－	心理社会テロ労働環境について10％
－	騒音による聴力障害について15％
－	筋骨格系障害の問題について10％

フィンランド 2002～2010年の間に全職業病件数の40％低減、及び2010～2020年の間に10％。達成できず、増加がみられた。
フランス －	とりわけ影響の受ける部門における筋骨格系障害の頻度指標の安定化

－	10万人の労働者の発がん性、変異原性及び生殖毒性因子からの離脱
－	零細企業におけるアスベスト取り扱いリスクの改善。アスベストが存在するなかでのメインテナンス作業について契約

の多い機関の把握。
アイスランド 2009～2012年の間に精神及び筋骨格系障害の5％低減。

達成できなかった（国の財政措置削減）。
イタリア －	「隠れた職業病」の把握

－	職業がん
未達成：職業病件数は増加し続けている

スロヴァキア 鉱業における筋骨格系障害の低減。目標達成。
スイス 一般：職業病件数の低減

目標達成：職業病総件数は継続的に減少
イギリス （以下はより方向性に基づく目標に置き換えられてきている）

－	労働災害職業病による10万人当たり損失労働日の30％低減
－	労働関連職業病事例の発生件数の20％低減
－	労働活動による一般市民の疾病の20％低減
－	一般的疾病発生率の15％低減（2001～2009年）

表2　8か国についての数値目標

的のために、労働者に影響を及ぼした職業病の事
例を報告するのが使用者である場合もある（SE、
CH）。
ドイツは、職業病の事例の報告に健康保険基金

も重要な役割を果たすと指摘する唯一の国である
ことが強調されるべきである。この報告方法は満
足に機能しており、これらの基金は事実上、報告さ
れた事例が健康/疾病保険機関による代わりに災
害保険機関によって肩代わりされることに財政的
利害をもつからなおさらである。

国によって、報告の受け手は保険機関であり、ま
た労働監督機関または職業病登録を処理する他
の機関でもあったりする。

与えられた諸国のなかだけであってさえも、国に
よる登録の多様性は、諸国間の統計の比較を困
難にしている。

過少報告の問題
ブルガリアを除き、すべての国が、職業病の過

少報告の問題を認めるか（BE, CY, CZ, DK, EE, 

FI, FR, GR, HU, IS, IT, LV, LT, MT, NO, RO, 
SI, SK, ES, SE, CH, UK）、または無視していない

（AT, DE, IE, PL, PT）。
過少報告の影響を受ける主な疾病は、デンマー

クでは明らかにがん、オーストリアでは潜伏期間の
長い疾病、フィンランド、チェコ共和国及びイタリア
では多原因疾病（がん、喘息、手根管症候群、皮
膚疾患）、ハンガリーでは筋骨格系障害である。ス
ウェーデン、フランス（とりわけ年金受給者におい
て）、ラトビア（とりわけ一定の産業で）、イギリス、スイ
ス及びスロベニア（以上3か国ではアスベスト関連
疾患を除いて）、すべての疾病が影響を免れない
と考えられている。

過少報告の規模に関しては、この問題について
調査を行ったことがあるのは、がんについてDK、が
ん、喘息、皮膚疾患及び手根管症候群について
FI、3年毎の公式報告のなかでFRと、きわめてわず
かな国だけのようである。過少報告は、ハンガリー
で50～90％、ラトビアで50％、スロベニアでほぼ100％
と推計され、スウェーデン及びノルウェーでは著しい
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と考えられている。ノルウェーでは職業性障害の推
定3％だけが報告され、イギリスでは労働組合会議
が、補償システムに対して資格のある被災者の8分
の1しか疾病を報告していないか、補償を得るため
の法的行動をとっていないと考えている。

この現象に責任があると確認された原因は莫大
である。いくつかは多くの諸国に共通である。

職業病の概念に関する、医師（とりわけ一般開
業医）における知識と情報の欠如はもっとも多くあ
げられた説明のひとつである（AT, DE, EE, FR, 
HU, IT, LT, MT, NO）。この欠点は、被災者及び
一般公衆においてもみられる（RO）。

医師は、報告手続にわずかな関心しかもってい
ないと非難されることが多い（HU, MT, NL, 産業
医についてSK）。報告した事例が認定を行う保険
機関によって職業病と認められるチャンスが少な
い、またはまったく存在ない場合には、報告を差し控
える者もある（BE）。これは、報告システムが認定及
び補償のアプローチに基づいている国の問題を惹
起し、あまり知られていないリスト外疾病/曝露を事
実上除外し、職業病登録を相対的に鈍感で、予防
及び現出しつつあるリスクの発見の目的に対して
わずかな価値しかないものにさせている。

多くの諸国が、報告に関わる者にとって非常に
面倒かつ複雑な手続を遺憾に思っている（NL, 
RO, EE, HU, LT, MT, NO）。いくつかのシステム
は、あまりに多くのステップと関係者を必要とし、それ
ゆえ不快な管理的及び官僚的お役所仕事を生じ
させていることから、適切でないと考えられている。
この問題は、とりわけ補償目的及びリスク予防目的、
または一定のリスクについては特別なシステムさえ
も、職業病報告システムがいくつもある諸国に存在
している。

使用者からの圧力もいくつかの諸国で訴えられ
ており、産業医の独立性の欠如（HU, RO, SI）及
び報告が雇用に及ぼす影響についての被災者の
恐れ（EE, HU, IT, LT, MT）によって明らかにさ
れている。同じ使用者が、自らが報告システムに関
わっていて、保険システムが使用者を訴訟から完
全に守ってはいない場合には、使用者自身がかか
る報告の法的結果について恐れている（HU, IT, 

MT, NL）。
ひとつまたは複数の国からあげられた他の問題

は以下のとおり。
職業病補償のための特別なシステムの欠如

（IS）、または、その相対的魅力のなさ（PL）は、被
災者が報告をするインセンティブにならない。

報告手続への医療システムの関与の欠如をな
げく国もある（スペインの地方自治体及びオーストリ
アの病院）。

スペインも、職業リスク保険システム固有の性質
によって生じている利害の衝突についてもふれてお
り、報告システムの最初の結び目であるMUTUAS
（保険機関）は、相互に競合している。顧客である
企業からの報告件数に関する圧力は、MUTUAS
が疑われる職業病事例を報告する動機付けにな
らないことを意味している。

最後に、国における未申告労働という現象の規
模が、報告システムの適用性に大きな影響を与え
ている（LV）。

報告の積極的なインセンティブ
様々な諸国でみられたインセンティブはきわめて

多様であるが、いくつかは他の国でも適用すること
のできる正真正銘のグッド･プラクティスを示してい
る。

いくつかの諸国では、適切な機関に報告される
労働関連起因性の可能性のある疾病の各事例
について一般開業医に対して謝礼が支払われ、
オーストリアで5.81ユーロ、ドイツで15.22ユーロ、ノル
ウェーで20ユーロ、イタリア及びデンマークでは27
ユーロである。このやり方は現在、チェコ共和国で
検討中である。

いくつかの諸国（例えばBE, CY, DK, MT）は、
オンライン報告手続をもつことが報告を促進すると
考えている。2007年以来、がん登録に現われるデー
タ及び保険機関のデータベースの内容が電子的
に交換され、労働関連起因性の可能性のある種
類のがんに罹患していて、それを保険機関に報告
しようと考えなかったかもしれない者を発見するた
めにクロスチェックが行われているデンマークでは、
情報技術も非常にうまく活用されている。
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職業病の潜在的被災者を把握するための手続
を条件に、報告手続のなかで膀胱がん事例の発
見とその後の潜在的患者への支援の試みを行っ
ているフランス、保険機関の産業医による中小企業
の定期的訪問からなる無料のAUVAsicherプログ
ラムをもつオーストリア、広くいきわたった過去に一
定の発がん物質に曝露した労働者の離職後監視
システムのあるスイスとドイツと、他の諸国でも保険
機関が積極的である。

医師を対象にした数多くの注意喚起及び情報イ
ニシアティブについてもふれておくべきであり、医師
に報告義務を思い出させる（FI）、一定の病院に対
する一定の疾病の事例について系統的に職業曝
露について調査することへのインセンティブ（FR）、
医師及び発見/報告に関係する可能性のある様々
な機関に送付するニュースレター及び職業病につ
いての医師の初期トレーニングの増加（PT）、保険
及びリスク予防機関のウエブサイト上で入手でき
るファクトシートを通じた医師に対する情報の改善
（CH）等々がある。

いくつかの諸国は、自国の報告システムの一定
の特徴が報告を促進していると判断しており、（一
般的な疾病及び障害に対する補償と比較して）気
前のよい補償システムの存在が報告を促進する要
因と考えられている（CZ, DE, DK）。報告システム
が主として医師に基づいているという事実は、手続
の複雑さまたは雇用についての恐れから、自らの事
例を報告する権利を断念することから、被災者を
守っている（AT）。最後に、その予算が報告/認定
された件数に基づいているという点で、報告を促
進することが保険機関の財政的利益になっている

（DK）。
強制的性質の措置も少数の国で存在しており、

労働関連起因性の可能性のある疾病のすべて
の事例を報告する義務を怠った医師に対して罰
金が計画されたり（DK, EE, IT）、オーストリアでは
1995年以来、事例を報告しなかった病院は被災者
に補償を支払うと聞かされている。

2003年以降の記録及び報告システムにおけ
る変化

過去10年間に多くの諸国が、医師及び一般公
衆に対して、職業病及びそれを報告する必要性に
関するよりよい情報を確保するためのイニシアティ
ブを発揮してきた。

他方で、報告システムにおいてはわずかな技術
的変化しか生じていない。

いくつかの報告手続が新たな要因を考慮して
変更された。法令への非リスト職業関連疾病の導
入（BE）、EODS方法論（EE）。

報告されるべき疾病のリストがその内容及び参
照（ICD－10または欧州リスト）について再定義され
た国もある。2007年のCY、2009年のITである。ス
ペインも2007年に、そのシステムをコンピュータ化し、
新たな手続を明確に定義し、また異なるタイプの疾
病について異なるシステムを確立する（認定の基礎
として用いられるスペインのリスト上の職業病につ
いてのCEPROSS、及び労働によって引き起こされ
た非外傷性疾病、すなわちリスト外疾病について
のPANOTRATSS）ことによって、その報告システ
ムを根本的に改革した。

最後に、ルーマニアは最近ようやく報告システム
を確立し（2009年）、いくつかの国は電子的報告シ
ステムを創設した（2010年にDK、2007年にHU及
びES、ノルウェーで進行中）。スウェーデンでは、補
償目的の報告システムが数年中に改訂される予定
である。

2.7	 疫学に関連した進展
委員会は［…］加盟国が、付録IIに掲載された疾

病及び職業性の他の何らかの疾病の疫学に関す

る情報またはデータを収集するためのシステムを

導入するよう勧告する。

この勧告に対して国が対応する可能性は、その
国においてすでに達成された到達水準に依存して
いる。各国報告に示された対応は、表3に示したよ
うに5つのグループにまとめられた。29か国の内の
およそ半数には、付録IIに掲載された疾病及び職
業性の他の何らかの疾病の疫学に関する情報ま
たはデータを収集するためのシステムが現在も存
在していない。しかし、勧告6がかかるシステムをど

欧州の職業病システム ②
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のようにして導入すべきかについてはふれていない
ことから、各国報告者がこの質問に回答することが
難しかった。

利用可能な疫学に関する情報源
労働に関連した健康リスクに関する疫学データ

については、複数の情報源がある。それらは以下
のように分類することができる。
a.	 疑われる及び認定された職業病に関する標
準化されたデータ

b.	 他の社会保障情報源（健康、退職、失業保
険）からの標準化されたデータ－SoSe

c.	 労働に関連したスクリーニング及び身体検査
からのデータ

d.	 曝露評価からのデータ
e.	 曝露と健康リスクに関する労働に関連した一
般的調査（アンケート･データ）

f.		 疫学的調査研究
［次頁表4参照］

労働関連健康リスクに関する疫学データの潜
在的情報源のすべてを利用しているのは少数の
国にとどまった（ｎ＝9）。いくつかの報告は、労働者
のスクリーニング及び身体検査は頻繁に実施され
ているが、これらの検査の結果は疫学的調査研究
には活用されていないと指摘した。疫学データの
様 な々情報源を利用していたとしても、各国報告者
の「公式のシステムは現実には存在していない」と
のコメントにみられるように、必ずしも系統的なアプ

ローチが存在していることを意味しない。

疫学的システムの長所及び短所
疫学的調査研究に基づいたシステムを利用して

いる諸国は、それらの調査研究の綿密な分析の可
能性を高く評価した。しかし、短所として、このアプ
ローチによっては一般的な概観が得られないこと
が指摘された。主として職業病統計に頼っている
諸国では、過少報告及び診断する医師の資格の
欠如が、短所としてもっとも多く指摘された。

2.8	 調査研究に関連した進展
委員会は ［…］ 加盟国が、職業活動に関連した

疾病、とりわけ付録IIに掲載された疾病及び労働に

関連する心理社会的性質の障害の領域における

調査研究を促進するよう勧告する。

職業病の背景に関連する現在の調査研究の優
先課題

調査研究の優先課題は、十分な調査研究のイ
ンフラが利用可能な場合にのみ設定される。これ
は、すべての国には当てはまらない。このインフラを
欠いている諸国は、例えばCZ、EEである。12か国
では、明確な調査研究の優先課題は設定されてい
ない。大部分の他の諸国については、実際の調査
研究が優先課題として考慮されているか、あるい
は調査研究の優先課題が一定の調査研究期間
についての計画の公式化によって決められている
のか、各国報告からはきわめて明らかでなかった。
フランス及びノルウェーについてだけは、調査研究
の優先課題が計画によって定められていることが
明らかであった。ノルウェーは、10年間について3つ
の調査研究領域が定められ、明らかな優先順位
が与えられており、労働安全衛生における調査研
究戦略にもっとも焦点を当てている国のようである。
大部分の諸国では、労働安全衛生調査研究の優
先課題について国の計画がないのは、調査研究
を促進するためのように思われる。少なくとも7か国
で、筋骨格系障害、皮膚炎及び心理社会的労働
条件が、優先課題を与えられた3つの調査研究領
域である。［次頁表5参照］

勧告6「疫学」に対する対応 国
進んだシステムを導入済み
で、勧告は適用されない

NL, DK, FIN, FR, IE, NO, 
SE, UK

導入済みのシステムをさらに
改善

CH, DE, HU, IT

新しいシステムの導入
システムを準備中 CY
そうするよい理由がある場合
であっても－取り組みなし

AT, BE, BG, CZ, EE, GR, 
LT, LV, MT, PL, SK, SI, 
ES

不詳 IS, RO

表3　勧告6に対する回答
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労働に関連する心理社会的性質の障害に関す
る2003年以降の調査研究

2003年以後、23か国で、労働に関連する心理
社会的性質の障害に関する調査研究が新たに着
手または強化された（AT, BE, CY, CH, DE, DK, 
ES, EE, FI, FR, HU, IS, IE, IT, LT, MT, NL, 
NO, PL, RO, SI, SE, UK）。各国報告からは、実
施された調査研究の質やインパクトの評価をするこ
とはできない。フィンランドでは、調査研究は、労働

における福祉を改善する心理社会的要因に焦点
が当てられた。したがって、焦点は、もはや健康リス
クだけではなく、健康のポテンシャルでもある。

現出しつつあるまたは新たな職業リスクの領域
で実施された調査研究

およそ半数の諸国で、現出しつつあるまたは新
たな職業リスクの領域で調査研究が実施された

（AT, CH, DE, DK, EE, FI, FR, IT, LV, MT, 

国
a）疑われる及び認定
されたものに関する
標準化されたデータ

b）他の社会保障
情報源による標準
化されたデータ

c）労働関連スクリー
ニング及び身体検
査に因るデータ

d）曝露評価による
データ

e）曝露及び健康
リスクに関する労働

関連一般調査
f）疫学調査

AT ＋ ＋ － － － （＋）
BG ＋ ＋ ＋ ＋ － ＋
BE ＋ ？ ？ ＋ ？ ＋
CY ＋ ？ － － － －
CZ ＋ － － － － －
DE ＋ ＋ （＋） ＋ ＋ ＋
DK ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋
ES ＋ － － － － （＋）
EE
FI ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋
FR ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋
GR － － － － － ＋
HU ＋ ？ － － ＋ ＋
IE ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋
IT ＋ ？ ＋ ＋ ＋ ＋
LV ＋ － － － － ＋
LT ＋ － － － － ＋
MT ＋ － － － － ＋
NL ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋
NO ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋
PL ＋ ？ ？ ？ ？ ＋
PT （＋） ＋ ＋ ＋ ＋ ＋
RO ＋ ＋ － － － －
SE ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋
SI ＋ ＋ － ＋ （アスベスト） － ＋
SK － － － － － －
UK ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋

表4　各国で用いられている疫学データの情報源

可能性のある回答：はい ＋、部分的 （＋）、いいえ －、不詳 ？

欧州の職業病システム ②
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NL, NO, PL, SE, UK）。
ナノ粒子に付随する潜在的リスクに関する調査

研究がもっとも多く指摘された（AT, CH, DE, FI, 
FR, IT, LV, NL, NO, PL, UK）。

夜間勤務とがん、電離放射線や電磁場が引き起
こす潜在的健康リスクは、各 3々か国によってふれ
られた（DK, NL, DE及びFR, IT, UK）。

現出しつつある職業リスクを監視するための超
国家ネットワーク（MODERNET）が創設された。こ
のネットワークは、マンチェスター大学、フィンランド国
立労働衛生研究所（FIOH）、ミラノ大学、プラハの
国立研究所及びグルノーブル大学がオランダ職業
病センターとともに組織したもので、いまでは他の国
も数多く参加している（くわしくは6.4参照）。

本報告書の第7章はもっぱら新たな職業リスクに
あてられている。

2.9	 職業病の診断に関連した進展
委員会は［…］加盟国が、とりわけ委員会によっ

て発行される職業病の診断のための通知を考慮

に入れて、自国のリストに含まれた職業病の診断

を援助する文書が広く流布されるようにするよう勧

告する。

職業病診断ツールの質
多くの諸国で、職業病の診断を援助するための

ツールは保険機関から出されている（例えばAT, 
DE, DK, FR, IT, CH）。

これらは大部分は、何よりも被災者から提出され
た事例の認定手続において保険機関の専門家に
とって有用な、評価のためのハンドブック、ガイドライ
ン及びプロトコルである。それらは保険機関のウエ
ブサイトを通じて一般（また、したがって一般開業
医及び労働者）が入手できるようにされている場
合もあり、論理的に知識の幅広い流布を許している

（BE, FR, CH, DE）。それらは、国のリスト上のす
べての職業病（FI, FR, IT, NO, UK）、あるいは少
数の特定の疾病（BE, DE, NL, RO, SI, SE, CH）
を対象としているかもしれない。これらのツールは、
職業病認定の国のリストの変更にしたがって、定期
的に更新されている。

いくつかの諸国では、職業病リスト自体が、補
償の資格のある疾病の診断の要因を含んでいた
り（例えばBG, CZ, DK, FR, PT）、または労働省
の諮問委員会によって編集された、掲載された

回答 国
なし、または不詳 AT, BG, CY, ES, EE, GR, 

IS, IE, LV, MT, PT, SK
ある NL, BE, CH, （CZ）, DK, FI, 

（HU）, DE , IT , LT , NO , 
PL, RO, SI, SE, UK

例
機械的リスク及び筋骨格系
障害

BE, NL, DK, EE, FI, FR, 
DE, NO, PL, SE

騒音 FR, HU
ラドン曝露労働者 DE, UK
太陽紫外線曝露及び皮膚が
ん

CH, DE

伝染性疾患及び生物学的リ
スク

BE, NL, CH, HU, FR, HU, 
NO, CH, DE

皮膚炎 BE, CH, HU, FR, EE, DE, 
HU, SE, CH

実現可能性及び応用調査 CH, DE
ナノ粒子 （CZ）, FR, PL, CH, DE
夜間交代労働と健康（心血
管系、乳がん）

DK, DE

心理的、社会的及び組織的
労働条件

BE, DK, FR, DE, NO, SI, 
SE, UK

高齢化 FR, DE, SE
リプロダクション・ヘルス FR, SE, UK
バイオモニタリング HU, DE
化学物質曝露 GR, FR, NO, PL , DE
職業がん FR, IT, DE
廃棄製品及びリサイクル FR, DE
アスベスト LT, RO, SI, CH, DE
職場予防、労働安全衛生提
供の有効性及び効率性

PL, SE, UK, DE

移住労働者、保護されていな
い労働者（例えば農民）

PL, SI, DE

労働復帰、リハビリテーション CH, DE
生殖能力 UK, DE

表5　国別の調査研究の優先課題

（　）　国の計画にはあるが、調査研究キャパシティが限られる
*　職業病に関する国の調査研究優先課題の主なものしか示されて
いないことに注意、本表は各国において実施されている調査研究の
すべてを示そうとしたものではない。
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特定の職業病ごとに特別の補足が存在している
（DE）。

保険に関連した診断ツールに加えて、または代わ
りに、労働医学会（CZ, LV, RO）または様 な々医学
分野の専門家グループ（DE）、保健または社会問
題省（CZ, EE, LT, RO）、または職業病を専門とす
る国の機関（FI, HU, NL, PL, SE）など、他の機関
がそのようなツールの発信者である場合もある。

少数の国は、明らかに特別の診断ツールをもって
いない（GR, IS, SE）。

最後に、勧告が加盟国にそうするよう促している
ように、かなりの数の諸国が、欧州諸国の知識と経
験を活用している。これは、ドイツのDGUVが2007
年に作成した「職業医学における予防－職業医学
検査ガイドライン」と題した文書を活用しているキプ
ロス、デンマークの職業性腰痛についての基準な
ど様々な外国のツールを活用しているラトビア、産
業医に系統的なトレーニングコースを提供するエス
トニア－フィンランド合同プログラムを支持している
エストニアの場合である。

キプロスとスペインの2か国は現在、職業病の診
断基準に関する国のガイドラインを起草中である。

EU「職業病に関する情報通知」の役割
いくつかの諸国は、委員会によって2009年につく

られた「職業病に関する情報通知：診断ガイド」と
題された文書を活用している（CY, HU, それが使
われている唯一のツールであるMT, LV, NL）。

他の諸国は、このガイドをそのようなかたちでは
使っていないが、自国のツールが同様の原則にした
がっていると強調している（NO, UK）。いくつかの
国はこの文書を知らないことを認めている（FR）。

2.10	 統計に関連した進展
委員会は［…］加盟国が、とりわけ欧州労働安全

衛生機関が設立した情報ネットワークを通じて、国

レベルで認定された職業病に関する統計及び疫学

的データを委員会に送るとともに、関係者が利用で

きるようにするよう勧告する。

2003年以降に実施された統計的背景における

主要な進展にふれることは重要であり、それは、共
同体の公衆衛生及び労働安全衛生統計に関する
2008年12月16日の欧州議会及び評議会規則（EC）
1338/2008が2008年に発効することである。http：
//eur-lex.europa.eu/LexUriServ/LexUriServ.
do?uri=OJ：L：2008：354：0070：0081：EN：PDF これ
は付録Vのなかで、そのうえにEUROSTATが統計
的基礎を打ち立てる定義を示している。
「職業病の事例は、職業病の認定に責任を有

する国の機関によって認定された事例と定義され
る。職業病事象及び職業病による死亡についての
データが収集されなければならない。」

労働関連健康障害及び疾病は、労働条件に
よって引き起こされ、増悪または共同で引きこされる
可能性のある健康障害及び疾病である。これには
身体的及び心理社会的健康障害が含まれる。労
働関連連健康障害及び疾病の事例は、当局によ
る認定に言及する必要はなく、関連データは欧州
健康インタビュー調査（EHIS）または他の社会調
査などの既存の人口調査から収集されるべきであ
る。

職業病の定義は、職業病勧告第2条で認められ
ている自国の方針に関する加盟国の主権を反映
したものである。共同体統計規則が何らかの職業
病勧告の採択によって明確に支持され、将来の職
業病統計の基礎を形成することが重要である。そ
れがよりよい国及びEU規模の統計の基礎を形成
することができるのに、各国報告が同規則に低いレ
ベルの関心しか示していないようにみえるのは残念
なことである。

各国報告は、2か国だけを除き（CY, MT）、信頼
性は様々であるが認定された職業病に関する多
かれ少なかれ信頼できるデータが各国について入
手できることを示している。いくつかの諸国では、そ
れらのデータは自国の言語で入手できるが、EUの
主要言語ではない。疾病別の認定/疑われる職業
病の請求に関するデータは、14か国で入手できる。

いくつかの理由のために、職業病の国の統計を

比較することは困難である。

欧州の職業病システム ②
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国/年 難聴 中皮腫 皮膚病 喘息 職業病合計 （被保険）労働者数
オーストリア
（2009）

883 122 245 191 1,848 （AUVA）：N＝3,204,737

ベルギー
（2010）

441 88 65 67 1,440 N＝2,400,000

ブルガリア
（2009）

7 0 0 1 116 N=2,696,109

キプロス
（2009）

1 1 0 0 3 N（労働力人口）＝390,500

チェコ共和国
（2009）

16 9 140 66 1,236 N＝5,000,000

デンマーク
（2010）*

1,153 87 1,696 記録されてない 5,169 N （2009） ＝2,831,100

エストニア
（2010）

7 0 5 6 104 N（労働力人口）＝668,290
N（被用者）＝570,000

フィンランド
（2009）

1,119 55 （約） 443 （約） 148（約）
呼吸器疾患

3,057 N＝2,460,000

フランス
（2009）

1,048 586 記録されてない 222労働関連
鼻炎/喘息

49,341 （CNAMTS）N（民間部門
被用者）＝18,460,000

ドイツ
（2009）

5,379 1,030 586/9,628** 508 16,078
/25,570**

（DGUV）N（民間及び公共
部門被用者）＝38,500,000

ギリシャ
（2003-2009）

記録されてない 記録されてない 9（接触性
皮膚炎）

2 19 （IKA-ETAM）N＝1,850,673

ハンガリー
（2010）

34 4 15 0 274 N（2009年被用者）：
2,660,713

アイスランド
（2009）

0 0 0 20 4 N＝167,000

アイルランド
（2009）

0 1 9 5 23 N＝2,578,000

イタリア
（2009）

2,636 875 372 137 12,551 INAILN（工業及び
サービス業）＝17,628,963

ラトヴィア
（2009）

306 1 10 48 2,842 N＝937,600

リトアニア
（2010）

73 0 6 7 390 N=1,343,700

マルタ 労働関連災害についてのデータはあるが、職業病についてはない（2009年に12件の中皮腫事例）
オランダ
（2009）

4,619
報告件数

193
2010年

補償件数

189
報告件数

94
胸部及び呼吸
器障害報告件

数

9,856
職業病報告件

数

N（2010年被用者人口）＝
7,400,00

ノルウェー（雇用
社会福祉行政
登録2007年）

347 記録されてない 記録されてない 記録されてない 914 N（労働力人口）＝2,100,000

ポーランド
（2009）

261 17 104 52 3,146 N＝14,037,200

ポルトガル
（2009）

327 1 76 64 3,320 N＝5,595,000

ルーマニア 統計はルーマニア語のみ

表6　2009年における職業病認定件数に関する統計
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・	職業病の数字は共通の現実を示してはいない。

認定された件数 （別表の大部分の統計） または

報告された件数（労働災害職業病に対する特別

の保険のない国の場合）である。

・	職業病の過少報告の問題は国によって様々で

ある。これは、認定の条件がすべての国でほと

んど同じである疾病について、被保険人口に対

する認定件数の比率によって、 みることができ

る。実際、認定システム間の相違を取り除けば、

各国間に最大の相違をもたらすのは報告慣行

である （実際に疾病を報告する一般開業医や医

学専門家の知識、報告システムの有効性、被災

者の認定手続に対するモチベーション、など）。

・	認定システム （及びとりわけ国のリスト及び診

断、曝露の程度、なされた仕事等に関する認定

基準の内容）が国によって著しく異なる。

・	国の経済活動の特性（農業、工業、サービス業）

もまた、報告及び認定される職業病の件数及び

種類に影響を及ぼす。また、数字の下に横たわ

り、影響を及ぼす、哲学的及び文化的相違もある

かもしれない。

与えられた諸国における職業病の認定件数の
低さを指摘することは、かかる職業病の不在の兆
候でも、首尾よい予防の証明でもない。同様に、いく
つかの国でよく確立された発見システム及び一般
公衆に対する情報システムがしばしば、報告件数/
認定件数の大きな増加を説明している。

にもかかわらず、将来の大きな傾向を抽出する
のに、比較検討はなお有用である（中皮腫件数の
最終的低減、RSI件数の増加、など）。また、この比
較が警告及び必要な説明を伴っていることを条件
に、欧州でもっとも頻度の高い疾病は何かを推定
すること、または単純にいくつかの国における報告
システムの機能上の問題点を診断することは可能
である。

また、すべての国の職業病補償システムにおい
て、認定の条件が相対的に同一のいくつかの疾病
について比較検討することも有用である（例えばア
スベスト粉じんによる中皮腫）。

最後に、納得のいくデータに基づいて比較及び
議論をしようとするのであれば、（保険機関によって
認定された事例をいう）認定データだけでなく認定
請求に関するデータも入手すべきである。また、よ
りひろく、存在している場合には、各国の労働関連
疾患報告システム（国で適用される保険の基準を
考慮することなく、労働関連性が疑われる事例で
ある）、がん登録、労働力人口調査、科学的調査研
究及び分析、及び医学専門家から得られるデータ
も検討すべきである。このようにして、一連の統計
を集めることによって、職業病及び労働関連疾患
の件数、率及び傾向のより明確な見識を得て、取り
組みの優先課題を確認する可能性を増やすこと
ができる。

2.11	 注意喚起に関連した進展

*　出展：EUROGIP
**　最初の数字は職業病として公式に認定された件数、第二の数字は職業起因性は確認されたが、保険基準のすべては満たしていない事例に
対応。後者の事例では、被保険者が増悪を予防できるようにする二次（個人）予防措置などの種類の給付が保険機関から支給される。

国/年 難聴 中皮腫 皮膚病 喘息 職業病合計 （被保険）労働者数
スロバキア 統計はスロバキア語のみ、データ･アクセスには国立健康情報センターの許可が必要
スロベニア
（2010）

1 4 10 10 44 N＝818,975

スペイン
（2009）

1,415 16 1,136 283 16,850 N＝15,680,700

スウェーデン 統計データの添付なし
スイス
（2009）

1,021 84 660 120 3,590 N＝3,867,440

イギリス（2009
/2010）

210 1,900 70 130 6,780 N＝23,700,000

欧州の職業病システム ②
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委員会は［…］加盟国が、とりわけそれら疾病に

ついての知識及び診断の改善を目的に医療スタッ

フにおける注意を喚起することによって、職業病の

予防における国の医療システムの積極的役割を

促進するよう勧告する。

他の国では－別の機関である－職業医学監視
システム－がその任務に対処し、予防においても重
要な役割を果たしている一方で、いくつかの諸国で
は、国の医療システムが唯一職業病を発見するこ
とのできるものであるように思われる。前者の場合
であっても、国の医療システムの注意を喚起するこ
とはきわめて有用である。

2003～2010年の期間に、大部分の諸国が注意
喚起の取り組みを実施（n＝20）または計画（n＝2）
している。労働安全衛生専門家のトレーニング（n
＝14）、一時医療提供者の資格認定（n＝9）、及び
職業病に関する実際的ガイダンスの発行（n＝10）
がもっとも多く言及された取り組みであった。国レベ
ルにおける注意喚起キャンペーンが、5か国で実施
された。ある国（AT）では、中小企業に向けて、労
働安全衛生に関する助言へのアクセスの奨励が
行われた。これは、労働安全衛生専門家の貢献が
不十分な活動領域における、革新的なアプローチ
とみなされるかもしれない。

ある国（LT）では、健康診断を行うために、医師
は労働安全衛生トレーニングを受けなければならな
いものとされている。これもまた、一時医療提供者
の認識を改善するための強力なツールとみなされ
るかもしれない。

2.12	 結　論
勧告の様 な々諸国の職業病システムに対するイ

ンパクトを直接測定することは困難である。しかし、
現在存在しているシステムの概観は、補償システム
の、また職業病の報告及び記録システムについて
は一層の、大きな相違を示している。しかし、この不
均質性は、リスク予防の優先課題においては、それ
ほどはみられない。

現在及び近い将来予定されている変化の概観
は、職業病分野における欧州の大きな多様性を示

しており、それはとりわけ最近欧州連合に加盟した
諸国にみられる。それらの多くの国では、勧告の付
録I及びIIの職業病リストが有用な参考ツールであ
ることが証明された。他方、職業病の予防、登録及
び補償のシステムが古くから存在している諸国で
は、観察された変化は共通の欧州システムに向け
て収束してはいないように思われる。

その職業病システムの成熟度及び効率性にか
かわらず、すべての加盟国が、例えば過少報告、
国の医療システムのすべての関係者における注
意喚起の必要性、多原因疾患、及び新たなリスク
を発見する困難など、同じ課題に直面してい
る。

回答 国
回答なしまたは不詳 CZ, DK, IT, MT, PT, RO
取り組みを計画 BE, GR
はい AT, BG, CH, CY, DE, EE, 

FI, FR, HU, IS, IE, LV, LT, 
NL, NO, PL, SK, SI , SE, 
UK

例
学生の医学教育 DB, DE, NL, NO, SE
労働安全衛生専門家のトレー
ニング

BE, BG, CH, DE, EE, FI, 
FR, HU, IE, LV, NL, SI, SE, 
UK

医療労働者向けの感染予防
及び妊娠衛生のクイックチェッ
ク

NL

一般開業医、労働者の予防
的医学検査を実施する医師
及び労働医学サービスの医
師のための職業病に関する
実際的ガイダンス

BE, BG, CH, CY, DE, FR, 
HU; IS, SE, UK

医師向けのオンライン情報 FR, HU
アスベスト曝露登録 AT
小企業向けの労働安全衛生
助言の無料提供

AT, DE

テレビ･スポット広告、マスメ
ディア

GR, PL

注意喚起キャンペーン DE, LV, NO, PL, SE
ワクチン接種プログラム SK

表7　国別の2003～2010年の間に職業病
予防における国の医療システムの積極的な
役割を促進するためにとられた措置
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アスベスト禁止をめぐる世界の動き

アスベストの全面禁止だけがアスベスト関連疾患をなくす
Press Release, Finnish Institute of Occupational Health

業指示が厳格に順守されなければならない」とオク
サは強調する。

フィンランドでは毎年600人がアスベスト起因疾患
を診断されている。これらのうち100～150はがんを
発症している。もっとも多いアスベスト起因疾患は、
肺がん、中皮腫、及び石綿肺である。中皮腫の世
界的流行は毎年5％の率で増加している。

健康を経済に優先

その危険性にもかかわらず、毎年世界で約250
万トンのアスベストが使用されている。とりわけ、そ
の危険性が十分には知られておらず、人々が自ら
を適切に守る方法を必ずしも知っていない、開発
途上諸国で使用されている。
「アスベスト関連死は、WHOが勧告しているよう

に、アスベスト使用の禁止によって予防することので
きるものである」と、日本の産業衛生大学の高橋謙
教授は言う。
「開発途上諸国が、われわれが過去におかした

のと同じ間違いをしつつあるのをみるのは心が痛
む。これは部分的には無知の問題であり、部分的
には曝露と病気との間の20～50年の潜伏期間の

アスベスト起因疾患は世界で毎年10万件の死
を引き起こしている。フィンランドでは、この数字は
100である。アスベストの新たな使用は、フィンランド
を含む大部分の工業化諸国では禁止されている。
しかし、多くの開発途上諸国ではいまなお一般に
使用されている。アスベストが使用されている国で
は、疾病率は増加している。アスベスト関連疾患の
監視及び調査に関する国際会議は、アスベストは
世界中で禁止されるべきだと勧告する。
「アスベストの安全使用は存在しない」とフィンラ

ンド労働衛生研究所（FIOH）主任医師パヌ・オク
サは思い出させる。

今日フィンランドで曝露が生じる可能性があるの
は、古い建物を改築する際に適切にアスベスト除
去が行われなかった場合だけである。アスベスト除
去作業はライセンスの対象であり、特別の訓練を受
けた者によってのみ行うことができる。除去作業が
適切に行われれば、曝露のリスクはわずかである。
「アスベスト起因疾患の例外的事例は、不幸にも

アスベストの微量でも有害な性質がいまなおフィン
ランドにおいてでさえ完全には理解されていないこ
とを示している。曝露を避けるためには、防護と作
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ために開発途上国がアスベストの危険性をまだ経
験していないことによる」と彼は話す。

アスベストの輸出者は、アスベストの新たな使用
の禁止によって欧州などの以前の市場を失ったた
めに、いまやその販売を開発途上諸国に向けてい
る。
「アスベストの危険性は北アメリカではよく知られ

ており、その使用は厳格に規制されている。しかし、
産業の利益が重みを持っている。例えば2012年
にケベックでは、地方当局が20年間の操業を可能
にする貸付補償を提供することによって、閉鎖され
るべきカナダ最後の2つの鉱山の再開を決定した。
幸運なことに、この決定は撤回されたが」と、トロント
大学名誉教授のアンソニー・ミラーは述べた。

危険性低減に協力する世界の研究団体

人々の生命のために闘うひとつの道は、アスベス
ト曝露の評価とアスベスト起因疾患の診断のため

に使われることを意図した専門家による勧告文書
であるヘルシンキ・クライテリアである。それは30人
の専門家の熱心な協力によってアップデートされ
た。以下の4つの領域に焦点をあてている。
1.	 アスベスト関連肺がんのCTスクリーニング
2.	 アスベスト関連がんの診断及びフォローアップ
3.	 新たなアスベスト関連疾患のエンティティ
4.	 病理及びバイオマーカー
同文書とその勧告は、フィンランド・エスポーにお

ける2014年2月10-13日のアスベスト関連疾患の監
視及び調査に関する国際会議で最後のチェックを
受ける。その焦点領域及び勧告は本として、また
FIOHウエブサイト上で電子的に出版される予定
である。要約が2014年春出版のスカンジナビア労
働環境衛生ジャーナルに掲載される。
※http://www.ttl.fi/en/press/Pages/

press7_2014.aspx

アスベスト関連疾患の管理及び根絶に関するヘルシンキ宣言
Helsinki Declaration, 2014.2.13

一次予防

2.	 一次予防は、ARDsを根絶する唯一の有効な
方法である。われわれは、あらゆる種類の既存ア
スベストの流通はもちろん、アスベストの採掘、加
工、製造、何らかの物質または製品への含有、使
用及び貿易の世界的禁止に対する支持を確認
する。われわれは、世界的禁止の実行に向けた
国際的共同行動を呼びかける。アスベストに対
する安全な代替物質の入手可能性及び実現可
能性に関する情報は、必要とするすべての者が
アクセスできるようにされるべきである。

3.	 われわれは、既存の構造物（建設及び工業）
及び社会インフラからのアスベストの除去及び廃
棄物処理におけるリスクの予防及び労働者の有
効な防護のための方針、規則及び慣行を要求
する。また、産業災害、自然災害その他の災害な

2014年2月10-13日にフィンランド・エスポーで開催さ

れたアスベスト関連疾患の監視及び調査に関する

国際会議で採択

アスベスト関連疾患（ARDs）の監視及び調査に
関する国際会議に参加したわれわれは、以下を宣
言する。
1.	 国際専門家グループによる2年間の準備プロ
セス及び2014年2月10-13日の最終会合によって
アップデートされた2014年版コンセンサス・レポー
ト：アスベスト、石綿肺、及びがん：診断及び特定
のためのヘルシンキ・クライテリアは、ARDsの管
理及び根絶のための手法に関する最新の情報
を要約したものである。レポートは、ARDsの発
見、診断及び特定のための計画及び実務に活
用されるよう推奨される。
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ど重大な危険事態に生じる可能性のある曝露
に対する備えも確保されるべきである。

4.	 公共医療サービス及び労働安全衛生に関わ
るすべての専門家に、ARDSの予防、認識及び
診断に関するトレーニングが提供されるべきであ
る。建物の所有者や社会全体はもちろん、関係
する当局、使用者及び労働者は、トレーニングを
受け、アスベストの危険性、ARDsのリスク及びそ
の予防と根絶について知らされていなければな
らない。

規則

5.	 現在及び以前の職業のなかでアスベストに曝
露する/した労働者を把握するために、潜在的
アスベスト曝露の監視が構築されるべきである。
関係当局は、アスベスト曝露労働者、その職業、
雇用部門及び曝露歴の系統的登録を確保すべ
きである。個人情報の登録及び記録の保存の
ための適切な規則及びグッドプラクティスが遵守
されるべきである。

6.	 多くの諸国で、アスベスト曝露労働者の健康
調査が法律によって定められている。ARDsの
長い（50年を超えるものもある）潜伏期間を考慮
して、曝露が終わったのちも、また職を変えたり退
職した労働者においても、健康監視が継続され
るべきである。曝露労働者は監視の性格及び目
的について十分に知らされる必要がある。それ
が労働者に何らかの費用または所得の喪失をも
たらしてはならない。健康監視データの記録は、
良好なデータ保護慣行の規則及びガイドラインに
したがって整理され、適切な期間保存されるべ
きである。

健康調査及び診断

7.	 医学的、法的及び社会的理由から、ARDs
は、疾病発症の可能な限り早い段階において診
断されるべきである。これは、疾病及び障害に対
する補償はもちろん、インフルエンザや肺炎球菌
感染症に対する免疫などの適用可能な予防及
び治療機会の適切な活用、及びアスベストの健
康に対する悪影響の最小化のために重要であ
る。生物医学研究及び技術においてなしとげら
れつつある進歩は、より早期の疾病の発見及び

管理のためのより感度のよい、信頼できる手法に
よい機会を提供している。

8.	 新たな科学的証拠は、喫煙に関連した肺がん
のリスクの高い者をスクリーニングすることの健
康上の利益に対する支持を提供している。かか
るスクリーニング・プログラムはまた、アスベスト曝
露歴のある労働者にも推奨される。スクリーニン
グは、肺がん死亡率の評価のできる、継続的品
質管理をともなった組織的スクリーニング・プログ
ラムのなかで実施されるべきである。

登録

9.	 ARDsに関するデータの系統的収集は、十分
な情報に基づいた労働衛生方針、予防及び治
療の慣行、及びARDsの補償にとって重要であ
る。診断されたARDsは、国際的ガイダンス（ILO
実施基準、ICD11）に基づき、国の法律及び慣
行にしたがって報告及び登録されるべきである。
研究及び協力

10.	 アスベスト曝露の分布及びレベル、アスベスト
関連がんの発生に関する疫学的研究、早期診
断手法のさらなる開発、及びアスベスト関連疾患
の経済的評価に関して、一層の研究がなお必
要である。フォローアップ、アスベスト関連疾患の
スクリーニング、及び世界的アスベスト疾患の流
行の予防及び管理のための研究における国際
協力が必要とされている。
アスベスト関連疾患の流行が開発途上諸国で

繰り返されるのを防ぐためには、新たなアスベストの
使用をやめることが不可欠である。世界保健機関

（WHO）、国際労働機関（ILO）及び国際労働衛
生委員会（ICOH）によって導かれているように、す
べての国におけるアスベストの世界的禁止の拡張
及び実施、及び現在曝露している労働者の防護
のために、われわれ自身が全力をささげるとともに、
労働安全衛生、環境及び公衆衛生に関係するす
べての科学的及び専門的団体、政府間及び非政
府組織に力を合わせるよう呼びかける。

アスベスト関連疾患の監視及び調査に関する
国際会議組織委員会委員長　Harri Vainio

国際労働衛生委員会会長　小木和孝

アスベスト禁止をめぐる世界の動き
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柚岡明彦いわき市平薄磯③

花束を持った女性がいた。
声をかけると、いわき市平薄磯の海岸から7～8

㌔内陸側にある馬目抄子さん（31）だった。2011年
4月2日、津波でめちゃくちゃになった薄磯の集落を
歩いていた。

いわき市郷ケ丘に住んでいる馬目さんの家族に
とって、ここ薄磯で海水浴をするのが夏の定番だっ
たという。
「この海といっしょに育ったようなものです。ここ

は波もいいと有名で、夏になると関東からもたくさん
サーファーが来ていました。みんな路上駐車をして
泳ぐので駐車禁止ってのがいっぱい書いてありまし
た。サーフショップもたくさん並んでいて」

鈴木文子さん（67）は薄磯集落の住民だ。3月11
日は自宅2階にいた。揺れがおさまるのとほぼ同時
に家の外に駆けでた。家の近くを流れる川のブロッ
クが崩れ落ちた。津波が来るなんてことは頭にまっ
たく無かった。自宅から十数㍍には防災無線のポー
ルがたっていたが、そこから何かが聞こえた覚えも
なかった。「何しているの。危ないから避難しなさい」
と集落内にある中学校の教頭先生から声をかけら
れ、やはり集落内にある豊間小学校へあわてて逃
げた。海水は校庭まで入ってきた。逃げろと声をか
けてくれた教頭先生は「命の恩人だ」と言う。

鈴木さんは、薄磯集落から北へ十数㌔にある四
倉町の出身だ。1966年にいわき市に吸収合併され
た町だ。漁師だった夫と1971年に結婚。結婚後に
夫は船をおり、薄磯集落にあるカマボコ工場で働
いていた。鈴木さん自身も38年間、集落内の別の
カマボコ工場で働いていた。父博さん（67）、母タイ
子さん（61）、長女美空ちゃん（4）を津波でなくした
鈴木政貴さん（33）＝前号と前々号を参照＝は同僚
だった。夫が3年前に亡くなってからは鈴木さんは
ひとり暮らしだった。
「ヒラメ、スズキ、イナダ（ブリの幼魚）と磯のものは

何でもおいしかったですねえ。夫が取ってくる魚を

隣近所に配るのが楽しみだったんですよ。魚がい
やになるほど取れるんです。しまいには配るだけで
疲れ果ててしまってねえ」

自宅の前は海水浴場。海の家がたちならぶ夏の
にぎやかさが好きだった。

鈴木静子さん（74）が語る薄磯集落の風景も豊
かだ。

地震の時は家で裁縫をしていた。揺れたときは
柱にしがみついた。表に出たときもまだ揺れていた
のでしばらく駐車場にいた。揺れが収まると夫が様
子を見に家の外へ出た。夫はこの集落の男たちが
ほとんどそうであったように北洋サケ・マス漁の船
乗りだった。その夫が海側の人から「津波が来る
ぞー」と聞いた。鈴木さんは夫へ「裏さ回ってガス
の元栓を閉めてよ」と言った。夫は「財布だけを持っ
て出ろ」と言った。鈴木さんは倒れた茶だんすを起
こして手提げを引っ張り出した。この時にはもう海
水が自宅の前まで迫っていた。自宅の裏へ回った
が、ブロックが倒れていて裸足では越えられなかっ
たため、脇の通路を通って夫と合流。2人で避難し
た。もう夕方になっていた。夫婦とも腰から下は水
だらけになった。

鈴木さん夫婦は3年前までの三十数年間、集落
の中で民宿を営んでいた。関東から来る海水浴客
らに新鮮な魚を提供し、冬はアンコウ鍋が自慢だっ
た。

花束を持って薄磯集落を歩いていた馬目抄子さん
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やはり薄磯集落のなかで民宿「鈴亀」を経営
している塩屋埼薄磯観光組合長の鈴木幸長さん
（58）も元は船乗りだった。北洋のサケとマスを20
年以上追っていたが、漁が廃れてからは「鈴亀」の
経営を父親から継いだ。
「ここは塩屋埼灯台を挟んで両方に10軒ずつ民

宿があります。灯台の沖で取れるヒラメ、タイ、イカ、
タコ。冬はアンコウ鍋。一年中観光地のようなとこ
ろでした」

◇
薄磯集落で取材を始めて2日目の4月3日午前11

時24分、小高い場所にある薄井神社を私は訪ね
た。ここからは集落全体を見わたせる。ウグイスの
声が盛んに聞こえる。チリリリリリ、キュキュキュキュ
キュと鳴く鳥の種類はなんだろう。浜からは波の音。

このおだやかな薄磯集落に、2011年3月11日の
津波はどのようにして襲いかかったのだろうか。神
社へ向かう途中で出会った初老の男性は「昨日ま
ででここらへんの遺体処理は終わったかな。見つ
かっていないのは15人ぐらいか。見つからないの
は海に流されたのかなあ」と話していた。

斎藤郁子さん（69）は、しばらく薄磯集落の外で
暮らしていたが、結婚して長男が中学1年生になっ
た時に、集落にある両親の土地を譲ってもらい、再
び薄磯暮らしをしていた。3月11日は長男は南相馬
市にいて無事だった。

自宅の茶の間でテレビを見ていたときだった。ダ
カーンという大きな揺れに襲われた。家電製品のプ
ラグを抜く気持ちの余裕はあった。はうようにして家

の外に出た。周りの数軒が倒れていた。揺れが収
まるのを待って道路に出た。

集まった近所の人と海を見た。水平線が真っ白に
なっていた。「なんだべ」「津波かな」と言い合った。
すると別の近所の人が「避難して」「津波が来るか
ら上がって」と声をかけてきた。斎藤さんらは自宅
のすぐ後ろにある忠魂碑が立つ高台にのぼった。

そこから津波の一部始終を見た。
1回目の津波は小さくて堤防にぶつかって消え

た。
2回目の津波が集落の一部の民家、たぶん薄磯

公民館があるあたりを、いっきにぶち壊した。波しぶ
きが白い煙のようにも見えた。

3回目に押し寄せた津波は薄磯集落全体を襲っ
た。

そうではなくて、第2波が集落全体に攻め込んだ
のだ、という人もいる。第5波まであったという住民も
いたし、第6波もあったと語った住民もいる。

自宅前のがれきを掘り起こしていた鈴木惣一さん
（72）にも当時の話を聞いた。「ああ、いまは仏壇の
両親の位牌を探しているんだが、がれきの中からな
かなか見っかんないだべ。いよいよのときはお寺さ
んに行って新しいの作ってもらうしかないね」

鈴木さんの自宅は、地震には持ちこたえたものの
津波で破壊された。地震直後、鈴木さんは自宅の
そばにいた。妻は近所の人と、ここの家はつぶれて
いる、あそこの家は大丈夫だったと語り合っていた。

鈴木さんによると、やはり1回目の津波は「大した
ことがなかった」。海岸沿いの堤防を越えなかった
という。

ただその時、妻が「なんか水面がおかしいな」と
口にしたことを覚えている。ほぼ同時に赤い車が
薄磯の集落を走り回っていて「大津波が来るから
すぐに逃げろ」と叫んでいた。それを聞いて鈴木さ
んは裏山へ向かった。自宅の割れたガラスを片付
けていた妻は「津波なんか来ないからお前ひとりで
逃げろ」と言った。

2回目の津波は、まず、海面が真っ黒になり、その
まま堤防より高くなった。波の先端が民家と3台の車
をのみこんだのが見えた。ゴーという音とバリバリと

民宿「鈴亀」を経営している塩屋埼薄磯観光組合長の鈴木幸長さん

ルポ「1カ月」～ニュースにならなかった日々⑧
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家屋を押しつぶす音がごっちゃになって聞こえた。
「津波が3回、4回と来たかどうかは分からないけ

れど、2回来たのははっきりしている。早いよ、津波
が来るのは。足が悪い人ならば巻き込まれるよ」

波が引いたあと、鈴木さんは腰まで水につかりな
がら後山から降り、棒で深いところと浅いところを確
かめながら、妻の救助に向かった。サンダルをはい
ていたはずだったがいつの間にか裸足になってい
た。幸い妻は無事だった。気がつけば雪が降って
いた。

薄磯集落の北のはずれから黒煙がのぼってい
たと証言する人もいる。これは、集落の別の場所に
あった一軒家がガス爆発を起こして2晩燃え続けた
ときの煙だという説明もあった。

高台からは全体がほぼ一望できるちいさな薄磯
集落だが、そこの住民は3月11日、混乱の極みに突
き落とされていた。そのことが、証言それぞれが矛
盾しているというよりもひとつの焦点に集約していか
ない理由のひとつなのだろう。

◇
取材を進める過程で、地震発生直後にテレビの

スイッチを切り、電気ショートによる火事の発生を恐
れて家中のプラグを抜いた斎藤郁子さんのように、
対策を取った人は少なくないことが分かった。別の
住民は家中の窓を開けた。余震で家が傾いたら
扉が開けられなくなるかもしれず、そうなると外に脱
出できなくなるからと判断したからだった。

住民の多くは、防災無線の放送がなかったとふり
返る。しかし、薄磯集落に二つあるスピーカーは避
難を呼びかけていた。管理会社の記録も残ってい

る。

証言もある。根本慎也さん（15）、柳沼知明さん
（15）、久保木正樹さん（15）、大原隆太さん（15）、
青木俊英さん（14）の5人だ。みんな集落内にある
豊間小学校の卒業生で、3月11日はたまたま防災
無線スピーカーがある浜辺でサッカーをしていた。
地震の直後に浜辺に座り込んだ5人は「大津波警
報が発令されました」という地震直後の放送を聞
いていた。サイレンの音も聞いたという。

それなのになぜ、これほどまで多くの人が逃げ遅
れてしまったのだろうか。

ここまで話を聞いた人の言葉にもう一度、耳を傾
けてみたい。

鈴木文子さん「第2波がすごかったということで
す。大事なものを取りに行った人、年配の人が逃げ
遅れたと聞きました。ばあちゃんの手を引いていて
逃げる途中でそのまま流された人もいました」。鈴
木さん自身は津波警報に接した記憶はない。

鈴木政貴さん「この町のみんなが『津波なんて
来ない』と話していた。テレビで警報が出ても、防災
無線スピーカーが鳴っても、これまで避難する人は
いなかった。チリ地震（1960年5月に発生した巨大
地震。太平洋を伝ってきた津波はほぼ1日後、日本
の太平洋沿岸部に襲来し、各地に被害をもたらし
た）を経験した祖父の世代も、『津波が来たとしても
20㌢とか50㌢のものだ』と話していました。津波が
来るなんて誰も信じていませんでした」

鈴木静子さん「この年で初めて経験した。みん
な津波のことを甘く見ちゃっていたんだね」

鈴木幸長さん「地震の後、十数人が海辺へ『津
波見学』に行っていました。たくさんのお年寄りが
海沿いにある堤防の所へ見に行っていたと言う人
もいます」

避難を呼びかける放送があったのか無かったの
か、それは聞こえたのか聞こえなかったのか。そう
いう問題の前に、「津波は来ない」という言い伝え
が薄磯集落ではなかば定説化している実態
があった。（この頁つづく）

浜辺で防災無線放送を聞いた5人（後列左から時計回りで青木俊英

さん、根本慎也さん、柳沼知明さん、久保木正樹さん、大原隆太さん
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「超硬合金肺」被害で損償提訴
大阪●府下の超硬合金工具製造会社

大阪府在住の42歳の男性Hさ
んは、N社（大阪府）に2000年に
入社。アルバイト期間を経て、正
社員として超硬合金や焼結ダイ
ヤモンド（PCD）を使用したドリル
等切削工具の研削加工作業に
従事してきた。
ところが、2011年5月、じん肺管

理区分「管理4」＜著しい呼吸機
能障害により要療養＞とのじん肺
管理区分決定を受けるほどに呼
吸機能が悪化し、同6月以降、労
災休業を余儀なくされた。

Hさんの病気は、いわゆる「超
硬合金肺」。

超硬合金肺については例え
ば、「超硬合金肺：タングステン、
コバルト、ニッケル等を含む超硬
合金の粉じんを吸入することによ
り発症する肺病変で、超硬合金
製造工場、超硬合金工具の切
削研磨作業所、ダイヤモンド工具
作製作業所などで発生する。肺
の病理組織像は巨細胞性間質
性肺炎（GIP）が特徴と言われて
いるが、これまでGIP所見の乏し
い症例も報告されている。われ
われが経験した症例もGIP所見
の程度は弱かった。本疾患の発
病機序はまだ不明で、慢性過敏
性肺炎のようなアレルギー機序も
考えられている」（http://www.
research12.jp/22_jinpai/04.

html：労働者健康福祉機構サイ
ト）と説明されている。

原因は、なすべき粉じん発生
防止対策、ばく露防止対策を
怠ったN社にあることは明らかで
あるので、Hさんは同社に労災補
償の上積み補償を行うように要
求した。
ところが、N社は責任をまった

く認めなかったため、やむを得ず
2013年5月、Hさんは8,800万円の
損害賠償を求めて大阪地裁に
提訴した（代理人は位田浩弁護
士）。

これに対してN社は「粉じんは
発生していなかった」「超硬合金
成分が含まれたミストは粉じんで
はない」「これまでこのような肺疾
患は発生していない」などと全面
的に争う姿勢を示している。

ちなみに、超硬合金による肺疾
患については、いわゆる「職業病
リスト」（労働基準法施行規則別
表第1の2）の「10 前各号に掲げ
るもののほか、厚生労働大臣の
指定する疾病」の3疾病のうちの
ひとつとして、次のように掲載され
ている。
1		 超硬合金の粉じんを飛散す
る場所における業務による気
管支肺疾患

2		 亜鉛黄又は黄鉛を製造す
る工程における業務による肺

がん
3		 ジアニシジンにさらされる業
務による尿路系腫瘍
そしてこの、「1 超硬合金の粉

じんを飛散する場所における業
務による気管支肺疾患」につい
ては、労災認定基準が次のよう
に通達で示されている。

○超硬合金の粉じんを飛散する

場所における業務による気管

支肺疾患 （昭和56年2月2日付

け労働省告示第7号第1号)

（要旨）
超硬合金の粉じんにさらされ

る環境下において業務に従事す
ることにより発生する気管支肺疾
患を業務上の疾病として定めた
ものである。
（解説）
（1）	「超硬合金」とは、炭化タン

グステン等とコバルトを混合し、
焼結して得られる合金をいい、
切削工具の刃先、ダイス等に
使用される。

（2）	「超硬合金の粉じん」とは、
超硬合金を製造する工程に
おいて発生する粉じんで、そ
の成分は炭火タングステン等
の金属炭化物（炭化タングス
テンの他に、その用途により、
炭化チタン、炭化タンタル等が
添加されることがある。）とコバ
ルトとが混合したものである。
なお、超硬合金を研磨する工
程において発生する粉じんも、
同成分である限り、これに該当
する。

（3）	「飛散する場所における業
務」としては、炭化タングステン
等の金属炭化物とコバルトを

各地の便り
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混合する業務、超硬合金組成
粒を加圧し半焼結したものを
成型加工する業務、焼結後の
超硬合金を研磨する業務等
がある。

	 	 なお、超硬合金工具等を用
いて金属等の切削、加工等を
行う業務では、超硬合金の粉
じんが飛散するおそれはまず
ないものと考えられる。

（4）	「気管支肺疾患」には、次
の2つの型が認められている。

イ	 間質性肺疾患
	 	 初期の段階での特徴は、
咳、労作時の呼吸困難及び
心悸亢進で、進行した症例で
は肺基底部にラ音（注1）が聴
取され、又バチ指（注2）が見
られる。この進行した段階で
は、間質性肺線維症へと進展
することがあり、胸部エックス
線像及び肺機能検査からは、
「じん肺」に似た臨床像が見
られる。

ロ	 外因性の喘息様気管支炎
	 	 感作型（主にアレルギー性）
の喘鳴を伴う咳の発作が偶
発的に発生するもので、作業
から離脱すると軽快し、作業に
復帰すると再発する。

（注1）	ラ音：気管、気管支、肺胞
又は肺空洞内に分泌物や血
液等が停滞し、空気と混じって
気泡を作りあるいは潰れるとき
等に発する音で、吸気時に聴
こえることが多い。

（注2）	バチ指：心臓疾患、胸部
臓器疾患等においてみられる
手指末端の肥大

したがって、N社でHさんが

行ったような作業で発生する超
硬合金粉じんが、きわめて有害な
ものであることは、どんなに遅くと
も、通達が出された1981年には、
誰にとっても、明白だったといえ
る。つまり、N社の「言い分」は寝
言と言ってもいいのではないだろ
うか。

Hさんは当初関西労働者安全
センターに相談してこられた。そし

て、どうも同様の被害がほかでも
発生している状況のようなのだ。

これまであまり注目されてこな
かった職業性疾患である超硬合
金肺被害の責任を問うHさんの
裁判は、わが国でも初めてとみら
れる。安全センターとして、今後と
も積極的に支援していくこ
とにしている。

（関西労働者安全センター）

マグロ漁船の外国人技能実習生
宮崎●日本治療期間分休業補償支給

2013年12月中旬、マグロはえ
縄漁船内で同僚に腕を折られた
外国人漁業技能実習生の休業
補償給付について支給決定さ
れた（経緯は本誌2013年11月号
61頁参照）。宮崎県の日向市漁
協に所属する事業主に対する聞
き取り部分は明らかではないが、
事故の発生は認めたらしく、まず
は日本で治療した期間である約
20日分に対して休業補償給付が
支払われた。今後は、本国で療
養している期間に対する休業補
償給付請求と、本国医療機関で
受けた療養の費用に対する請求
を行う予定である。

インターネット時代であるため
被災者が本国に帰国しても情
報のやり取りは行いやすくなった
が、医師の悪筆はどうやら万国
共通のようで、何が書かれている
のかさっぱりわからない。メール
で本人に尋ねても、「僕も読めま

せん」という回答である。持てる
力をすべて注ぎ込んで解読にあ
たらなくてはならなくなってきた。

さて、休業補償が認められた
が、船員であるため船員保険か
らも休業手当金が支給される。
労災保険からの給付基礎日額の
60％にあたる休業補償が支給さ
れ、残り40％分を船員保険が補
償する仕組みになっているので
ある。その手続も併せて行ってい
く必要があるが、被災者の賃金
が非常に低い。1か月の賃金の
内訳が、

基本手当	 70,000円
航海手当  	40,320円
その他手当	 5,380円
となっており、合計しても11万

5,700円にしかならない。当然、給
付基礎日額も3,773円と低額で労
災の最低限度額の適用となりそ
うだ。漁船に乗り、昼も夜もない
就労でありながら、ここまで低いと
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いうことがあるだろうか。社団法
人大日本水産会の発行する「外
国人漁業技能実習の手引き」に
よると、「日本人と同等の給与水
準を保障し、かつ、最低賃金法で
定める基準を下回らない金額で
なければなりません。技能実習
生の最低賃金は社団法人大日
本水産会と全日本海員組合との
中央協定で定められた最低基準
を使用してください」とあることか
ら、この金額が労使協定上の最
低基準であると思われる。しかし、
こんな額でわが国の若年労働
者が働こうとするはずがない。最
近は漁業就業フェアも活発に行
い、「悩む前に、来ればいい」とコ
ピーを付けている、誰だって悩む
ぞ、こんな条件では！

さて、この低賃金について管
轄の延岡労働基準監督署に尋
ねてみると、よっぽどでたらめでな
い限りは提出された資料を元に
給付基礎日額を決定するという。
さらに安全衛生について言えば、
船上における事故であるため、
監督署の安全や監督の対象にな
らないらしい。となれば、労災隠し
も横行するのではないだろうか。
日向市漁協の担当者は、今回の
事故処理を「私たちのミス」と表
現した。しかし、手の骨にひびが
入った労働者を働かせた挙句、
同僚が故意に骨折させ、労災隠
しをしてろくに治療も受けさせず
に帰国させたのであるから、ミス
ではなく犯罪である。

はえ縄漁は危険度の高い漁で
あり、何十㎞も縄を張ることがある
という。このため縄が他船と交差
して転覆を引き起こす可能性も

高い。救命筏やライフジャケットの
常備などされていないことから、
この漁協に所属する漁船では技
能実習生だけではなく日本人船
員からも多くの行方不明者を出し

ている。これ以上の犠牲者を出
さないためにも、一度漁協と話を
しに行くことにする。

（関西労働者安全センター）

中国出身のYさんの損害賠償
神奈川●ユニオン加入し団体交渉で合意

大手建設会社の現場で解体
作業に従事していたYさんは、
2011年4月に他社の労働者が乱
暴に扱ったパイプで右腕を強打
され、「右肘関節内粉砕骨折」
などの大けがを負った。「中国残
留孤児」の親族で、中国出身の
Yさんは、ほとんど日本語ができな
い。息子さんが病院や会社、労
働基準監督署とのやりとりも一緒
に行っていたのだが、例えば労
災関係の書類もなかなか送って
こられなかったりした。手術やリ
ハビリを経て、そろそろ治療も終
わる見込みとなった2012年秋、補
償や将来の生活に不安を感じ、
自治体の相談機関に相談、神奈
川労災職業病センターを紹介さ
れた。

早速、労働基準監督署に事情
を聞いたが、担当職員の対応は
極めて事務的で不親切。何度も
息子さんが連絡をしているはず
なのに、Yさんが中国語しかでき
ないことも知らないし、労災の書
類が半年ぐらいまとめて遅れて
請求があることも特段気にして
いない様子で、「うちは書類があ

がってこないと何もできませんか
ら」と平然と言う。休業が長期に
わたり症状固定も近くなれば、監
督署の立場からも被災労働者の
状態を適切に把握する必要があ
るはずではないかと、労災課長に
抗議をして、改善を求めた。

事故やその後の経過と請負関
係が複雑だったこともあり、Yさん
は、よこはまシティユニオンに加入
し、団体交渉を要求した。団体
交渉には関係4社が一堂に会し
た。元請会社の担当者は、Yさん
の休業が長期にわたっているに
もかかわらず、事務的に対応して
いるだけで、Yさんを雇用してい
る会社から何も言ってこなければ
放置してきたことがわかった。雇
用主にしてみれば、応援で労働
者を現場に行かせた自分の責任
もゼロではないとはいえ、元請や
他の業者の責任が大きいという
認識だったようだ。

2013年2月に症状固定となり、
同年5月には障害10級と認定さ
れた。ユニオンは会社と団体交
渉や事務折衝を繰り返し、12月に
会社らが1,050万円を支払うこと
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で解決に合意した。1996年の来
日以来、ずっと工場や建設現場
で働いてきたYさんにとっては、右
腕を使えない状態の賠償として

は決して多額とは言い難いが、
話し合いによる早期解決を
選択した。

（神奈川労災職業病センター）

過酸化水素水による喘息等の症状
東京●食品工場のヨーグルト滅菌工程で

過酸化水素水（H2O2）は、オ
キシフルという名称で消毒薬とし
て幅広く用いられている。これ
は、濃度が2.5～3.5％のものだが、
10％以上のものは皮膚・粘膜に
腐食性を示すといわれ、最近10
年でも工場内で垂れ流し蒸気を
吸引した、手に触れて皮膚炎が
出たなどの労災事例が報告され
ている。

2012年11月に東京労働安全
衛生センターを訪れたKさん（36
歳）は、ヨーグルト容器の無菌充
填包装工程で30％以上の過酸
化水素水に曝露している疑い
があった。Kさんはもともと気管
支が弱く、扁桃腺を20代前半に
摘出していた。しかし、その後は
際立った呼吸器の症状はなかっ
た。29歳で、群馬県にある食品
工場に就職し、無菌充填包装を
担当していた。牛乳パックやヨー
グルト容器に製品を詰めるとき、
雑菌がいると大きな問題になる。
そのため、瞬間的に容器を殺菌
する技術が開発されていて、そ
のひとつに過酸化水素水（30％
以上の高濃度）を容器内に吹き
付ける方法がある。過酸化水素

水は、短時間で蒸発してしまうの
で、滅菌も出来て滅菌液も残らな
いという利点がある。

2011年9月にKさんは、新しい
無菌充填包装工程立ち上げ要
員に抜擢された。新充填工程で
は、35％のH2O2がノズルから噴霧
されて、ヨーグルト容器の滅菌を
行うが、立ち上げ時には様 な々ト
ラブルが発生した。不具合が発
生するたびに充填機内にもぐりこ
んで調整を行っていた。新しい
工程に配属直後の9月から眼が
しみるようになり、その後咳と胸の
違和感が強まり、休日でも快復し
なくなった。Kさんは風邪による症
状と考えていたが、症状が軽快し
ないので12月に近医に受診した
が、回復しなかった。

2012年1月、呼吸器疾患専門
病院を受診したところ、ぜんそく
の症状が出ていると言われ、喘
息予防薬を処方された。それを
飲むと数日は快方に向かったもの
の、またぶりかえしてしまった。病
院の先生も首をかしげたが、Kさ
んの症状は悪化し、2月になると
会社を休むこともあった。2月の半
ば、病院の先生に「私は過酸化

水素水の滅菌工程で働いていま
す」と何気なく話したところ、先生
が「それだ！！」と言って、「このまま
では命に影響するかもしれない
から、すぐに職場を離れる必要が
ある」と、職場転換を含めた診断
書を書いた。

これを会社に見せたところ、上
司は「人員が足りないから厳し
い」、産業医からは「このままでは
問題だ、次回の工場訪問の時に
対策を講ずる」と言われたが、そ
の後、直接的な指導はなかった。
しかし上司は、診断書を元に

Kさんを充填工程から包装ライン
に配置転換した。充填工程では、
包装ラインとの間に壁がなく臭気
が漂ってきて、症状は増悪する
ばかりだった。その後品質管理
にも移動したが、様 な々薬品があ
り、身体が過敏に反応するように
なっていたKさんには厳しい状態
となった。無理をして作業につい
ていたが帰宅途上に激しい咳と
胸痛にみまわれる日が続いた。2
月から4月にかけて有給休暇を利
用し10日程度休んだ。5月になっ
て排水プラントへの配属も行った
が、排液の臭気でいたたまれなく
なった。

Kさんは5月末日で会社を退
職し、会社の守衛所を管理して
いた会社に再就職したが、タンク
ローリーなどの出入り、会社の臭
気だけで体調がおかしくなる状
態だった。警備会社は、Kさんの
体調を配慮し、化学物質の臭気
のない、自治体の警備へと彼を
配置転換した。

2012年夏、化学物質過敏症と
いう病気があることをネットで知っ
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北陸対象ホットライン・相談会
福井●患者と家族の会北陸支部立ち上げへ

1月25日、中皮腫・アスベスト疾
患・患者と家族の会による「北陸
アスベスト被害ホットライン・相談
会」が行われた。

実施に先立って、1月15・16日に
富山、石川、福井の各県庁で記
者会見を行い、会員の片山千代
栄さん（夫・敏彦さんを、20歳前に
3年ほどやった電気工事がもとの
胸膜中皮腫で1998年に51歳で
亡くされた）、野村美雪さん（夫・
光弘さんを、大学時代に3年間ア
ルバイトでやった石膏ボード施工
工事がもとの胸膜中皮腫で、去
年47歳で亡くされた）、会長の古
川和子さんが会見で「北陸の石
綿被害者の役に立ちたい」と訴
えた（表紙写真）。

そのかいあって、地元の北日
本新聞、北國新聞、福井新聞、
各全国紙、NHK、民放に事前と
相談会当日に報道してもらうこと

ができた。
25日の相談会当日、会場の富

山県中小企業研修センターには
11件の相談者が訪れた。この
方 を々含めて、全体で23件の相
談がよせられた。その中には、石
綿健康管理手帳を持っている方

たKさんは、過敏症の支援セン
ターに電話し、そこのアドバイス
でセンターにたどりついた。東京
安全センターで、Kさんは自分の
症状が「過酸化水素水によるも
の」であることを再認識し、労災
申請を決意した。幸いなことに、
会社も病院も労災申請に協力的
だった。労災調査は長引いたが、
2013年9月末、2012年1月の診療
分から労災になる決定通知が、K

さんのもとに届いた。
Kさんは、何とか今の職場で働

いているが、たばこ、香水等の強
い臭気では体調を崩す。薬も常
用しており、外出時にはマスクが
かかせない。「向こう10年は、この
症状は治らない、一生ものになる
かもしれない」と主治医の先生か
らは言われている。

（東京労働安全衛生センター）

6名のほか、中皮腫、肺がんなど
の患者、家族からの相談が7件
あり、相談会のあと支援活動をは
じめた。アスベスト被害者が孤立
したり、相談先が乏しかったり、認
定への道筋がついていなかった
りといったことが普通にあって、こ
うした相談・掘り起こし活動を継
続し、広げていく事は私たちの大
切な役割だということを、改めて
実感した。

今回は26日に行われたアスベ
ストユニオン年次大会に集まった
ユニオン関係者などの協力をい
ただいた。

2月11日、患者と家族の会尼崎
支部事務所での家族の会全国
世話人会に野村さん、片山さん
も参加、4月下旬に「北陸支部」
の立ち上げの集いを行うことを決
めた。家族の会では、北陸の会
員はじめ会全体で北陸支部のス
タートを成功させたいとしている。
安全センターとしても、全面的に
協力することにしている。

（関西労働者安全センター）
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「自然由来のアスベスト」調査
北海道●音威子府トンネル工事現地訪問

2013年6月27日、北海道音威
子府の芦川さんから私にメール
が届いた。
「自宅のそばでバイパスのトン

ネル工事が行われているので
すが、そこから出る大量の蛇紋
岩の掘削ズリが野積みされてい
る。この問題で北海道開発局と
ちょっとしたやり取りがあり、今度、
7月10日に村内で工事説明会が
開かれることになりました」という
内容だった。

蛇紋岩はアスベストのクリソタ
イルを含む可能性のある鉱物
で、音威子府の幌加内トンネル
工事の際に蛇紋岩層にトンネル
を穿ち、大量の蛇紋岩の掘削ズ
リが、芦川さんの自宅のそばに
文字通り山積され、放置されてい
る。芦川さんのメールは、そこか
らアスベスト粉じんが発生してい
るのではないかという不安と、工
事を発注している開発局との交
渉経過の、これが最初の報告で
あった。

芦川さんは、以前江東区に住
み、私と同じ築地市場で働き、職
場は違っていたものの市場内の
同じ労働組合員だった。19年前
に子供さんの山村留学をきっか
けに音威子府に移り住んでいる。
芦川さんが築地市場にいたころ
から、労組の課題として、ともに市

場内のアスベスト問題に取り組ん
だ経緯があった。1991年には、
東京労働安全衛生センターの飯
田さんに築地市場に来てもらっ
て、アスベストについての築地市
場内での学習会を開いたことが
あった。

芦川さんは北海道開発局とて
いねいな交渉を行い、トンネル工
事の詳細な情報を入手してきた。
その後、掘削ズリのサンプルを東
京センターに送り、外山さんに分
析してもらったところ、繊維状のク
リソタイルを含むおそれがあると
いうことであった。

2013年7月から、東京センター
の粉じん濃度測定器を芦川さん
宅へ送り、自宅でアスベスト粉じ
ん濃度を計測し、フィルターを東
京へ送って濃度監視を続けてい
る。

アスベストに関する問題は、過
去のアスベスト製品製造工場で
働いた労働者、その工場周辺の
住民被害、造船・建設労働者や
石綿水道管敷設労働者、また、
建物解体工事関連の労働者な
ど、そもそもの鉱物からアスベスト
を取り出したあと製品化されたも
のや建材、それらが使用された
建物からの被害が中心課題だっ
た。しかし、さいたま市の再生砕
石問題や、土壌中に存在するア

スベストに係る訴訟などが報告さ
れ、新たに「自然由来のアスベス
ト」の発生が報告されている。

これらの土壌中のアスベストや
自然由来のアスベストについて、
過去の被害状況も調査されてお
らず、トンネル工事などに伴うアス
ベスト粉じんの対策について法
律上の規制や取り扱いのマニュ
アルなども示されていない。トンネ
ル工事では、蛇紋岩の鉱脈を削
りだす際のアスベスト粉じん対策
はどのようになされてきたのか、掘
り出された掘削ズリは、どこにどの
ように処理されてきたのかを調査
する必要がある。

2013年10月12日から16日まで、
元愛知教育大教授の久永直見
先生、東京安全センター外山尚
紀さん、アスベストセンター名取
雄司さん、永倉が音威子府を訪
れ、芦川さんの案内で幌加内トン
ネル工事現場周辺の現地調査
を行った。トンネル掘削の工事現
場は、芦川さん宅から500メートル
ほどのところにトンネルの入り口が
あり、そこから掘り出された大量
の掘削ズリは、芦川さん宅のすぐ
隣に山のごとく積み上げられてい
た。芦川さんの指摘によって開
発局は、ズリ山からの粉じん飛散
防止のための薬剤を大量にその
表面に噴霧し、ズリ山は緑色をな
していた。いかにも人工的な毒々
しい色合いである。もう一箇所、ト
ンネル入り口の近くに、蛇紋岩の
ズリ山が新たにでき、そこはまだま
だ搬入されるようで、表面を青い
ビニールシートで覆っていた。そ
の新たなズリ山は、ビニールシート
の覆いの周りから、青っぽい蛇紋
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岩を大量に見ることができた。久
永先生に教えていただきながら、
繊維状の鉱物、蛇紋岩に含まれ
るヒスイ石などをみつけた。蛇紋
岩層は青粘土と呼ばれ崩れやす
く掘削は困難だとの工事業者か
らの話だと芦川さんから聞いた。

13日の日曜日には、音威子府
公民館で芦川さんが呼びかけ
人となって、「自然由来のアスベス
ト」住民学習会が開かれた。新
聞記者や北海道大学の研究林
の研究者を、住民ら20人ほどが
集まり、熱心に耳を傾けていた。
学習会では、まず芦川さんから、
幌加内トンネル工事による蛇紋岩
掘削ズリからのアスベスト飛散の
粉じん対策について、開発局との
話し合いの経過が紹介された。
アスベストセンターの名取所長か
らアスベストの疾患、自然由来の
アスベスト対策の遅れなどの話
があり、永倉からはリスク回避の
ためには住民が声を上げるべき
との話をした。久永先生からは、
自然由来のアスベストリスクにつ
いて、他の地域での具体的な蛇
紋岩の処理の様子が紹介され
た。また、外山さんからは、幌加内
トンネルの蛇紋岩の分析結果の
報告があり、クリソタイルに近いと
思われるものが入っているとの報
告があった。

音威子府は黄色い紅葉の
真っ只中だった。雪が本格的に
降りだす直前の静かなときを迎え
ている。朝は靄に包まれ、靄が晴
れるにしたがい、雄大な山並み
が色とりどりのモザイク模様を浮
き出す。芦川さんの家は、庭に30
頭ほどのシカが出てくることもある

そうだ。滞在中、芦川さん宅に招
待され、外山さんと私と夕飯をご
馳走になり、遅くまで酒を飲んだ。
今年は山葡萄の当たり年だそう
である。20年ぶりの再会だった

が、先週に引き続き芦川さんとま
た酒を飲んでいるような錯覚に心
地よく酔っていた。

（アスベストセンター・永倉冬史）

サムスン職業病問題の進展
韓国●認定・判決から話し合い開始へ

■サムスン白血病訴訟9件、 当

事者15人中6人が死亡／ソウル

行法、白血病死亡のキム・ギョン

ミ氏に労災認定

ソウル行政法院が2013年10月
18日、サムスン電子器興事業場
の半導体生産工場で働き、2009
年に白血病で亡くなったキム・ギョ
ンミ（当時29歳）氏に対して業務
上災害を認めたなかで、環境労
働委員会のシム・サンジョン正義
党議員が「現在、サムスン半導
体の白血病関連の行政訴訟は
9件が進行中で、当事者15人中6
人が亡くなっている」と明らかにし

た。勤労福祉公団から提出させ
たサムスン半導体白血病関連訴
訟の現況資料によって「訴訟件
数と当事者数がすべて公開され
たのは今回が初めてのこと。

現在の進行中の9件の行政訴
訟のうち、4件にサムスン電子が
被告（公団）の補助参加人として
参加。ただし、2012年10月の国
政監査で議論になり、サムスンは
国政監査以後に提起された訴
訟には、補助参加していない。

ソウル行政法院1部は10月18
日、キム・ギョンミ氏の遺族が「遺
族給付と葬祭料を支給せよ」と

世界から
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生不良性貧血で死亡したチェ某
（当時32歳）氏に対して、勤労
福祉公団が11月25日、業務上疾
病による死亡と認定した。

公団の業務上疾病判定委員
会は19日、最終審議を経て、故人
の死亡原因である再生不良性
貧血が業務と相当因果関係が
あるという結論を出した。37件の
サムスン半導体職業性がんの労
災申請の中で3度目、再生不良性
貧血では2度目の認定だ。

公団によれば、故人は2003年
11月から2009年3月まで、サムスン
半導体華城工場で機械設備の
オペレーターとして働き、2010年9
月に死亡した。故人は機械設備
の作動がすべてシャットダウンし
た状態で作業して有害物質に曝
露した。作業中のヒ素曝露が確
認され、故人の尿中のヒ素濃度
が高いことがわかった。

血液がんの一種である再生不
良性貧血は、放射線やベンゼン、
ヒ素等の化学物質によって、赤血
球を生成する骨髄が破壊された
時に発病する。故人には再生不
良性貧血を起こすほどの個人的
な素因は発見されなかった。

いままで職業性がんを労災と
認められたサムスン半導体の労
働者は3人で。2012年4月にサム
スン半導体温陽工場の組み立
て工程の労働者・キム某氏が再
生不良性貧血と血小板減少症
でがん関連職業病を認められ
た。公団は「キム氏が勤務過程
でベンゼンが含まれた有機溶剤
とホルムアルデヒドに間接曝露し
た可能性がある」と労災承認の
理由を明らかにした。

世界から

提起した訴訟で原告勝訴判決を
行った。法院は「白血病の発病
経路が医学的に明らかにされなく
ても、サムスン電子器興事業場で
働く間に、発がん物質を含んだ有
害化学物質に継続的に曝露して
白血病が発症したと推測判断す
ることができる」と判示した。

法院は白血病の発病経路が
明らかにならなかったことについ
て、サムスン電子の責任も認めた。
「発がんが疑われる物質への曝
露の有無と程度を一定以上糾明
できなかったのは、勤務当時使わ
れた化学物質の資料を保存して
いなかったり、営業秘密という理
由で公開しないサムスン電子にも
原因がある」と指摘した。法院は
2011年に故ファン・ユミ氏など、サ
ムスン電子の労働者2人に対して
も、白血病と半導体製造工程の
因果関係を認める判決を出した
ことがある。
2013年10月21日　毎日労働ニュース

■公団、サムスン白血病の労災

認定の裁判結果に控訴／パノリ

ム「遺族たちに苦痛」と批判

「半導体労働者の健康と人権
守りパノリム」と国会・環境労働委
員会のシム・サンジョン正義党議
員によれば、公団はサムスン半導
体で白血病のために死亡した故
キム・ギョンミ氏に対するソウル行
政法院の労災認定の判決に従
わず、11月5日控訴を提起した。

公団の京仁地域本部は11月
1日、ソウル高等検察庁に公文書
を送り、「発がん物質に曝露した
という客観的事実よりも、推定的
判断をしている点に照らして、法

院の誤りを主張するに値する」と
して、行政法院の労災認定の判
決を受け容れなかった。とくに、公
団はサムスン白血病の労災認定
をめぐって様々な裁判が進行中
なことを念頭に置いたようで、「こ
の件を放棄すれば、公団が業務
上疾病を認めるという心証を与
え、裁判に影響を及ぼす危惧が
ある」として、検察に控訴を提起
するかどうかの指揮を要請した。

ソウル高検は公文書で「各種
有害化学物質や電離放射線に
曝露したことが本件傷病の発病
原因だと断定できないと思われる」
として、控訴提起の決定を公団に
知らせ、検察の判断を受けて公
団は法院に控訴状を提出した。

公団の控訴についてパノリム
は声明を出し、「公団の控訴は労
災保険制度の趣旨を無視する
処置であり、自ら反労働者的・親
資本的な機関であることを、恥ず
かしげもなく明らかにした」。「公
団の控訴提起によって、遺族たち
はさらに手に負えない苦痛を味わ
うことになった」と批判した。シム・
サンジョン議員は「国政監査で
控訴の再考を要請し、理事長が
慎重に決めると答えたばかり」で、
「控訴を決めていながら、理事
長が国政監査の場で偽証をした
のと同じ状況だ」と指摘した。
2013年11月7日　毎日労働ニュース

■再生不良性貧血で亡くなった

サムスン半導体労働者に労災

認定／サムスン職業性がんで三

度目の認定

サムスン半導体華城工場で機
械設備の労働者として働き、再
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公団は昨年12月、サムスン半
導体器興工場で働いて退職した
後、乳がんで亡くなったキム某氏
に対しても労災を認めた。乳が
んが労災と認定された最初の事
例だ。公団は当時「故人が半導
体工場で働いた時、有害物質へ
の曝露を定量化し難い状況で、
有機溶剤と放射線に曝露した事
実が認められる」と明らかにした。

一方、いままで公団に提起され
た37件のサムスン半導体職業性
がんの労災申請の結果は、労災
承認3件、不承認21件、進行中12
件、取り下げ1件である。不承認
事件のうち1件は労働部に労災
再審査が請求され、5件は当該の
労働者が公団の不承認決定を受
け容れた。不承認事件の内、15
件は法院で労災の有無が争われ
ている。このうち、白血病関連の
行政訴訟が9件。訴訟当事者15
人の内6人が亡くなっている。
2013年11月26日　毎日労働ニュース

■パノリム－サムスン電子『白血

病謝罪・補償・再発防止』を正式

議論

「半導体労働者の健康と人権
守りパノリム」が、結成から6年目
にサムスン電子と謝罪・被害者補
償を議題に本交渉を行う。

パノリムは12月9日にサムスン電
子の本社前で記者会見を行い、
「サムスン電子との本交渉で、職
業病問題に対する謝罪と、補償・
再発防止対策を要求する」と明
らかにした。パノリムが把握して
いるサムスン電子の職業病被害
者は138人。このうち56人がすで
に亡くなっている。

パノリムは2013年1月に三星
電子の対話の提案を受け容れ
た後、被害者遺族2人とパノリム
活動家2人で実務交渉団を構成
し、3月に1次実務交渉を始めた。
双方は本交渉の対象・場所・議題
にについて考え方の違いを見せ
たが、9月の4次実務交渉で合意
点を準備した。

両者はサムスン電子半導体の
器興（キフン）事業場で本交渉を
持つことにした。パノリム側の交
渉団は被害者の家族8人、パノリ
ムの活動家2人、書記1人、傍聴
1人で構成される。争点であった
交渉議題は、謝罪・補償・再発防
止対策に決めた。両者は補償に
関して、サムスン電子の半導体部
門と1994年から昨年の間にLCD
部門に従事した労働者にも適用
基準を準備する方針だ。11月20
日に、サムスン電子が18日午後3
時から本交渉をしようと提案し、パ
ノリムはこれを受け容れた。

パノリムは「今回の本交渉は、
職業病の被害者家族が6年間動
揺することなく、真相究明と労災
認定のために闘ってきたから可
能になった」とし、「協力業者を含
めサムスン電子で働いてきた労
働者を包括し、疾病と死亡に対
する事後対策だけでなく、事前に
予防する方法を作れるように本
交渉を進める」と話した。
2013年12月10日　毎日労働ニュース

■サムスン電子白血病事件を

扱った映画を国会で上映

国会の福祉労働フォーラムは1
月24日、国会議員会館大会議室
で、サムスン電子の半導体工場

で働き、白血病で亡くなった故ファ
ン・ユミ氏と父親ファン・サンギ氏
の実話を扱った映画＜もうひとつ
の約束＞の上映会を開催した。

この映画は制作協力基金活
動により製作費を作り、実話を
扱ったということで封切り前から
話題を集めている。8千人余りの
市民が善意で集めた制作協力
基金活動と個人投資で、製作費
と広告費用の全額を準備した。
制作協力基金活動方式で製作
費全額を集めた商業映画は、＜
もうひとつの約束＞が初めてだ。

映画は、故ファン・ユミ氏の役割
に当たるハン・ユンミが、高校卒業
後に国内屈指の半導体会社に
就職した後、白血病に罹って死
亡した事件から出発する。彼女
の父親サングは娘の病気を産業
災害と認めさせるために大企業
と闘う。映画は勤労福祉公団で
労災不承認を受けた事件が、ソ
ウル行政法院で逆転される内容
までを含んでいる。

父親サングを演じた俳優パク・
チョルミン氏は「父親のファン・サン
ギさんがどんな力によって遠い道
を走っているのか、その力の根源
がまだ分からない」。「弱い父親と
無力な人たちが大きくなって行く
内容の映画」と話した。キム・テユ
ン監督は「もし会社と合意をした
ら、お父さんは今のように明るく笑
うことができるかを考えた」。「私
がなぜこの仕事を始めたのかを
振り返り、このような映画が再び作
られない世の中になったら
よいのに」と話した。

2014年1月27日　毎日労働ニュース

（翻訳：中村猛）
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i中 純・沖縄労働安全衛生センター

〒902-0061 到l＞ ~J!Tlii:'il,°bl-14-6 TEし（098)882-3990 /FAX ( 098) 882・3990
自治体 ・自治労安全衛生対策室 E-mail sh-net@ubcnet.or.jp 

〒102-0085千代日II玄六番町l自治労会館311皆 TEし（03)3239-9470/FAX(03)3264-1432 






